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序章 

 

1. 問題設定 

 本研究の目的は、サードセクター研究の流れを汲む社会的企業論において、起業時とは異

なる成長後の社会的企業の現状を踏まえた実践的課題を究明することである。 

 社会的企業という概念は、日本では 2000年代から普及した。その意味するところは論者

によって多種多様である。橋本によれば、これまでの社会的企業研究の潮流は大きく分けて

二つある。一つは、ソーシャル・アントレプレナー個人の社会的使命に焦点をあてるアプロ

ーチであり、対象となる事業組織は民間営利企業も含み、CSR も議論の対象となる。これ

は主に米国において研究の蓄積がなされてきたものである。もう一つは、社会的企業の組織

構造や社会政策との関わりに焦点をあてるアプローチで、サードセクター組織（協同組合、

共済組合、アソシエーション等）を主な対象とするものである。ガバナンス構造や社会関係

資本（social capital）の意義が議論の対象となる（橋本, 2013: 202, 203）。本研究は基本的

には後者の立場にたつものであるが、同時にその社会的企業論を批判的に検討するもので

もある。 

 後者の立場にたつ研究は、欧州サードセクターならびに社会的企業研究を牽引してきた

研究グループの一つである EMES（Emergence des Entreprises Socialesの略）の影響を

受けている。EMES は、当時既に米国において進められていた社会的企業研究を批判する

かたちで欧州独自の理論を構築してきた。彼らは、1980 年代以降多くの欧州諸国において

見受けられたサードセクターの「新たな駆動力」、すなわち、伝統的なサードセクターと比

べて革新的な方法で福祉サービスを供給する起業組織（initiative）に注目した。それは例

えば、非営利組織の商業化した姿であり、協同組合の公益化した姿であった。彼らはこのよ

うな新たな起業組織を社会的企業家活動（social entrepreneurship）として捉え、この成果

として生まれる事業体を社会的企業（social enterprise）と呼んだ。社会的企業家活動や社

会的企業と呼ばれる市民の自発的な事業活動は、欧州福祉国家の再編成の過程において、福

祉サービス供給システムの新たなありようを市民社会の側から提案するものであった（内

山, 2004）。 

他の学派と比較した時の彼らの理論の独自性は、そもそも経済は市場セクターのみによ

って成り立っているのではなく、非市場セクター（政府）や非貨幣経済（自助集団や地域通

貨など）との相互の影響関係で成り立っている、という経済観にある。したがってまた、社
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会的企業を形成する社会的企業家活動も、政府や民間営利企業との緊張関係の中で展開さ

れるものである。彼らの議論において社会的企業家活動は、政治的な意味合いを含む市民運

動との親和性をもつものであり、社会運動、すなわちコレクティブ・アクションとも呼べる

ものとして捉えられているのである。 

 しかし EMESの論者らによって提案されてきた社会的企業家活動の理論は、次のような

限界をもっている。第一に、ソーシャル・アントレプレナー個人に焦点を当てる場合には必

ず問題となるであろうリーダーシップや関係性構築に関する議論がいささか楽観的であっ

たということである。「コレクティブ」という言葉は、自治体や地域住民などのステークホ

ルダーあるいはメンバーの中に、常に支援者が存在することを暗黙のうちに肯定するきら

いがあった。さらに、社会的企業は民主的に運営されるものであるべきだ、という信念がリ

ーダーシップという言葉そのものを曲解してきた側面もある。リーダーシップとは、直接

的・専制的なもので、しばしば強制する力でもある、といった誤解である。社会的企業の関

係者は常に組織の使命を共有している、という前提を崩した時、社会的企業の生成・維持・

発展は何によって説明されるのかが必ずしも明確ではなかった。 

 第二に、社会的企業を発展させる重要な要素の一つである社会的企業家活動の理論は、し

ばしば起業時における現象のみを研究対象としていた。そのため、成長後の社会的企業にお

ける継続的な発展要因として議論されることがないという限界を抱えていた。日本を含む

先進諸国において 1980 年代に誕生したと言われる社会的企業は、30 年を経過した今どの

ような課題を抱えているのか。事業規模も組織規模も既に拡大された状態にあるような社

会的企業の成功事例があるとすれば、それら組織において社会的企業の使命や理念を組織

内外に標榜し、組織目的を実現するために人々を巻き込んでいくような行動は、起業に関わ

ったメンバーたちや経営者たちというよりはむしろ、後発的に事業や活動に関わるように

なった現場レベルのマネジャーたちが担っているのではないだろうか。そうであるとすれ

ば、現場レベルのマネジャーたちはいかなる実践的課題を抱えているのだろうか。これら二

点が、筆者の主要なリサーチ・クエスチョンである。 

 

2. 研究対象 

(1) 概要 

 社会的企業という概念は、先にも述べたようにいくつかの学派によって研究が蓄積され

てきただけでなく、各種メディア等において取り上げられる場合も含め、極めて多義的であ
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る。社会的企業がいかなる事業体であるかについては、本論において事例を用いて詳述して

いく。しかしここで本研究における社会的企業を端的に表現すると、次のようになる。すな

わち、20 世紀末の先進諸国における福祉サービス供給システム改革の過程で生まれた新た

な事業体である。それは、何を行なうのかという組織の使命と、それをどのようにして行な

うのかという組織運営によって規定される。社会的企業の使命は、旧来の福祉国家において

福祉サービス供給システムの周縁に追いやられてきた、いわゆる社会的弱者を含む全ての

人々に、平等で十分なサービスを提供することである。その組織運営は、一人一票の原則に

基づく意思決定や、剰余の不分割といった非営利性によって特徴づけられる。 

 本研究は、理論的には欧州の研究成果に依拠するものであるが、実証的研究としては主に

1980 年代以降の日本を対象としている。また、社会的企業の活動領域は高齢者や障がい者

の介護、子育て、若者の失業、そして生活困窮等、幅広いものであるが、本研究においては

高齢者介護の領域に焦点を当てることとする。より具体的には、日本高齢者生活協同組合連

合会ならびにその加盟組織を事例として取り上げ、先に述べたリサーチ・クエスチョンに対

する解を究明していく。 

 

(2) 高齢者生活協同組合とは 

 高齢者生活協同組合（以下、高齢協）は、1980 年代にかけて日本において高齢者介護サ

ービスの供給システムの改革が推し進められたことを受け、1990 年代に全国の都道府県で

相次いで設立された高齢者生活協同組合と呼ばれる団体が加盟するグループの総称である。

高齢者介護や高齢者の雇用創出、そして生きがいづくりを中心的な事業・活動としている。

「寝たきりにならない、しない」「元気な高齢者がもっと元気に」といったスローガンのも

とで、1995 年に三重県に設立されたもの第１号として、都道府県ごとに個別の組織を立ち

上げて事業・活動を展開している。こうした地域ごとの高齢協（以下、地域高齢協）は全国

に 22ある。このグループ組織を社会的企業と呼びうるか否かについて、ここで簡単に触れ

ておきたい。 

EMESは社会的企業を定義づける９つの指標を挙げている（Borzaga and Defourny ed., 

2001: 16-18）。まず、経済的指標としては財・サービスの継続性、高度の自立性、経済リス

ク、そして有償労働である。ほとんどの地域高齢協は、消費生活協同組合法人を主要な法人

形態として選択し、経済的なリスクを負うことを前提として自立的な経営を営んでいる。そ

の財源は、組合員の出資を原資としていることはもちろんであるが、主要事業である高齢者
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介護を運営するための介護保険報酬が主なものになっている。多くの地域高齢協は介護保

険制度施行前後に設立され、現在まで高齢者介護をはじめとするサービスを継続的に提供

している。それらのサービスは、一般的な介護労働とほぼ同等の賃金水準を保ちながら、有

償労働によって提供されているものである。 

EMES が規定した社会的企業の指標は、こうした経済的指標だけではなく社会的指標も

含んでいる。社会的指標とは、その事業や活動がコミュニティに貢献するものであること、

市民によって設立された組織であること、その意思決定は資本所有に依存せず民主的な手

続きを踏んでなされること、事業や活動は組織内部のメンバーだけで完結するのではなく

地域住民や自治体等のステークホルダーも参加しながら展開されるものであること、そし

て利益分配の制限によって非営利性が保障されていることである。 

地域高齢協は、1970 年代頃から日本全国で展開されてきた労働者協同組合運動にその源

流をもっている。具体的には、日本労働者協同組合連合会という団体の一部のメンバーによ

る設立運動を通じて、全国に高齢協のコンセプトが広まっていった。これに賛同した人々に

よって、各都道府県で地域高齢協が設立されていった。このことから、その運営形態は生来

的に労働者を中心とする組織メンバーの民主的意思決定に基づいてなされる非営利（not-

for-profit）の事業や活動であり、また、公的セクターでも民間セクターでもない市民社会の

領域の中から誕生してきたものであると言うことができる。地域高齢協の活動は、介護保険

制度に基づく高齢者介護を中心に発展してきたが、全国各地で活動が発展していくにした

がって、障がい者介護や若者の就労支援、最近では子育て支援に取り組む地域高齢協も生ま

れてきている。こうした事業の多角化は、地域高齢協が地域で困っている人々のもつニーズ

を満たすために多様な発展を遂げてきたがゆえの結果である。例えば高齢者介護に関わる

事業・活動としては、介護保険制度に基づく事業だけではなく、地域に受け入れてくれる病

院や介護施設がない高齢者を積極的に受け入れたり、あるいは子や孫からの心理的虐待等

を受けて居場所がなくなった高齢者のために居住施設を用意するといった活動にも取り組

んでいる。このように、地域コミュニティへの貢献に第一義的に取り組んでいることからも、

社会的企業としての地域高齢協の姿を垣間見ることができる。また、居場所のない高齢者を

地域高齢協の存在を地域高齢協が発見することができるのは、地域包括支援センターとい

った地域内の他団体との日常的な情報交換があるからである。地域高齢協の活動は組織内

部のメンバーだけで完結しているというよりは、地域内の様々なステークホルダーとの関

係性の中で維持・発展されているものと言うことができる。 
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このように、個別の地域高齢協は社会的企業とみなされるための指標を満たしている。ま

た、労働者協同組合運動という市民による社会運動の中から誕生したアイディアが、1990

年代以降、生協法人という非営利の企業法人を利用しながら経済活動としての側面も強め

つつ全国で展開されてきたというその展開過程は、EMES が指摘した社会的企業家活動と

同様のものとみなして良いものである。 

 なお、主要な研究対象が上述の高齢協であることにも示されるように、本研究では社会的

企業の例として協同組合組織を中心的に扱う。協同組合は欧州の伝統的なサードセクター

組織の中でも主要な位置を占めるアクターであり、EMES の研究においても主要な研究対

象の一つとして取り上げられてきたものである。欧州の理論研究に依拠しつつ、欧州の経験

と同様に日本のサードセクターからも社会的企業が登場してきたということを説明するた

めに、協同組合を研究対象とすることとした。しかしながら、欧州と日本とで状況が異なる

のは、日本においては社会的企業という市民社会から生じた事業体の組織原理等に即した

法整備がなされていないという点である。欧州においては、社会的企業固有の法人制度が新

たに創設されたり、あるいは既存の会社法に基づく法人のうち一定の条件を満たすものを

社会的企業として認定する等、国ごとの現状に即した法整備がなされてきた。他方、日本に

おいては未だ社会的企業に関する法整備はなされていない。したがって、日本における社会

的企業を議論する際には、その研究対象は既存の法人制度に基づく伝統的なサードセクタ

ー組織とならざるをえない。しかし、それら研究対象の実態は、先に述べたように欧州の社

会的企業と同様であるということをここで強調しておきたい。 

 

3. 構成 

 本論文の構成は次の通りである。まず第１章では、社会的企業とは具体的にいかなる組織

を指すのかを説明する。サードセクターの「新たな駆動力」と呼ばれた事業体は、欧州にお

いてどのように登場してきたのか。イギリスを例にとり、社会的企業が登場してきた背景、

そしてそれらの企業が国家政策として振興されていった流れも整理した上で、具体的な社

会的企業の事例をいくつか挙げる。 

 第２章では、社会的企業の発展要因の一つとして挙げられる社会的企業家活動の理論に

対する批判的検討を展開する。先行研究の限界の一つは、特に「コレクティブな社会的企業

家活動」といった場合に、関与する人々がなぜ社会的企業の使命や理念を共有することがで

きるのかを説明してこなかったことである。この点に関しては、リーダーシップ理論が参考
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になる。「コレクティブな社会的企業家活動」においては、ヒーロー的個人やカリスマ的リ

ーダーは不要であるという言説が通説化しているが、基礎的なリーダーシップ理論を踏ま

えれば、こうした言説は必ずしも正しいとは言えない。カリスマ的リーダーシップは、近年

において変革型リーダーシップと呼ばれるものと源流を同じくしている。こうした理論が

前提としているのは、必ずしも理念を共有していない人々の意識を改革し、組織目的達成に

向けた貢献を引き出すようなリーダーシップの影響力である。この視点は、社会的企業にお

いても極めて重要なものである。これらはリーダーシップ理論における基礎的な議論では

あるが、社会的企業家活動を規範的に語るだけではなく、既存の理論に基づいて議論するこ

との重要性を提起したい。また、従来の研究のもう一つの限界は、社会的企業家活動を起業

時のみの現象として捉えてきたことである。実際、成功裏に営まれている社会的企業は、誕

生から既に数十年を経過している場合も多く、この時にリーダーシップを発揮する主体は、

設立当初のリーダーではなくより現場に近い人々であると想定される。しかし現場レベル

のリーダーたちは、起業に携わったわけでもなく、事業刷新をしながら社会的企業の使命や

理念を組織内外の人々に伝えていくような企業家的な精神を持ち合わせていない、単なる

マネジャーかもしれない。本章では、そうした現実に即した実践的課題を検討する。 

 ここまでが本研究の理論編であるとすれば、第３章以降は実証的研究として位置づけら

れる。第３章ではまず、日本の文脈においてどのように高齢者福祉の社会的企業が登場して

きたのかを整理する。まず、1980 年代の高齢者福祉政策の動向を踏まえつつ、同時並行的

に市民社会から自発的な助け合いの組織が誕生してきたことを確認する。その上で、そうし

た活動の中から、自立的な事業体として社会的企業（本研究において具体的には新たな協同

組合の姿）が見受けられるようになってきたという展開過程を詳述する。 

 第４～６章では、具体的なケースとして高齢協の展開過程、実態、そして実践的課題を明

らかにしていく。第４章は、その前提となる部分であり、高齢協と総称される諸組織が、い

かなる社会運動をベースに発展してきたのかを確認する。その社会運動とは、労働者協同組

合運動であった。労働者協同組合は、労働者が出資もし、経営もするという組織運営の形態

である。本章で述べる日本労働者協同組合連合会という団体は、失業者自身による雇用創出

のための運動として誕生してきた。時代を経るごとに、組合員の高齢化を経験する中で、高

齢になっても安心して暮らせる地域づくりに取り組むように変化した。 

 第５章では、日本労働者協同組合連合会の中から、高齢協がいかにして生まれたのか、そ

の展開過程を述べる。全国に 22ある都道府県ごとの高齢協は、組織の規模や注力する事業



7 

 

内容等にバラつきはあるものの、高齢者の生活の質を向上するために協同組合原則に基づ

いた事業や組織の運営をするという共通の理念をもって活動している全国規模の運動体で

ある。主要な事業は介護保険制度に基づく高齢者介護サービスの提供であるが、同時に、例

えば地域に行き場のない高齢者を積極的に受け入れる等、社会的に重要な役割を担ってい

る。 

 高齢協に関してこれまでもいくつかの先行研究はあったものの、全国規模の運動として

いかなる社会的インパクトをもつものなのか、その実証的研究はほとんどなされてこなか

った。第６章では、全国に 100 以上ある高齢協の事業所に協力依頼をして行なったアンケ

ート調査の結果を述べる。調査開始時には、全国の総事業所数に関するデータも存在してい

なかった状況であったが、調査を行なうことにより全国の事業所の数や規模、設立年等の基

礎データを収集することができた。また、本研究の問題意識に基づき、アンケートは事業所

のリーダーに回答を依頼し、現場レベルのリーダーたちの属性や仕事内容等のプロフィー

ルを明らかにした。また、現場のリーダーたちが抱えている課題を紐解いていくと、次のよ

うなことがわかった。例えば、リーダー自身も組織の使命や目的をうまく理解しきれず、そ

れをメンバー、すなわち事業所職員等に伝えることに困難を抱えているということである。

本章では、成長期の社会的企業においてこうした困難が実際に生じているのだ、ということ

を立証していく。 

 なお本研究は、筆者である久保（旧姓・熊倉）ゆりえが、2013 年から 2017 年にかけて

行なってきた文献研究、ヒアリング調査、そしてアンケート調査の成果である。第１章は、

筆者が共同研究者として携わった明治大学日欧社会的企業比較研究センターによる訪英調

査や、イギリスの社会的企業家を日本に招聘して開催したシンポジウムの報告書である

『2014 年度シンポジウム報告書 英国インフラストラクチャー組織の成功に学ぶ―雇用創

出、自治体との協働、ネットワーキング―』をもとに執筆した。また、筆者がコーディネー

ターとしての役割も担いつつ参加した特定非営利活動法人「非営利・協同総研いのちとくら

し」のイギリス視察（2015年 10月 31日～11月８日）も踏まえ、同研究所の研究所報に寄

稿した拙稿、「英国社会的企業のインフラストラクチャー組織『SES』の現況」や「英国・

従業員所有企業の展開―Sunderland Home Care Associates Ltd.の事例―」も再構成した

上で本章に組み込まれている。第２章は、一般社団法人 JC 総研の『協同組合研究誌にじ』

に掲載された査読付きの拙稿「社会的企業におけるリーダーシップに関する分析視角の検

討」を大幅に加筆・修正したものである。また背景として、リーダーシップへの着目をする
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きっかけになったのは、2015 年度ニッセイ財団高齢社会助成・若手実践研究「中高年生活

困窮者支援に取り組む労働統合型社会的企業の実践に関する研究」（研究代表者・筆者）で

もあった。第３章は、2014 年７月に公益財団法人生協総合研究所に設置されて以来筆者が

委員として参画している「生協論レビュー研究会」において、学際的な研究者グループにお

ける議論を踏まえた研究成果である。同研究所が発行している『生協総研レポート』に掲載

された拙稿「『くらしの助け合いの会』レビュー─日本生活協同組合連合会会員生協による

『住民参加型在宅福祉サービス』の展開─」ならびに「生活協同組合による高齢者福祉活動

の意義を探る ―『くらしの助け合いの会』を事例として―」が本章のベースとなっている。

また、協同組合一般の理論や思想について学びを深めることができたのは、平成 26年度 JA

研究奨励金によって行った研究である「『福祉社会』の構築に向けた協同組合教育の実態に

関する研究」（個人研究）や、欧州を中心とする公共経済に関する学会である CIRIEC にお

ける研究報告”Participatory Education for Cooperative Regeneration: Japanese Research 

and Basque Practice”（共同報告、2015年 7月、於：ポルトガル・リスボン）を通じて国

外の研究者との議論を交わした成果でもある。第４章は、2014 年度全労済協会公募委託研

究調査「中間支援組織調査を通した日本の労働統合型社会的企業に関する包括的な実態調

査研究」（研究代表・藤井敦史）の研究成果の一部であり、報告書『全労済公募研究シリー

ズ 60 中間支援調査を通して見た日本の労働統合型社会的企業(WISE)の展開と課題』とし

て出版されたものを本章のベースとしている。第５章ならびに第６章では、高齢者生活協同

組合のケーススタディを展開したが、これは、いくつかの査読付きの拙稿「労働者協同組合

における経営参加―高齢者介護の現場を例に―」（明治大学大学院商学研究科『商学研究論

集』No.41）、「介護保険制度における「共助」と生活協同組合の介護事業の展開―高齢者生

活協同組合の事例―」（非営利・協同総研いのちとくらし『所報いのちとくらし』No.49）、

“Emergence and evolution of co-operatives for elderly care in Japan”（共著、Routledge, 

International Review of Sociology, 26(1)）などをもとにしており、同時に、全労済 2013～

2016年度奨学生としての研究成果の一部でもある。 
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第１章 社会的企業とは何か―欧州の経験― 

 

1. 社会的企業を見る視点 

(1) 欧州型のアプローチ 

 社会的企業という言葉は多義的である。序章でも述べた通り、本研究ではこの言葉を福祉

国家の再編成という文脈に即して理解する。しかし、このような社会的企業の捉え方は日本

において必ずしも一般的ではない。まず、社会的企業とはなぜ生まれたのか、なぜ福祉国家

再編の過程とともに理解すべき概念なのかを説明する。日本において必ずしも主流とは言

えなかった社会的企業の定義を理解するためには、議論の前提として次の３つの視点が重

要となる。第一に多元的経済という考え方、第二にサードセクターの歴史動態的アプローチ、

そして第三に民主主義の補強という視点である。 

 これらはいずれも、欧州を中心に社会的企業研究の発展を牽引してきた研究ネットワー

クである EMESによる説明に依拠している。彼らは、経済や社会の発展は市場経済のみに

よって達成されるのではないということを強調する。営利企業を中心とする民間セクター

だけではなく、政府・自治体そして公営企業を含む公的セクター、そして、これらのいずれ

とも異なる「サードセクター」という民間の非営利組織で構成されるセクターの存在を重視

している。サードセクターは、民間・公共セクターと、家計・ボランタリー活動・地域通貨

といった非貨幣経済を形成する地域コミュニティとの媒介領域に存在するものである。各

セクターの原理や資源を媒介するセクターである以上、セクター間の明確な境界線を引く

ことは、かえってサードセクターの重要な存在意義を隠してしまうことになるとしている。

サードセクター組織を代表するのは、アソシエーション1と協同組合・共済組合等である。

これらの組織は、1980 年代の新自由主義の台頭に伴って急速に市場化され多くの社会的排

除を生み出すものとなってしまった福祉サービスの供給システムを、より包摂的なものに

するための革新的な行動をとっている。それは、サードセクター組織が生来的にもつ民主主

                                                   
1 アソシエーションの定義は最も広義で捉えれば、人々が共通の目的を達成するために自

発的に組織した非営利組織全般を指すこととなる。ただし、ここで援用しているエバース

らの議論においては、フランスにおいて結社の自由を保障するアソシアシオン法に基づく

結社が主要な概念として想定されている。それは、「２名以上の者が、利益の分配を目的

としないで、その者たちが有する知識と活動を恒常的に共有するための合意」をもとに発

足するものであり（第１条）、法的効力をもたない任意団体として自由に設立できるもの

（第２章）と規定に従って県もしくは郡の長官庁に届け出ることで法的効力をもつ法人と

なるもの（第５条）等に分けられる。 
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義的イデオロギーに依拠しながらとられた行動であり、国家の民主主義を補強する役割を

もっていた。1980 年代から欧州各国で見受けられたこのような現象は、市民社会や民主主

義など福祉国家の発展の中で忘却されかけていた概念の復興を呼び起こし、政府主導の福

祉国家とは異なる、多様なアクターの参加によるサービス供給システムを前提とする福祉

国家の新たなかたちを構築している。このような考えにたつことは、日本において必ずしも

一般的でなかった社会的企業概念を理解するために重要な思考の転換を必要とする。以下、

上述の三点について説明する。 

 

(2) 多元的経済という考え方 

 経済は多元的なシステムであるという考え方は、市場経済が第一義であり、非市場経済が

それを補完し、非貨幣経済が残余を賄うとする「ヒエラルキー構造」（エバース・ラヴィル

編著, 2007: 26）に異議を唱えるものである。広井によれば、近代社会を特徴づける市場社

会は、経済・政治・社会という三つのサブシステムから成るとされる。経済システムは等価

物を交換する市場経済を媒介とする人間関係、政治システムは強制力に基づく支配・被支配

という人間関係、そして社会システムは共同体的人間関係を意味する。さらにこれを三つの

基準（公共／民間、営利／非営利、有償労働／無償労働）によって分類したものが図 1-1で

ある。この時、経済と社会のそれぞれのシステムの特徴は、次のように記述される。すなわ

ち、経済システムの特徴は、人々の自発性に基づき、有償の労働力を使いながら競争原理に

おいて営利を目的として形成される。社会システムは、人々の自発性と協力の原理に基づき

無償労働を通じて非営利の目的のために形成されるという特徴がある（神野・牧里編著, 

2012: 37, 38）。 

 これに対し、EMES の研究者らが依拠する経済システムの捉え方は、次のようである。

彼らは、市場経済（民間セクター）と非市場経済（公共セクター）からなる貨幣経済に、世

帯経済・集団的自助・ボランタリー活動、地域通貨システムなどの非貨幣経済を加え、それ

によって描かれる三角形によって多元的な混合経済の存在を浮かび上がらせた。この多元

的経済の三角形は、かつて 20 世紀半ばに K. ポランニーが提起した経済理論に依拠してい

る（図 1-2）。彼らによれば、その理論は以下のように説明される（エバース・ラヴィル編著, 

2007: 23, 24）。 
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第一に、市場の原理とは市場経済、あるいは民間セクターが従う原理である。価格設定を

通じた財・サービスの交換は、売り手と買い手の間の契約関係に基づき行われ、需要と供給

が一致することが前提となっている。経済システムは、後にみる二つの原理とは異なり、社

会的な諸関係に埋め込まれていない。 

第二に、再分配の原理がある。非市場経済、あるいは公共セクターは、国家の生産の成果

を管理する責任を委ねられている。現金給付や現物給付を通じて、その成果を再配分してい

図 1-2 多元的混合経済とポランニーの経済理論 

（出所）エバース・ラヴィル編著, 2007: 21（図 1-2）に一部加筆し筆者作成。 

図 1-1 社会を構成する三つのサブシステム 

（出所）神野・牧里編著, 2012: 38（図 1-1）より引用。 
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る。 

第三に、互酬の原理と言って、グループや個人間での、非契約原理に基づく財・サービス

の循環というものもある。この原理は、贈与を受けたグループあるいは個人が返礼するか否

かの権利を行使することによって成り立つのであり、交換される財以上に社会的なつなが

りが重要になる。なぜなら、参加者全員が社会的関係を進んで構築しようとしない限り、互

酬の循環は途切れてしまうからである。 

 それぞれの原理に従って行動するこの三つの極に示される経済は、歴史の流れの中で、他

の極と互いの役割を補完しあうなどしてきた。したがって、先にみたような市場経済が第一

義、非市場経済が補完、非貨幣経済が残余とみなされる「ヒエラルキー構造」は必ずしも正

当とは言えない。民間セクターの営利企業だけではなく、多様な経済システムの相互の影響

関係こそが国家の経済・社会の発展をもたらしてきた、という歴史認識が EMESの依拠す

る経済観の根拠となっているのである。 

 

(3) サードセクターの歴史動態的アプローチ 

 さらに強調されるのは、経済は民間および公共セクターによる貨幣経済と世帯経済やボ

ランタリー活動などの非貨幣経済のみによって成り立つのではなく、三角形の三つの極の

間を媒介する領域にもう一つのセクターが存在するということである。それは、公的セクタ

ー（第一セクター）でも民間の営利セクター（第二セクター）でもない、「サードセクター」

と呼ばれるものである2。欧州各国においてそのセクターに含められる法人形態等は異なる

が、代表的なものは、協同組合、共済組合そしてアソシエーションである。サードセクター

組織は、その事業や活動を通じて主に保健医療・教育・社会サービスの供給あるいは革新に

寄与してきたものである。したがってサードセクター組織は、多元的経済の三角形の媒介領

域に位置づけられると同時に、政府・市場・個別世帯を三極とする福祉供給システムの三角

形の媒介領域に位置づけられる福祉供給主体でもある。このような性質から、サードセクタ

ーは欧州各国の福祉国家の発展と密接に関係していると言うことができる。 

 多元的経済あるいは多元的福祉の三角形の媒介領域にあるサードセクター組織にあえて

                                                   
2 しかし、「第三の」セクターという呼称は、いかにもそれが先述の「残余」を担う、経済

の「ヒエラルキー構造」の最下層であるかのように感じられる。そのため、国によっては

この呼称が一般的でないこともある。例えばイギリスでは、「サードセクター」という呼

称を用いず、「ボランタリーセクター」や「コミュニティセクター」、あるいは「ボランタ

リー・アンド・コミュニティセクター」といった呼称が使用されている。 
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着目がなされる背景には、欧州において協同組合、共済組合、そしてアソシエーションとい

ったサードセクター組織がそれぞれ市場や政府との関係性の中で極めて重要な役割を果た

してきた、という事情がある。協同組合や共済組合は、労働者の相互扶助を展開した社会運

動であっただけではなく市場競争の中で事業として成立していた。また、アソシエーション

は欧州各国で事情は異なるとは言え、自発的な慈善活動を自治的・自律的に展開しただけで

はなく、政府との関係を密にした貧困問題への対処などの役割も担ってきた。サードセクタ

ーは、市場や政府、そして地域コミュニティの間を媒介する、言い換えれば、前掲図 1-2に

示した三極の間の緊張感を伴う領域において生成・発展してきたものなのである。 

サードセクターという概念は、「セクター」という言葉を使用してはいるが、独立した一

つのセクターとして捉えられるものではない。むしろ、民間セクターや公的セクターなど、

境界を区分することにどれほどの意味があるのか、という疑問を投げかけるような発想に

基づいている。というのも、1980 年代以降に欧米で見られたのは、行政機能の民営化や、

かつて非営利組織が支配的であった保健医療・教育・社会サービスといった領域における急

速な商業化や競争原理の席巻、そして株式会社の非営利組織への転換や非営利の子会社の

設立等、営利企業と非営利組織の境界の曖昧化であった。この時、セクターという概念はも

はや人工的なものであり、制度的な現実を反映したものではなくなってしまった。これまで

セクターの境界を区分する根拠とされてきた組織の所有形態が複雑になってきたのである

（エバース・ラヴィル編著, 2007: 300-302）。このような経緯を踏まえれば、後述のように

欧州において福祉国家を新たなステージへと導いたサードセクターの展開は、伝統的な協

同組合・共済組合そしてアソシエーションの組織内部の要因のみに着目する静態的なアプ

ローチではなく、政府や市場など様々なアクターの行動の変化という外部要因によっても

たらされた、という歴史動態的なアプローチをとることが重要になる。 

  

(4) 民主主義の補強 

 もう一つ、社会的企業という概念登場の文脈を理解するために重要なのは、上述のサード

セクター組織が欧州において福祉サービス供給システムの民主化に貢献する可能性のある

ものである、という視点である。サードセクターがこのような政治的問題と関わるものであ

るということは、それが欧州社会の民主化の過程とともに生まれたものであったり、あるい

は、政府と市民の間の媒介者として活動してきたものであるとの歴史的経緯に基づいて説

明される。例えばフランスでは、17世紀から 18世紀にかけての大革命によりヒエラルキー
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型の社会秩序が破壊されたのと時期を同じくして、民主主義の理念に即した自発的な加入

脱退の自由に依拠するアソシエーションなどの新しい組織が誕生した。19 世紀のイギリス

においてアソシエーションは貧困問題への責任をもつ行政機関と協力関係をもっていたが、

中央政府の支援は限定され、給付金の大部分は各地方で拠出・管理されていたという。そう

した事情からアソシエーションは、政府と市民の間の媒介者として活動すると同時に、政府

組織の不可欠な一部分をなす機関として発展することにもなった（エバース・ラヴィル編著, 

2007: 32, 110）。また、19世紀イギリスで食品等の公正な取引と労働者の生活の質改善や教

育に取り組んだロッチデール公正先駆者組合は、協同組合運動の先駆けとも言われる。一人

一票の原則に基づいて民主的に運営される協同組合のような事業組織は、民間のものであ

りながら、多くの一般的な営利企業とは異なる民主主義のイデオロギーを有している。 

 アソシエーションの設立・発展や協同組合運動あるいは労働者福祉運動は、ともにシチズ

ンシップ（市民としての行動）に則った存在であり、社会を民主主義的なものにするための

補強の役割を担ってきたのである。ここで欧州各国の歴史的・政治的な事情に深く踏み込む

ことはしないが、このようなサードセクターの性質は、次節に述べるような欧州福祉国家の

行き詰まりと再編成の過程において、福祉サービス供給システムに民主主義のイデオロギ

ーを吹き込むことにつながっていったのである。 

 

2. 欧州における新たな取り組み 

(1) 新たな起業組織の登場 

 1980 年代以降、サードセクターの領域において新たな起業組織が、主に社会サービスの

領域において次々と誕生した。スカンジナビア諸国では、アソシエーションが 1970年代ま

での同質的な政治的アプローチから距離を置き、新たな組織によって特に地方の社会問題

を解決する動きが見られた。例えば、スウェーデンでは 1994年時点で、民間非営利で運営

される保育施設に通っている子どもは、市営のそれに通う子どもの 10倍となっていた。民

間非営利の保育施設の運営を担う重要なアクターの一つは、デイケア協同組合であった。ま

た、地中海沿岸でも同様の組織が生まれた。公共セクターが供給できないサービスの提供主

体として協同組合が注目され、例えばイタリアでは社会的協同組合という新たな法人制度

が登場した。これは、労働市場から排除された人々に雇用を提供することや、個人向けの多

様なケアサービスなどを創造する、という従来の協同組合とは異なる特徴をもっていた。後

に 1991 年に社会的協同組合法という新たな法人制度の制定によりその法人としての地位
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を獲得したこれらの協同組合は、1970年代に既に登場しており、1996年時点で約 3,000の

社会的協同組合が約 10 万人の組合員を擁し、数 10 万人にサービスを提供していた。フラ

ンスでも、画一的な公的保育では対応できない新たなニーズに応えるかたちで 1980年代に

父母保育所が増加した。ドイツでは、宗教団体による大規模な福祉サービス供給があったの

にもかかわらず、標準化されたサービス体系からこぼれてしまう人々の存在や、あるいは官

僚化への反発から、次のように多様な起業組織が登場してきた。すなわち、①伝統的なサー

ドセクターの外部に存在する半インフォーマルなグループ、②同じ問題に直面している人

同士で構成される自助グループ、③他者のニーズに目を向け、グループ外の人々に対する援

助やサービスを提供するグループなどである。1980 年代になるとこれらの組織は保健医療

サービスなどで活発になり、保健サービス分野だけで 5,000～10,000 のグループが存在す

るという（エバース・ラヴィル編著, 2007: 42-45; 柳沢敏勝, 2014: 26）。 

 1990 年代から欧州諸国は、少子高齢化などを背景として財政緊縮の傾向を強めた。政府

支出を抑制する方法の一つとして公共サービスへの市場原理の持ち込み、いわゆるニュー・

パブリック・マネジメント（NPM）が広まり、「国家からの補助ではなく、契約による公共

サービスの外部化（externalisation）」が推進された（柳沢敏勝, 2014: 27）。この時、外部

化されたサービスの受け皿として政策に位置づけられたのが、先述のようなサードセクタ

ーから生まれた起業組織であった。 

 

(2) ポスト福祉国家の重要なアクターとしての社会的企業 

サードセクターの主な構成主体として協同組合やアソシエーションが挙げられるが、サ

ードセクターから生まれた新たな起業組織は、伝統的な非営利組織や慈善団体あるいは協

同組合のどれとも異なる革新的な存在であった。例えば、伝統的な非営利組織や慈善団体の

ように寄付などの資源に依存せずに、積極的に自己資金を調達することによってより自立

的に事業を運営していた。あるいは、組織の目的を伝統的な協同組合のようにメンバーの共

益だけに限定せず、不特定多数の利益に資するようなサービスを提供するなどしていた。 

要するに、伝統的なサードセクター組織による従来の財・サービスとは異なる新たな生産

物の生産であったり、多元的福祉の考え方に基づく経済原理の混合や資源の媒介といった

新たな生産方法によって、それらの新たな起業組織は特徴づけられる。これらの組織は、伝

統的サードセクターの理論では説明できない「新たな駆動力」であり、かつ、ポスト福祉国

家において必要なサービスの担い手として重要な役割を果たすであろうと考えられた。こ
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のような考えから、EMES はこれらの起業組織を従来のサードセクターの理論枠組みで分

析するのではなく、「社会的企業」という新たな概念によって捉え直そうと試みたのである

（内山, 2004: 505-507）。 

社会的企業の定義は、経済的および社会的な指標から説明される。経済的指標は、①財・

サービスの継続性、②高度の自立性、③経済リスク、④有償労働の四点である。財の生産・

サービスの継続的な供給は社会的企業を定義づける最も重要な要素の一つである。また、行

政からの補助金を活用することもあるが、他組織から管理されることはない。事業参入はリ

スクを伴うものであり、生存可能性はメンバーの努力次第ということになるが、それでもボ

ランティアだけに頼ることなく一定の有償労働を投入する。社会的指標は、①コミュニティ

への貢献、②市民による設立、③資本所有に依存しない意思決定、④影響を受ける人々の参

加、⑤利益分配の制限の５つである。利潤最大化は社会的企業の目的ではなく、これを抑制

するために利益の部分的あるいは全面的な分配制約をおく。社会的企業の目的はあくまで

コミュニティへの貢献であり、一人一票制による意思決定やステークホルダーの参加を重

視する。ステークホルダーの参加は、経済活動を通じて地域レベルの民主主義を促進すると

される（内山, 2004: 513）。先に述べたような「民主主義の補強」という視点は、この社会

的指標に表れている。民主主義を促進する旗手は、EMES の社会的指標②に示されている

「市民」であったからである。 

 

3. 政策化の経験―イギリスの例― 

(1) 政策化の背景 

 このような市民による新たな取り組みは、財政緊縮を目指す政府らの目にもとまること

となる。例えば先にも触れたように、イタリアでは 1991年に社会的協同組合という法人格

が制度化された。これは、地域において社会福祉・保健・教育等のサービスを提供したり、

社会的に不利な立場にある人たちの労働統合を目的とする協同組合に対して新たな法人格

を与えるものであった（田中, 2004）。ここでは、こうした欧州における政策化の経験のう

ち、イギリスを例にとって具体的にみていく。 

 イギリスにおける社会的企業政策について述べる前に、前提として記しておくべきこと

は、イギリスの労働者階級に「ミュチュアリズム（mutualism）」という伝統があることで

ある。18 世紀までは、社会的ニーズを満たしたり貧困を救うのは、伝統的に政府と結びつ

きの強かった教会や慈善団体であるとの根強い考え方があった。こうしたいわば「地方エリ
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ート」による地域福祉活動とは別に、18 世紀から発展した労働組合や協同組合といった労

働者階級の様々な組織による相互扶助の活動があった。これは、労働者階級の文化を形成す

る重要な部分になり、これが現在では「ミュチュアリズム」と呼ばれるものとなった。例え

ばロバアト・オウエンによる労働証券という仕組みを利用した労働の価値向上の試みや、そ

の後のロッチデール公正先駆者組合による公正な取り引きと労働者福祉・労働者教育への

取り組み等がその先駆的活動と言える。1843 年および 1862 年の産業および節約組合法

（The Industrial and Provident Societies Act）により、この文化は社会的・政治的に認知

されるものとなっていった。要するに、イギリスにおいて地域福祉は従来、宗教関連の伝統

的な非営利組織を通じて供給されるか、あるいは、労働者の相互の助け合いによって成り立

っていたのである。20 世紀後半になると福祉国家体制の導入に伴い、政府による地域福祉

への介入がなされるようになったが、その後サッチャー政権（保守党・1979～1997年）を

典型とするように、福祉における市場メカニズム活用、すなわち公共サービスの民営化が急

速に進んだ。個人や家族の責任が強調され、福祉給付予算の削減のために福祉給付を受けて

いる人々を労働市場に押し戻そうとする雇用政策へと偏重していった（テイラー, 2007）。 

こうした政策は、地域の人々の医療・教育・労働・住宅等の面での格差やコミュニティの

疲弊をもたらした（桜井, 2006: 53）。これに対しブレア政権が提起したのは、福祉国家（「大

きな政府」）でも新自由主義（「小さな政府」）でもない「第三の道」である。これは要する

に、かつての「ミュチュアリズム」文化への関心を呼び起こさせ、コミュニティがもつ課題

や潜在的な資源を発掘・強化する方向性がとられたことを意味していた。事業志向に転換し

ていた慈善団体と同時に、協同組合等の事業体を含めたサードセクター組織による公共サ

ービス供給に注目が集まり、ビジネスの手法を駆使して事業運営をする事業組織が総じて

社会的企業と称されるようになった。2001年には貿易産業省（DTI）に社会的企業局（Social 

Enterprise Unit）が設置され、翌年には DTI報告書『社会的企業―成功のための戦略（Social 

Enterprise: A Strategy for Success）」が刊行されるなど、具体的な社会的企業振興政策が

開始された。中央政府は、社会的企業の発展基盤を整備する役割を担い、政府と社会的企業

とのパートナーシップ（協働）により、地域に必要なサービスを拡充していくという方針が

掲げられた。 

 

(2) 社会的企業振興政策の類型 

欧州各国で社会的企業と呼ばれる組織が急速に発展した要因の一つは、ネットワークに
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よる支援である。ネットワークによる支援といっても各国の事情によって様々な支援のあ

り方がある。OECD はこれを、次の四つのクラスターとして分類している。すなわち、①

「事業支援」、②「事業分野の発展」、③「地域開発」、そして、④「アイデンティティ／文

化／代表権／質」である。①事業支援は、フランスからはじまりベルギー、スウェーデンな

どに普及した新規事業創出に対する支援である。農村地域の経済発展や、インフォーマルな

労働の規制化、高齢化社会における経済活動率の引き上げのための雇用創出などを含む。②

事業分野の発展は、社会的目的をもった事業のフランチャイズ化などの手法を指す。③地域

開発は、例えばスウェーデンの協同組合開発機関（CDA）のように、地方自治体などとの緊

密な協力を通じた社会的協同組合の立ち上げ、ならびに不利な立場にいる人々のための雇

用創出である（OECD編著, 2010: 161-225）。 

イギリス政府による社会的企業振興政策は、④「アイデンティティ／文化／代表権／質」

というクラスターに分類される。この分類は、事業支援などに限定せず、セクター全体が従

来もっていた価値を重視するものである。イギリス政府による社会的企業の定義は、企業の

目的を利益の最大化ではなく地域社会の利益のための再投資と規定することで非営利性を

強調してはいるが、欧州においては比較的成果重視のきらいがあるとされる（OECD編著, 

2010: 168, 169）。イギリスは協同組合運動やボランタリー部門が強力な国の一つである。

当時の社会的企業振興政策には、こうしたサードセクターが共通して有している、コミュニ

ティに対する貢献という目的、そしてそれら組織が営む目的達成のための活動を、社会的企

業というコンセプトによって捉え直すという意義があった。 

 

(3) イギリスの支援政策の特徴 

このような支援の方針を具現化した政策は、以下の二点によって説明することができる。

第一に、社会的企業の発展のためのインフラストラクチャー整備を行った。DTIによる『社

会的企業―成功のための戦略―』報告書が刊行されたのと同年の 2002年、『サービス供給に

おけるボランタリー・コミュニティ・セクターの役割―横断的レビュー（The Role of the 

Voluntary and Community Sector in Service Delivery: A Cross Cutting Review）』が刊行

され、政府の歳出展望の一環として、社会的企業の発展に資するインフラストラクチャー整

備のための戦略が打ち出された。社会的企業をはじめとするサードセクターが公共サービ

ス供給の役割を果たすためには、それら組織への適切な支援が必要である。しかしながら、

セクター全体ではその質や地域的な分布に差があり断片的であるとの見解から、個々のサ
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ードセクター組織を支援する社会的企業をインフラストラクチャー組織と呼び、まずはイ

ンフラストラクチャー組織の発展を政府とサードセクターの協力のもとで行おうと考えら

れていたのである。これは、現政権では重視されていない点である。前労働党政権がインフ

ラストラクチャー組織を支援する目的には、以下のようなものが含まれていた。ボランティ

アを促進し、コミュニティの能力を引き出すことによるサービス供給主体の増進、サードセ

クターが政治的影響力を保てるようにすること、公共セクターとの協働を支援すること等

である。 

では、インフラストラクチャー組織とは何か。これは、我が国では中間支援組織とも呼ば

れるものである3。中島によればその要点は以下のようである（中島, 2006a; 中島, 2006b）。

インフラストラクチャー組織は、現場でサービス提供をする組織（フロントライン組織、前

線組織）に対してインフラストラクチャー機能を提供するボランタリー組織と定義される。

アンブレラ組織、あるいは、第二層組織と呼ばれることもある。インフラストラクチャー組

織のもつインフラストラクチャー機能は、大別して４つある。一つ目は、フロントライン組

織の能力開発に直接関わる機能であり、情報提供・アドバイス・相談・訓練・資金分配・起

業や事業化支援などがある（援助・開発機能）。二つ目に、イギリスではとりわけ政府との

協働を支援するため、フロントライン組織同士の媒体になる機能がある（調整機能）。三つ

目に、サードセクターの課題を明らかにし、セクターを代表して政府や民間企業といった他

セクターに働きかけを行う機能もある（代表機能）。そして最後に、調査研究・政策立案・

業界標準やベスト・プラクティスの開発など、セクター全体の開発を牽引するような機能が

ある（振興機能）。こうした様々な機能を包括的に担うインフラストラクチャー組織もあれ

ば、ある一つの機能に特化したものもある。また、地理的は、全国的に活動するインフラス

トラクチャー組織もあれば、ローカルで活動するものもあり、様々である。当時のインフラ

ストラクチャー組織支援にかかる政府の財源についてみると、中央政府から自治体への予

                                                   
3 中間支援組織という言葉は、インターミディアリ・オーガニゼーション（Intermediary 

Organization）の訳語として我が国に導入されたと言われる。インターミディアリといっ

た場合には、資金調達の支援に典型的なように、資源を媒介する機能に焦点が当てられ

る。一方、イギリスの中間支援組織は、この他に、組織間のネットワーク構築を支援した

り、セクター全体の発展や効率的な公共サービス供給のためのアドボカシー活動の機能も

兼ね備えている。そのため、セクター発展のための基盤（インフラストラクチャー）を支

えるものとして、インフラストラクチャー・オーガナイゼーション（Infrastructure 

Organisation）という言葉が用いられる。なお、我が国の中間支援組織も、イギリスと同

様の機能を果たしていることが多いと言われる（藤井, 2010; 吉田, 2004など）。 
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算配分があり、自治体ごとに地域に必要なサービスを供給していく形式になっていた。地域

ごとに必要なサービスを明らかにし、適切なサービス供給をするためには、同一地域内の複

数セクターにより構成されるパートナーシップ組織が重要である。そこで、サードセクター

を代表し振興する機能をもつインフラストラクチャー組織の発展が政策的にも重要視され

ていたのである。 

第二に、2006 年に政策の再検討の結果提出された『社会的企業行動計画―新たな目標を

めざして（Social Enterprise Action Plan: Scaling New Heights）』では、次のことに焦点

が当てられていた。すなわち、社会的企業の文化を育成する、社会的企業を運営する人びと

が正しい情報と助言を確実に活用できるようにする、社会的企業がそれにふさわしい資金

を活用できるようにする、社会的企業が政府と協働できるようにする、社会的企業の創設を

確保する、といった点である。社会的企業振興のために 2005年に内閣府内部に設置された

サードセクター室では、この行動計画実施のために５億 1,500万ポンドが拠出された。ここ

で着目すべきは、当時政府は社会的企業をイギリスの新たな文化として定着させようとの

意図をもっていたということである。社会的企業の文化育成のためには、成功事例の表彰な

どを通じて社会的企業というコンセプトの認知度を高めるほか、次のようなことが行動計

画に組み込まれていた。例えば、サードセクター室の支援のもとで教育省が社会的企業に関

する指導用教材（guidance material）を配布すること、あるいは、高等教育の現場におい

て学生のキャリアとして社会的企業を奨励することなどである（Office of the Third Sector, 

2006: 4）。 

 しかしながら、これらの社会的企業振興政策は、2010 年に誕生した保守・自民連立政権

により撤廃された。福祉財源の引き締めは労働党政権以前のように厳しくなり、政府と社会

的企業とのパートナーシップの仕組みは実質上全廃され、さらに自治体の財政緊縮により

インフラストラクチャー組織への運営補助や随意契約等も大幅に削減された（原田, 2015: 

24, 32）。これは非常に残念なことではあるが、労働党政権時代のイギリスの社会的企業振

興政策は、社会的企業が事業として成立するための経営支援ならびにそのための資金補助

を関係機関や自治体を通じて行ったという以上の意味合いを持っていた。それは、サードセ

クター固有の価値を積極的に評価し、社会的企業をイギリス社会の文化として未来に継承

しようと試みた点に表れていた。 
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(4) 社会的企業振興政策への懐疑の目 

イギリスの社会的企業振興政策に関して、日本においては概してその良い面ばかりが強

調される。しかし、このような政策が伝統的なサードセクター組織から当時批判的に評価さ

れていたという事実についても多少触れておく必要があろう。OECD によれば、政府の決

定した政策に対して伝統的な協同組合や非営利組織が懐疑の目を向けていたとされる。社

会的企業はコミュニティの利益に資するという社会的目標を掲げてはいるが、同時に、高い

リスクを伴う事業性も持ち合わせているものである。それゆえに、協同組合運動の一部の組

織にとっては、彼らの原則や運営手法が政府の行動によって変容させられることが懸念さ

れた。また、伝統的な非営利組織の一部にとっては、これまで慈善の形態でサービスを提供

してきたものを、事業のように収益を得る方法に強制的に転換させられるのではないかと

いう懸念があったという。組織の運営の公正な手続きや参加・民主主義といったサードセク

ターの価値観と、事業成果を社会的目標の唯一の尺度とするような「『自由市場』手法の信

奉者」の価値観との間の乖離は、社会的企業という概念を振興する上での障害の一つであっ

た。それだけでなく、行き過ぎた役員報酬を計上する社会的企業や、大企業に買収され社会

的目標よりも利潤動機が先に立つような社会的企業も登場したことも事実であった

（OECD編著, 2010: 173-175）。このように社会的企業という概念は、いわば「社会的」な

ものと「事業的」なものとの緊張感を伴いながら、イギリス社会に受容されていったのであ

る。 

 

(5) イギリスの社会的企業に関する統計 

 ブレア政権による社会的企業振興政策の施行後、社会的企業研究も本格化してきた 2006

年時点で、イギリスの社会的企業数は約５万 5,000と言われていた。これは従業員を雇用す

る企業の約５%を占め、年間 270億ポンドの売上げがあると推計されていた（塚本・山岸編

著, 2008: 33）。政権交代後に政策は撤廃となったが、自らを社会的企業として認識している

中小企業の数は増加傾向にある4。その数は 2014 年時点で 74 万 1,000 団体（2012 年比で

                                                   
4 この統計において社会的企業は次のように定義される。①自らを社会的企業とみなして

いること、②利益もしくは剰余の 50%以上を企業の所有者もしくはステークホルダーに分

配していないこと、③補助金や寄付が収入の 50%を超えないこと、④「社会的あるいは環

境に関する目的を第一としており、利益は、株主や所有者よりも原則的に事業の継続やコ

ミュニティのために再投資している」という設問に対し「よくあてはまる」もしくは「あ

てはまる」と回答していること。 
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５万 8,000増）である（Cabinet Office, 2016: 12）。ソーシャル・エンタープライズUKに

よる 2015年度の調査では、社会的企業の売上高は企業によって大きな差があり、１万ポン

ドに満たないという企業が 13%ある一方で、500万ポンド以上を売り上げている企業も６%

ある。約半数の社会的企業は利益を出していると回答しているが、他方で 20%は損失を出

している。 

社会的企業が取り組んでいる主要な取引事業は、教育が最も多く（18%）、次にビジネス

支援／コンサルタント（17%）、雇用訓練（14%）、小売（12%）、ソーシャル・ケア（10%）

と続く。収入源（複数回答可）をみると、最も多いのは公共セクターとの取引（59%）であ

る。これは、2011年から 2015年にかけて７ポイント増加している。他方、（法人などでは

ない）一般大衆との取引は 2011年に 64%だったもの、50%台まで減少している。民間セク

ターとの取引も増加傾向にあり 53%となっている（SEUK, 2015）。 

 社会的企業が取得している法人格には次のようなものがある（SEUK, 2015）。第一に、

保証有限会社（Company Limited by Guarantee）がある。株式の発行ではなく、倒産した

場合等の保証を分かち合うかたちでメンバー（事業に投資した人）によって設立される法人

形態である。一株一票の権利ではなく、一人一票の権利による意思決定がなされる。日常業

務は、メンバーによって選出された取締役（director）あるいは取締役会（board of directors）

によって運営される。ソーシャル・エンタープライズUKの調査によれば、保証有限株式会

社は社会的企業が最も多く利用している法人格である（2015 年度で 45%）。第二に、コミ

ュニティ利益会社（Community Interest Company: CIC）がある。これは、2005年から登

記可能となった新しい法人である。コミュニティの利益に資することがこの法人の目的で

あるため、資産あるいは利潤の固定が条件となる。非営利組織でありながら制限付き配当を

条件に株式発行を認められており、また、税制優遇の制度もある。CICを利用する社会的企

業の割合は年々増加しており、2011 年には 10%であったものが、2015 年度には 20%とな

っている。CIC は、協同組合運動などで伝統的に利用されてきた法人格である産業および

節約組合に代わるものとして創設された法人制度であり、産業および節約組合の法人格を

もつ社会的企業は 2011 年には 37%と大きな割合を占めていたが、2015 年には９%と大幅

に減少している。第三に、株式会社（Company Limited by Shares）があるが、この中には

従業員に株式譲渡する従業員所有企業と呼ばれるものも含まれている。従業員所有企業に

ついては、次節において詳述する。 
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4. ケース：イギリス北東イングランドにおける社会的企業家活動 

(1) 地域性と新たな起業組織誕生の素地 

 より具体的な社会的企業の姿として、イギリスの典型的な荒廃地域において継続的に活

動を展開してきたサステイナブル・エンタープライズ・ストラテジーズ（SES）ならびにそ

の関連団体のケーススタディを展開する。 

 サンダーランド市は、イングランド北東部のタイン・アンド・ウィア州に位置する、人口

約 27万人の港湾都市である。かつて石炭と造船で栄えた街であるが、造船不況や炭鉱の閉

鎖、石油危機後の景気後退などを背景とし、1970 年代後半から失業率の高い地域となって

いった。当時のイングランド北東部の失業率は 25～30%、困窮している地域では 70%とも

言われるほどであった（熊倉・中島, 2015: 23）。また 2015年現在でも、サンダーランド市

の失業率は 11.3%で、全国平均の 7.2%と比較して高くなっている（明治大学日欧社会的企

業比較研究センター, 2015: 74）。このように、サンダーランド市は高い失業率や犯罪率、そ

して教育水準の低さ等の多くの問題を抱える地域である。ロンドンなどの都市のように移

民や難民の問題を多く抱えているわけではなく、「貧しいコミュニティ」の大半は「貧しい

白人（プアー・ホワイト）」と呼ばれる人々である（中川雄一郎, 2007: 158）。 

 1969 年、「サンダーランディア」という建設協同組合が誕生した（図 1-3）。メンバーた

ちは、自分たちの建設協同組合および他の人々の発展のために、協同組合理念に基づいた雇

用創出を図る運動をしていた。その過程で、ジェフ・ドッズとジョン・ブラックバーンとい

う２人のリーダーたちは、住宅協同組合の促進・開発・支援機関である「バンクス・オブ・

ザ・ウィア協同組合住宅アソシエーション（BOWCHA）」を設立した。BOWCHA は、住宅

協同組合に対して経営管理などのサービスを提供しており、地域ではその業績を認められ

る存在であった。住宅協同組合の組合員である借家人たちは、住宅を共同で管理・運営する

ことを通じて様々な技量や技術を習得した。彼らは、これを活かしてクレジット・ユニオン

や労働者協同組合の事業経営ができないか、との関心を抱くようになっていった。1970 年

代、サンダーランド市は多くの困窮したコミュニティを抱えていたが、BOWCHA は労働市

場からの排除や貧困の問題には取り組むことができなかった。なぜなら、法律上の理由で住

宅サービス以外は提供することができなかったからである。そこで 1983年、二人のリーダ

ーたちの指導のもと「サンダーランド共同所有制企業資源センター（SCOERC）」という名 
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図 1-3 サンダーランディアを母体とする社会的企業の展開 

（出所）筆者作成。 

1969年 サンダーランディア建設協同組合 設立

サンダーランディア組ゃ員による、協同組合理

念に基づく雇用割出運動

1975年

リトル・ウィミン (LittleWomen) 

・サンダーランディア組合員と友人の 7

人の女性による起業。食料雑貨品の販売、

コミュニティの集会、子育て支援、高齢

者の在宅支援

1975年 バンクス・オブ・ザ・ウィア協同組合

住宅アソシェーション (BOWCHA)

・住宅協同紺合の促進・開発・支援機関
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当時、住宅サービス叫外のサービスは、法律

上、遂行不可だった

⇒ BOWCHAリーダtにより、協同組合支
援機関の設立

1982年 リトル・ウ ィミン家事サービス

(LWHS) 

・地方自治体のホームヘルプサービスを

受けられない人々を対象

サッチャー政権下で 変化

①福祉予算削減→従 主要な財源としていた

地方自治体からの助 が廃止

⇒ LWHSに職業訓練ースを設置

②社会福祉サービス 民営化路線→コミュニ

ティ ・ケアの推進
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1993年 サンダーランド・ホ

ームケア・アソシエイツ

(SHCA)設立

→ 1994年事業開始

1983年 サンダーランド共同所有制企業資源

センター (SCOERC)

・協同組合開発をする協同組合として

・背景 1970年代後半からの失業問題

コミュニティ・ピジネ

ス起業支援団体 (1990

年）や、ポランタリー

組織の連合組織を発足

し(1993年）小学校を

創立する等、様々な試

み・・・＞失敗事例も

多く経験している。
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称の協同組合開発機関が設立された。協同組合開発機関による起業支援は従来、もとから協

同組合や社会的なビジネスを設立したいと望んでいる人々にしか利用されていなかった。

SCOERCはこれを経済的に貧しい人々のニーズに応えられるよう門戸を開放する方針をと

った。これにより、SCOERC の支援のもとにいくつかの労働者協同組合が設立されていく

こととなった。 

 

(2) 社会的企業のインフラストラクチャー組織：SES 

このようにして、貧困に陥っている人々がもつ起業のニーズに応える支援機関として生

まれた SCOERC は、2000 年に名称を変更しソーシャル・エンタープライズ・サンダーラ

ンド（Social Enterprise Sunderland：略称 SES）となった。SESの理念は、ビジネスによ

って北東イングランドの貧困と不平等の問題に立ち向かうことである。失業者や教育未修

得者、障がい者、刑余者等、不利な立場に置かれた人々や就労問題に悩む人々が、自分たち

自身の価値を認識し、自尊の心を持てるように支援することが SESの活動の価値である。

現在スタッフは 10人おり、マーク・サディントンならびにケヴィン・マークィズが、ディ

レクターとして SCOERC の事業とリーダーの役割を継承している。 

 

(a) 事業内容 

現在の事業内容は、大きく分けて５つある。一つ目は、起業支援である。サンダーランド

とニューカッスルの貧困地域で、小規模ビジネス5や社会的企業の設立支援をしている。事

業計画作成や資金調達等の経営支援はもちろんのこと、クライアントとの関係づくりに尽

力している。本人の能力・スキル・意欲や環境について聞き取りをしつつ信頼関係を築き、

起業のアイディアを具体化する手助けをしている。実績として、例えば、2012～2014年で

支援に携わった小規模ビジネスは 720 ケースあり、実際に創業したのは 408 ケースある。

このうち、女性による立ち上げは 52%、失業者による立ち上げは 75%にものぼる6。また、

                                                   
5 SESではこれを、社会的目的をもつ事業体である社会的企業と区別するために、伝統的

なビジネス（traditional business）と呼んでいる。事業主と被雇用者を含めて 1～2人、

平均売上高は 2万ポンドという規模である。サービス業が多く、美容院や販売店舗等が多

い。あるいは、電気技師や内装業の個人事業主になるための支援も行っている（2015年

11月ヒアリング記録より）。 
6 2015年 11月のヒアリングでは、この 75%のうち 65%は貧困層向け住宅に入居している

人々による起業であるとのことであった。SESは、あらゆる人たちに門戸を広げている

（原田, 2015: 26）が、同時に、貧困層向け住宅等へのアウトリーチを通じ、クライアント
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同時期に 267の社会的企業の創業を支援しており、このうち女性による起業は 78％であっ

た7。 

SES の事業内容の二つ目は、既存の社会的企業や協同組合に対する経営支援である。三

つ目に、コンサルタント事業であり、調査・評価・事業計画等の支援である。特に近年は、

自治体の公共サービスの外部化（externalisation）の際のアドバイス等も行っており、これ

については次節で述べる。これが現在の SESの収益事業となっており、収入の約半分を占

めている。ここまでの三つの事業内容に関連し、四つ目に、社会的企業等への貸しスペース

の提供をしている。地域コミュニティに碇
いかり

を下ろすかのように、地域に根付いた事務所を

構え8、立ち上げ支援をした事業やその他の様々な社会的資源をつなぎとめ、「取引関係や協

力関係をつくりだすコーディネーター」（原田, 2015: 27）としての役割を果たしている。 

そして最後に、サードセクターの社会的価値を客観的に証明するための社会監査（Social 

Audit）である。SESの活動がどのような社会的インパクトを発揮しているのかを、被支援

者に評価してもらう等して、自身の活動を客観的に評価・測定し、報告書にまとめている。

自治体等との契約の際には、自分たちの活動の価値がどこにあるのかを表明する必要があ

るため、社会監査の取り組みは SESの重要な活動の一つである。 

 

(b) 社会的企業政策の影響 

 その略称は変わらないものの、SESは 2008年に組織名称をサステイナブル・エンタープ

ライズ・ストラテジーズ（Sustainable Enterprise Strategies）へと変更した。これは、彼

らの事業がサンダーランド市という地域に限定されずに規模を拡大してきたことを背景と

している。2002年時点では、彼らの傘下組織は 20社に満たなかったようであるが（明治大

学日欧社会的企業比較研究センター, 2015: 75）、前労働党政権の社会的企業振興政策も手

伝ってか、2006 年までに立ち上げや経営支援をする対象の社会的企業の数を 60 社にまで

増加させてきた。その後の小規模ビジネスも含めた起業支援ケース数の実績の推移は、図 1-

4の通りである。労働党政権下にあった 2006～2010年にかけて、新規立ち上げを含む社会

的企業の支援実績を伸ばしている。支援した社会的企業の従業員数の推移をみると、漸進的 

                                                   

の掘り起こしをしていることも予想できる。 
7 2015年 11月に行ったインタビュー記録による。 
8 SESではこれを、「コミュニティ・アンカー（Community Anchor）」と呼んでいる（明

治大学日欧社会的企業比較研究センター, 2015: 12）。 



27 

 

 

 

 

に規模の大きい社会的企業の起業・経営支援をするように変化していることがわかる。しか

し政権交代後の 2011～2012年の実績では、新規立ち上げ数と従業員規模はともに微減とな

っている。また、小規模ビジネスの立ち上げは、社会的企業支援と同様 2010年頃までは順

調に推移していたが、2011～2012年で大幅に下落している。このことから、政権交代後に

は先述のような貧困層のためのきめ細やかなサポートを伴う起業支援は、縮小しているこ

とがわかる。 

 実際、2010年の政権交代後、SESは事業の縮小を余儀なくされている。予算規模は 2010

年度のピーク時で 110万ポンドであったものが 2014年度には 50万ポンドに、SES自体の

スタッフは 2010年度の 26人から 2014年には 10人にまで減少していた（原田, 2015: 27）。 

しかしながらこの危機は、かえって SESの抵抗力（resilience）を高めているという。こ

れまでの起業支援等の経験を活かし、現政権下での公共サービスの外部化に際してのコン

サルタント事業を伸ばしているのである。最近の最大の収益事業となったのは、サンダーラ

ンドから６マイルほど南に位置するダラム市・シーハム（City of Durham, Seaham）とい

う港町の再開発のコンサルタントであった。この地域はかつて炭鉱で栄えたが、産業の衰退

とともに人口減少等を経験した。そこで自治体は、様々なアクターとパートナーシップを組

2006~
07

2007~
08

2008~
09

2009~
10

2010~
11

2011~
12

支援したミュチュアル/社会

的企業の数
60 95 115 148 194 215

うち、新規立ち上げ 16 19 21 32 57 45

支援した新規の伝統的ビジ

ネスの数
210 229 235 249 338 154

支援したミュチュアル/社会

的企業の従業員数
619 745 930 1,373 1,342 1,334

支援した伝統的ビジネスの

従業員数
0 283 302 319 419 177
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図 1-4 SES による起業支援実績 

（出所）SES impact report 2015より筆者作成。 
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み、2000 年頃から投資と再開発に取り組んできた。再開発の中心の一つは北埠頭（The 

North Dock）にヨット・マリーナを建設すること等であった（County Durham Partnership, 

2012）。340 万ポンドが投資されたこの再開発プロジェクトに対し SES は、投資対効果検

討書（business case）を作成する等、これまでの社会監査等のノウハウを活かしたコンサ

ルタント・サービスを提供した（Saddington, 2014）9。 

このような公共サービスに対するコンサルタントをするためには、自治体との関係性づ

くりも重要である。原田によれば SESは、「入札の事前説明や小規模組織によるコンソーシ

アムの形成にあたっての事前協議などを通じて自治体の公共調達契約担当者や事業担当者

と日常的に接触し、サードセクター側の要望や当事者ニーズなどについて情報交換を行っ

ている」。また、自治体職員によるスピンアウトについても、その構想段階からきめ細やか

なサポートを行っている（原田, 2015: 27）。 

 

(3) 失敗の経験：PCB 

 SES 同様に、サンダーランディア建設協同組合の雇用創出とコミュニティ再生の運動に

よって生まれた社会的企業は多くある。しかしながら、前掲図 1-3で示した通り、失敗事例

も存在している。多くの場合失敗事例は表に出ないことが多いが、社会的企業という設立・

維持・発展が特に難しい企業体についてその実践的課題を検討するためには、貴重な研究材

料となる。PCB（Pennywell Community Business）は、SESの前身組織（SCOERC）の

支援を得てサンダーランド市ペニウェル地区に 1990年に設立された。市の中でも最も困窮

している地区の一つにおいて、就労支援や自己雇用創出を支援する機関であった。2003 年

までに年間総事業高 130万ポンド、40人のスタッフを擁する組織にまで成長した。1990年

代末時点で、PBCを通じて就労先を見つけた人は約 230 人、160 の自己雇用事例を生み出

し、420 人の職業訓練・教育コース参加者が存在した。しかし、2000 年代半ばに解散する

こととなった（中川雄一郎, 2007: 175-177, 187-192）。 

 PCB が活動していたペニウェル地区は、2000 年代当時、地域によっては失業率が 40%

と非常に高かった。麻薬や自動車窃盗などの犯罪も多く、また、識字率も最も低い地域の一

                                                   
9 より具体的には、北埠頭の再開発のマネジメントをするために立ち上げられた CIC法人

「シーハム・ハーバー投資プロジェクト（Seaham Harbour Investment Projects: HIP）」

がある。SESはこの法人に対し、法的な手続きのアレンジを行うと同時に、ワークショッ

プの開催やマリーナの建設のための投資対効果検討書を提供した（Saddington, 2014: 

10）。 
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つであった。隣接するワシントン区には、日産自動車の大規模な工場がある。工場ができた

のは 1989年のことであったが、皮肉にも、ペニウェル地区の労働者が社会的排除を本当に

実感したのはこの時であったという。というのも、工場が同地区から労働者を一人も雇用し

なかっただけでなく、工場周辺の治安維持のために当時の保守党政府が同地区の詐欺行為

などを厳しく取り締まるという行動に出たからである。労働者たちは、「自分たちの『生活

と労働の場』であるコミュニティの経済的・社会的発展に人びとが貢献することは不可能で

ある」との意識をもったり、「コミュニティ、地域それに国の各レベル――場合によっては

国際的なレベル――における意思決定過程から除外されている」と認識するようになって

いた（中川雄一郎, 2007: 176）。このような地域において PCB が果たした役割は、労働者

が仕事を得ることができたという以上のものがある。 

 それにもかかわらず PCB が解散してしまった要因は、次のように指摘される。まず、EU

基金など外部の助成金への過度な依存である。最初のリーダーは、「身の丈にあった」事業

拡大を志向していた。しかしリーダーが交代した後、補助金に依存したまま過度な事業拡大

を進めたことにより資金繰りに行き詰ってしまった。二代目リーダーとマネジャー、理事、

そして他の経営スタッフとの間のコミュニケーションもうまく図られず、このことがつい

には地域コミュニティのニーズに反応する意識を欠くことにつながった（中川雄一郎, 2007: 

191）。 

 

(4) 障がい者ケアの社会的企業：SHCA / CASA 

 反対に、SES の傘下組織の最も輝かしい存在と言われる社会的企業が SHCA

（Sunderland Home Care Associates）である。高齢者や障がい者へのケアサービスを主な

事業としながら、障がいをもつ学生のための学習支援や就労訓練にも取り組んでいる。法人

格は株式会社であるが、それと同時に従業員が自社株を所有する従業員所有企業という形

態を採用している10。SHCA は、SESのいわば双子のような存在として 1994年に 20人の

メンバーによって設立された（中川雄一郎, 2007: 196）。設立メンバーのリーダーであるマ

ーガレット・エリオットは、夫が住宅協同組合のメンバーであったことも手伝って協同組合

に関心をもつようになった。幾度かの失敗を経験しつつ（前掲図 1-3）も、労働者協同組合

の研究をしていたロバート・オークショット等の知人らからアドバイスを受けることによ

                                                   
10 従業員所有企業のイギリスにおける発展の経緯と SHCAとの関連については、熊倉

(2016b)を参照のこと。 
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って、SHCA立ち上げを実現した。 

設立目的は、地域で不利な立場にある人々が、自宅で自立した生活を送れるようにするた

めのサポートをすることである。主に、高齢者や障がい者をサービス提供の対象としている。

設立当初のサービス供給時間は年間 450 時間であったが、現在は１万 2,000 時間にまで伸

びている。470 人の従業員を擁し、2014 年度の売上高は 670 万ポンド、利益は 50 万ポン

ドとなっている（明治大学日欧社会的企業比較研究センター, 2015: 93）。立ち上げ時は協同

組合であったが、2000年に従業員所有企業に転換した。また、SHCAのような従業員所有

によるコミュニティ・ケア・ビジネスをイングランドの他の地域にも広めるべく、2003 年

にケア・アンド・シェア・アソシエーツ（Care & Share Associates：略称 CASA）を設立

した。従業員所有協会（Employee Ownership Association：略称 EOA）の会員企業の従業

員数トップ 50において、CASAは 25 位（750 人）、SHCAは 34 位（465人）にランクイ

ンしている（EOA, 2015b）。また、SHCA は協同組合の思想と原則に基づく従業員所有企

業として EOA の Web サイトで「ケーススタディ」の一つに紹介されているほど、その業

界で輝かしい成果を挙げている11。また、OECD は SHCA および CASA を、「社会的フラ

ンチャイズ」の事例とみなしている。すなわち、中央集権型やトップダウン型の統制管理で

はなく、市場で流通するために最低限必要な経済の規模を確立することによって、地域で使

われていない資源を生産的なものとするような事業展開である（OECD 編著, 2010: 192-

194）。 

 設立の経緯は、次のようである。創設者であるマーガレット・エリオット氏の夫は、建設

労働者協同組合のレンガ職人であった。この建設労働者協同組合は SESの生みの親となっ

た「サンダーランディア」であり、SHCAは彼らと同じ精神のもとで生まれた組織である。

しかし、SHCA の設立過程は決して順風満帆と言えるものではなかった。マーガレット氏

と６人の友人により「リトル・ウィミン（Little Women）」という食料雑貨品店が開設され

た。店舗では商品の販売だけではなく、コミュニティの集会、子育て支援、高齢者の買いも

の等の生活支援サービスも提供していた。しかし数年後に経営に失敗し、解散した。エリオ

ット氏はその後、コミュニティ・カレッジでコミュニティ論を学び、「ユース・アンド・コ

ミュニティ」の学位を取得した。そこで建設協同組合メンバーからホームケア協同組合の立

                                                   
11 EOA Website, Case Studies, Sunderland Home Care Associates 20/20 Ltd 

 (http://employeeownership.co.uk/case-studies/sunderland-home-care-associates-2020-

ltd/ 最終アクセス 2016年５月６日）。 
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ち上げを示唆され、リトル・ウィミンの仲間とともに「リトル・ウィミン家事サービス」を

1982年に設立した。これも事業経営の困難に陥り閉鎖してしまったが、これが SHCA の実

質的な前身となった。社会福祉サービスの民営化路線をとっていたサッチャー政権下でコ

ミュニティ・ケア政策が推進されていた 1990年代に、ジャーナリストのロバート・オーク

ショットから助言や支援を受け、また、タイン・アンド・ウィア州の助成金を受けて SHCA

を設立することができた。事業および組織運営の理念にはコミュニティの再生が強く意識

されており、失業者を積極的に雇用する等しながら組織規模も順調に拡大してきた（中川雄

一郎, 2007: 159-163, 193-203）。 

 

(a) 事業内容 

 先述のように SHCA は、高齢者や障がい者の在宅ケアサービスを主な事業としている。

サンダーランド市では、１万 2,000時間、在宅ケア部門では 2,000時間、タインサイド部門

でも 2,000時間のサービスを提供している。パーソナル・ケアという国の制度に則ったサー

ビス提供をしているが、財政緊縮に伴い必要な量のサービスを受けることができない人々

もいる。そこで SHCA は、在宅ケアや生活支援（買物、洗濯、掃除等）を基幹事業として

いる。また、アパートに居住している人々に対し 24時間のケア（入浴や服薬の手伝い）を

提供するエクストラ・ケアと呼ばれるサービスも提供している。 

 また、サンダーランド・カレッジとの連携で、例えば身体の不自由な学生のために本や荷

物を運んだり、視覚障がいのある学生のためにノートをとる等、学生生活の支援をする「ア

カデミック・サポート」という事業もある。さらに、「インディペンデント・フューチャー」

というプロジェクトは、学習障がいや長期の失業など、複雑なニーズを抱えている人々に対

し 24時間のケアを提供する事業である。サービス提供時間は、週 6,000時間、利用者は６

～10 人程で、１対１のサポートをしている。これは、自治体からの補助金を得たサービス

である。しかしそれだけではなく、ガーデンセンター、カフェ、手芸グループ、洗車等のマ

イクロ・エンタープライズ（零細事業）を立ち上げ、学習障がいを抱える人々がそこで就労

等の様々な経験を積むことができるように支援している。ガーデンセンターにある農園で

野菜を栽培し、それをカフェに供給する、そしてカフェを運営する、といったように、様々

な仕事の経験を積むことができるのである。そこで働くことで、SHCAから 20ポンド以下

ではあるが多少の収入を得る場合もあり、満足感を得ることもできる。このプロジェクトか
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らは、フラワー・ミル（Flower Mill）というガーデンセンターが設立された12。 

 

(b) 組織運営13 

 従業員について、470 人（フルタイム 350 人、パートタイム 120 人）の従業員の部門ご

との内訳は以下のようである。在宅ケア 225 人（サンダーランド 140 人、サウス・タイン

サイド 85人）、インディペンデント・フューチャー170人、家事支援 40人、アカデミック・

サポートやカフェ・オン・ザ・パーク、フラワー・ミル等の大学関連のスタッフ 35人であ

る。従業員は女性が多いが、複雑な問題を抱える利用者に対応するためには男性スタッフの

役割も重要であり、在宅ケアワーカーのうちの 40人に加え、インディペンデント・フュー

チャーのうち 60人のスタッフは男性である。労働時間は仕事内容やスタッフによって様々

であるが、在宅ケアで週 20～40 時間程度、大学関連の事業で週 20～30時間程度、インデ

ィペンデント・フューチャーで週 55 時間程度である。従業員はケアの NVQ: National 

Vocational Qualification（全国職業資格、現在は保健およびソーシャル・ケア免許：Diploma 

in Health and Social Care）という資格を保有している14。 

 組織図は、図 1-5のようである。理事会は、部門ごとにスタッフから選出される理事７名

で構成される。理事会の下に位置するのは「ケア・ディレクター」というエリオットが現在

務めている役職である。事業を開始してから最初の 16年間は、彼女も選挙で選出されてい

たが、ケア・ディレクターは自動的に理事に入るとの総会の決定があり、したがって、エリ

オットは少なくともケア・ディレクターの職に就いている限りは選挙で選ばれる必要がな

くなった。理事の選出は、年次総会における全従業員の投票により行われる。１年に２人ず

つ理事を選出する。理事会は月１回開催され、各部門の事業報告や将来の計画が主な議題と

なっている。 

 

(c) 従業員所有企業としての特徴 

 先述の通り、SHCA は 2000 年に協同組合から従業員所有企業へと転換した。法人形態

は、株式会社（limited company by share）である。エンプロイー・ベネフィット・トラス 

                                                   
12 フラワー・ミルについては、非営利協同総研いのちとくらし(2016)にインタビュー記録

を執筆・掲載した。近隣の大学との連携による資金調達の手法などを記しているので、適

宜参照されたい。 
13 これ以降の記述は 2014年 9月 15日の筆者インタビュー記録による。 
14 イギリスの職業資格制度については、労働政策研究・研修機構 (2014)に詳しい。 
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図 1-5 SHCA の組織図 

（出所）SHCA 提供資料を翻訳し筆者作成。 
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ト（employee benefit trust）を設置し、ここに利益の一部がプールされる。SHCAで働く

人々だけに開かれた内部株式市場をもっていることになる。各労働者は就職と同時に株式

を所有することになる。当初の株価は２ポンド 60 ペンスであったが、現在は 18 ポンドに

まで上昇している。 

 SHCA の特徴の第一は、従業員所有企業に転換したとは言え、労働者協同組合方式の組

織運営を貫いている点であり、他のイギリスの従業員所有企業とは一線を画している。

SHCAは自社株を 100%従業員で保有しており、これは他の従業員所有企業には見られない

特徴である。また、理事選出に全ての従業員が関わる等、経営の意思決定への参加が現在で

も重視されている。さらに、従業員の平等性を確保するため、従業員から選出される理事に

は、理事会に出席した際の日当はあるが、理事報酬は支払われていない。組織運営は労働者

協同組合とほとんど変わらないのにもかかわらず、従業員所有企業へ転換したのは、次の理

由による。すなわち、労働者協同組合では一人一票の権利は保障されるが、全ての労働者が

必ずしもシェア（株式）を持つとは限らない。従業員所有企業として、全ての従業員が会社

の一部を所有していることにより、従業員のモチベーション向上、仕事の満足度の改善、生

産性の向上が見込まれる。 

 第二に、労働者協同組合方式の経営は、一般的に次のような困難を抱えていると言われる。

すなわち、メンバーのスキル不足、メンバー間の能力・労働量の差や低賃金などを原因とし、

内部対立や経営不振に陥る、あるいは一般的な営利企業と同じ事業体になってしまう、とい

った困難である。それにもかかわらず SHCA は、労働者協同組合原則を維持しながらも事

業や組織の運営に成功している。事業に関して言えば、収入源をミックスしながら地域に必

要なサービスを提供していることが成功要因の一つとして挙げられる。公的な制度を利用

したケアサービスだけではなく、住宅会社との連携による制度外サービスや、フラワー・ミ

ルという就労支援プロジェクトにかかる人件費は提携している大学から得るなど、収入源

が多様であることは、少なくともその事業を支える良い戦略であったと言える。 

 

5. 小括：欧州発の社会的企業概念の特徴 

 本章の約半分をイギリスの社会的企業のケーススタディに割いたのは、欧州の研究に依

拠する社会的企業の姿をより鮮明に描き出すためである。社会的企業という概念は、ビジネ

スの手法を駆使する慈善事業という単純なものではない。とりわけ一国の社会福祉サービ

ス供給体制にかかわる概念である以上、政府の政策いかんによって事業の拡大・縮小を左右
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されてしまうような政治的緊張を伴う領域において活動している事業体である、という点

が特徴的である。さらには、それが単なる事業体であるだけでなく、労働者階級の文化をひ

く社会運動の一環として展開されてきたということも、イギリス・サンダーランドの社会的

企業家活動のケースを通じて描写してきた。 

 社会的企業概念そのものが欧米を中心に発展してきたものである以上、その活動の根底

に流れる宗教的文脈の違いから、この概念を日本で起こっている現象にそのまま当てはめ

て研究を展開することは無謀であるかもしれない。しかしながら、第４章においても触れる

ように、日本においてもいわゆる労働者同士の相互扶助の文化は脈々と受け継がれてきた

ものがあると言えるのではないだろうか。筆者はそうした類似点にも目を向けつつ、これま

でに述べてきた欧州の社会的企業概念ならびにその理論に依拠した研究を次章以降に展開

していく。 
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第２章 社会的企業家活動理論の批判的検討 

 

1. 従来の研究とその限界 

(1) 社会的企業家活動理論：諸学派の主張 

 前章でもみたように、先行研究において社会的企業は、社会的企業家活動（social 

entrepreneurship）によって発展してきたとの説明がなされてきた。社会的企業家活動とい

う概念は論者によって多様な意味合いを有しているが、その多くはシュンペーターの「企業

家理論」に基礎を置いている。シュンペーターは、生産方法・市場開拓・新材料の開発・新

組織の構築など、生産工程に「新たな組み合わせ」（新結合）を組み込む企業家的機能

（entrepreneurial function）、すなわちイノベーションこそが、経済発展の原動力になって

いると説いた。企業家（entrepreneur）15は、必ずしも企業や組織の所有者である必要はな

いが、一度創造された企業を循環的に経営する「経営者」とは区別される（Defourny, 2014: 

20, 21; 谷本, 2006: 123）。「企業家活動」（entrepreneurship）と言った場合には、「企業家

精神」（entrepreneurial spirit）を含む企業家の行動の全体を指すものとして捉えられる（内

山, 2004: 506; シュンペーター, 1998: ⅱ, ⅲ）。このような従来の企業家あるいは企業家活

動の理論をベースとし、これに社会的目的の追求という要素を加えたものが、社会的企業家

活動である（Chell, 2007）。とすれば、社会的企業家活動は、しばしば市場経済のみを指す

経済の発展だけではなく、社会全体の発展を視野に入れている概念であると理解すること

ができる。 

慈善的あるいは社会的目的の追求に動機付けられて企業家活動を展開する「チェンジ・エ

ージェント」として社会的企業家概念を理論化した Deesによれば、その概念は次のような

企業家個人の行動特性によって定義づけられる。すなわち、①利益よりも社会状態の改善と

いうミッションを本質的に追及することによる社会的価値の創造・維持、②ミッション達成

のための新たな機会の認識と追求、③継続的なイノベーションとその適用および学習プロ

セスへの関与、④手持ちの資源に制約されない大胆な行動、⑤顧客へのサービス提供によっ

                                                   
15 ‘entrepreneur’は、「起業家」と訳される場合もある。しかしながらこの概念は、新結合

をもって新たな組織を立ち上げる、すなわち起業する、という行為だけを指すわけでな

い。既存の組織内で新たな市場開拓や材料を開発する、あるいは、既存の組織同士の協働

という新たな生産方法を実現する、といったイノベーションも含まれる。本研究では、シ

ュンペーターの理論ならびにその業績の邦訳者らに準拠し、「企業家」という邦訳を採用

した。 
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て生み出される成果に対する強力なアカウンタビリティ意識である（Dees, 1998）。ただし、

これらの定義のうち①以外は、一般的な企業家に求められる行動特性とさして変わりない

と言える。 

 社会的企業家活動の理論は主に米国を中心に発展してきたが、欧州の社会的企業研究ネ

ットワークであるEMESもこの理論を欧州の現状に適用している（表 2-1）。特徴的なのは、

利潤をコミュニティに還元するといった利潤分配の制限に加え、意思決定過程に多様なス

テークホルダーが参加するという運営方法によっても、「社会的」という属性を規定してい

る点である。 

米国における社会的企業家活動研究の学派は、Dees and Andersonによってソーシャル・

イノベーション学派とソーシャル・エンタープライズ学派とに区分されている（Dees and 

Anderson, 2006）。これら米国の学派に欧州の研究動向として EMES を加えて文献サーベ

イを行った Bacq and Janssen によれば、学派による違いは表 2-2のようである（Bacq and 

Janssen, 2011: 390）。表の中央にあるソーシャル・エンタープライズ学派は、米国非営利

組織の研究を継ぐものであり、基本的には事業志向の非営利組織に焦点を当てた研究がな

されてきた。他方、ソーシャル・イノベーション学派は経営学、特に企業家研究の流れを汲

んでいる。法人形態やガバナンスなどの組織に関する議論には大きな関心が向けられず、企

業家個人の行動特性を強調するものである。これに対して EMESは、経済・社会の歴史的

展開の中で、市民社会からボトムアップ的に提案・実践されてきた社会サービス供給の新た

なかたちとして社会的企業家活動に着目している。 

こうしてみると、EMES による社会的企業家理論の特徴は、ソーシャル・エンタープラ

イズ学派のように個人を二義的にすることで社会的企業家活動の全体像に目を向けるとい

う意図とも異なり、「コレクティブ」な活動であることや「市民による」立ち上げといった

規定をしている点である。ソーシャル・イノベーション学派とソーシャル・エンタープライ

ズ学派は、先述の Dees and Andersonによって理論的な統合を志向するべきとの方向性が

示されている。しかし、欧州におけるサードセクターの歴史を重視する EMESは、むしろ

米国の社会的企業家活動研究との差異を強調しているのである。 

 

(2) EMESによる社会的企業家活動理論の特徴 

 そもそも企業家活動の理論は、「ヒーロー的な個人」の観点から議論されることが多かっ

た。同様に、2000年前後から展開された社会的企業家活動の理論も、個人を起点とするも 
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のとの暗黙の前提があった。これは、米国非営利組織研究の流れを汲んで社会的企業家活動

を理論化した Deesがそうであっただけなく、イギリスの革新的な超党派シンクタンクであ

る DEMOS が 1997 年に提示した社会的企業家の姿もまた、個人による社会的企業家活動

の展開を前提としたものであった（Leadbeater, 1997）。これに対して EMESは、社会的企

業家活動のコレクティブな性質を強調しているのである。 

表 2-1 EMES による社会的企業家活動の説明 

「
社
会
的
」
と
い
う
属
性 

①目的規定 「利潤を生み出すことにより、メンバーやコミュニティに貢献する」

ことを活動基準として重視する。生み出された剰余は「社会化」され

るべきである。 

②非営利資源 公的資金、ボランタリー資源を積極的に活用する。 

③組織方法 自律的・自立的な意思決定過程へのマルチステークホルダーの参加

型活力を引き出す。 

「
社
会
的
」
属
性
を
有
す
る
「
企
業
家
活
動
」 

①新しい生産物の

提供 

伝統的民間セクターや政府セクターでは提供できないニーズへ対応

する（労働市場への統合型社会的企業と社会サービスの供給型社会

的企業）。 

②組織と生産の 

新しい方法 

異質なパートナー・マルチステークホルダー構造（従業員、ボランテ

ィア、サービス利用者、支援組織、地方自治体等）に依拠する。 

③新しい生産要素 ボランティア・寄付・社会関係資源等の非営利資源を活用する。有償

労働者とボランティアを混合する。 

④新しい市場関係 公的セクターとサードセクターとの「契約」関係に立つ。 

⑤新しい起業形態 社会的企業のための多様な法人形態。 

「社会的協同組合法」（イタリア、1991 年） 

「社会的目的をもった会社法」（ベルギー、1995 年） 

「社会的連帯協同組合法」（ポルトガル、1998 年） 

「有限責任社会的協同組合法」（ギリシャ、1999 年） 

「社会的共通益のための協同組合法」（フランス、2002 年） 

「コミュニティ利益会社」（イギリス、2005 年） 

（出所）内山, 2004: 512（図表 1）を一部加筆・省略し、筆者作成。 
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表 2-2 社会的企業家活動理論の 3 つの学派の違い 

 米国の伝統 欧州の伝統 

変数 基準 ソーシャル・イノベー

ション学派 

ソーシャル・エンター

プライズ学派 

EMES 

個人 1. 企業家 中心人物 

（central figure） 

第二義的役割 コレクティブ・アクション：

「市民のグループによって

設立される起業組織」 

プロセ

ス 

2.. ミッシ

ョン 

ミッションはソーシャ

ル・イノベーションの

プロセスの核 

第一の目的は、社会的目

標（social goal）を追求

すること 

「コミュニティの利益とい

う明白な目的」 

3. ミッシ

ョンと生

産活動の 

リンク 

直接 制約無し：社会的企業家

活動の本質は、非営利組

織が社会的活動の資金

を賄うための商業的な

ダイナミクスにある 

直接：「経済的活動の性質

は、社会的使命と結び付け

られるべきである」 

組織 4. 企業 二次的に重要なもの：

社会的企業家によって

立ち上げられた活動

（activity） 

中心的：市場からの収入

に関わるリスクが強調

される 

中心的：「経済的リスクの水

準の高さ」 

5. 法人形

態 

明白な制約無し：取り

組む社会的ニーズの性

質や必要な資源の量に

よって法人形態は決定

づけられる 

社会的企業＝非営利組

織 

（後に：社会的目的のた

めに取引活動をするす

べてのビジネスに） 

いくつかの制約：新たな特

定の法人形態が社会的企業

を奨励し支援するために創

設された＋いくつかのケー

スでは伝統的なビジネスの

法人形態が使用される 

6. 利益の

分配 

制約無し 利益の非分配制約 

（後に：利益の一部は分

配しても良いことに） 

限定的：「利益の最大化行動

を避けるような組織」 

（出所）Bacq and Janssen, 2011: 390 (Table 1.)を翻訳し、筆者作成。 
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 しかしながら「コレクティブな社会的企業家活動」（collective social entrepreneurship）

と言った場合には、その内容がかなり多義的である。Edbor and Ogunleyeは、文献サーベ

イの結果として、論者らが「コレクティブ」という言葉によって含意するところを三つに整

理している。第一に、企業家活動に関与する複数の関係者を認識させるため、第二に、企業

家活動のプロセスによって生み出される経済財の類型に言及するため、そして第三に、資産

所有のあり方を表現するためである。特に第一の点についてはより多義的であり、論者によ

って取り扱う対象が異なる。リスク・キャピタル（ベンチャー・キャピタル）の提供者間、

従業員間、企業間、省庁間、大学間、そしてこれら主体の組み合わせが含まれている（Edbor 

and Ogunleye, 2015: 69）。 

 英国における６つの社会的企業の立ち上げ事例を検討した EMESの主要論者の一人であ

るSpearは、従来の社会的企業家活動が前提としてきたヒーロー的な個人像よりはむしろ、

パートナーシップ、リーダー／サポーター、そしてチームなど、単独ではなく複数人あるい

は集団による起業が多く見受けられるとしている。取り上げられた事例のうちの多くは協

同組合であり、社会的企業家たちが協同組合という形態を選択しているという事実が反映

されている。しかし単に起業時に事業の責任を負うメンバーが複数人であった、ということ

だけではなく、多くの事例においては外部のグループや組織も企業家活動の展開に重要な

役割を果たしていたことを強調している。例えば、６つの事例のうち４つはコミュニティ開

発機関（CDA）の支援を受けて起業しており、これが資源や知識にアクセスするためのネ

ットワークだけではなく、「心の支え」（moral support）のネットワーク形成につながって

おり、社会的企業家活動をよりスムーズにしていたという発見である（Spear, 2006）。 

 しかし「心の支え」のネットワーク形成は、欧州に特有のことと言えるだろうか。Edbor 

and Ogunleyeが指摘するような複数のアクターの関与には、例えばシリコンバレーのよう

なイノベーション・クラスターも含まれる。つまり、個人の起業家がソーシャル・ベンチャ

ーを立ち上げる際にも得られる支援であると言えるのである。社会的企業家活動のコレク

ティブな性質を、複数アクターの関与という意味だけで捉えてしまうと、EMES の主張は

十分に理解することができない。重要なのは、「心の支え」のネットワークの核になってい

るのがコミュニティ開発機関である点や、起業する際に選択する法人形態が協同組合であ

る、という点であろう。言い換えれば、先述の Edbor and Ogunleyeのいうところの第二と

第三の含意こそ EMESが主張しようと試みている点なのである。実際、EMESの論者は社

会的企業家活動を「市民社会の人々あるいは諸組織の協働（collaboration）において生産さ
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れる社会的価値の創造であり、それらの人々あるいは諸組織は、しばしば経済的活動を暗に

含むような社会的イノベーションに携わるものである」と定義づけている（Hulgard, 2010: 

4, 5）。「市民」による立ち上げ、という点が重要になるのである。EMESによる社会的企業

家活動の定義は、立ち上げるプロセスならびに立ち上げた企業が重視する民主主義的なイ

デオロギーあるいは文化によって、他の社会的企業家活動の理解と区別できると言える。 

 

(3) コレクティブな社会的企業家活動理論の批判的検討 

 EMES によって展開されてきた理論は、社会的企業家活動概念の「社会的」ということ

の意味を、コミュニティを改善するために市民社会から自発的に生じるものに焦点化する

点で非常に示唆的である。しかしながら、次の二点の限界をもっている。 

第一に、コレクティブな性質だけに着目することは、かえって次のような疑問を生じさせ

る。それは、なぜ人々は社会的企業家活動に協力するのか、という疑問である。社会的企業

家活動がコレクティブなものだとした途端に、人と人あるいは組織と組織の間には、何らか

の使命や理念が既に共有されていることを前提とした協力関係があるかのように語られる。

それゆえに、人々はなぜ社会的企業家活動に協力するモチベーションを得るのか、といった

ソーシャル・イノベーション学派によって説明が試みられるような問題が軽視される傾向

にある。 

あるいはこうした理解は、特に日本における社会的企業家活動研究において曲解されて

きたものである可能性もある。例えばヒーロー的な個人というものは、EMES のアプロー

チにおいて完全に否定されているものなのか。この点についてBacq and Janssenは、EMES

のアプローチはあくまでもカリスマ的な企業家やリーダーが組織において重要な役割を果

たす可能性を排除するアプローチではないと指摘している（Bacq and Janssen, 2011: 382, 

383）。実際、例えば先の Spearの論考においても、「ヒーロー的個人」と対峙させられたの

は「チーム、リーダー／サポーター」などであった。「個人」に対して「チーム」のように

複数人の関係性を対峙させるのは妥当であるが、では、「ヒーロー」という個々人の特性は、

人々の協力を引き出す際に全く必要ないものであると言えるのか。 

こうした点を議論しないのであれば、リーダーが存在しなくても社会的企業は形成・維

持・発展できるとの楽観論に陥る危険がある。イデオロギー的な主張の限界を超えて理論を

発展させていくためには、人々がなぜ組織の目的に共感し協力しようとするのか、というリ

ーダーシップ理論が参考になるのではないかと考える。この点については次節で検討する。 
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第二に、これは社会的企業家活動に関する理論全般に言えることでもあるが、多くの場合

企業の立ち上げ、すなわち起業という、企業の発展の一時的な側面しか議論していないとい

う限界がある。理論の基礎になった企業家活動理論は、企業の立ち上げ時だけを対象とした

ものではなく、既に成長した企業における事業の刷新等も議論の対象としているものであ

る。それにもかかわらず、社会的企業家活動は、とりわけ日本において「社会的起業」とい

う表現が用いられるという議論の混乱を典型とするように、起業時の議論にのみとどまっ

ていたのである。 

しかし、社会的企業と呼ばれる組織が登場してきた 1990 年代からは既に 20 年もの時が

経過しているのであり、社会的企業を継続的に発展させていくための社会的企業家理論と

いうものも当然検討されてしかるべきであろう。さらにこのことは、次章以降でみていく日

本の社会的企業についても同様である。とりわけ日本においては、社会的企業家活動とみな

しうる取り組みのアイディアやノウハウが、サードセクターの代表的組織の一つである協

同組合によって全国規模で共有され発展するなど、運動の規模も極めて大きい。年月を経る

ことによって社会的企業が大規模に進化してきていることを踏まえると、メンバー間の理

念の共有を前提としたコレクティブな社会的企業家活動理論では説明できない複雑な実践

的課題が山積しているのではないかと想定することができる。この点については第３節に

おいて検討する。 

 

2. リーダーシップ研究からの示唆 

(1) 社会的企業におけるリーダーシップに関する論点整理 

(a) 前提 

 リーダーシップという概念についてまず確認しておくべきことは、リーダーシップは地

位や権威を背景として他の人々を強制的に動かす「権力」を指すのではないということであ

る。リーダーシップは、原則的には個人あるいは複数人のリーダーの存在を前提とし、リー

ダーとフォロワーとの関係性に着目するものである。それ故、リーダーシップの本質は、あ

る共通の目標に向かって人々が貢献しようとする意識改革を促進する行為にある。したが

ってまた、リーダーシップは民主的意思決定や参加型組織といったコンセプトと背反する

ものではない。藤井も述べているように、参加型組織の運営においては、メンバーが意思決

定への参加を忌避してしまうといった問題が生じ得るため、組織のミッションへの共鳴に

よる動機づけや、意思決定にかかわる情報やプロセスの学習を促すなどの高度なリーダー
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シップが求められるとされる（藤井ほか編著, 2013: 121, 122）。 

 

(b) 環境適応と権限委譲 

 従来の「コレクティブな社会的企業家活動」に関する研究の限界の一つに、メンバーの意

思決定への参加を促進する際の権限委譲の問題が議論されていなかったという点がある。

社会的企業がコレクティブに運営されるものであったとしても、意思決定に大きな影響を

与える執行役ないしはそれに近い役割を果たしているメンバーがいるであろう。彼らは、

NPOや協同組合といった既存の法人制度に基づいて理事職や各事業所の事業所長職を遂行

するリーダーという地位に就いている。この場合、これらの役職としてのリーダーが他者を

何かしらかの行動をとるよう強制する力（権能）として「リーダーシップ」を捉えることは

誤りである。先述の通りリーダーシップは、他者を共通の目標に向けその能力を促す行為あ

るいはプロセスを指すのであり、権力の行使と同義ではない。しかしながら、役職としての

リーダーが、フォロワーと比べれば、意思決定にかかわるより強い権限を持っていることは

確かである。他方で、「コレクティブなリーダーシップ」と言った場合には、リーダーシッ

プのソフトな面が強調されるが、それがただちに組織内の意思決定権限の付与の対象を消

滅させることを意味するわけではない。社会的企業家活動研究では、組織の役職としてのリ

ーダーからフォロワーに対する意思決定権限の委譲の程度などをカバーすることは容易で

はなく、その結果、社会的企業の運営にかかる重要な論点を軽視してしまうことになる。ま

た、従業員などのメンバーが使命や理念を必ずしも共有できずに、リーダーとフォロワーの

信頼関係が整合的になり得ない場合や、フォロワーが意思決定に必要な情報を有していな

い場合など、リーダーとフォロワーの関係がどのような状況にあるのかによって、意思決定

に関わる権限委譲が可能か否かが決まることになる。さらに言えば、意思決定に急を要する

場合には、「総意で決める」のではなくリーダーだけで決めることもあり得るだろう。この

ような環境適応（コンティンジェンシー）の視点が重要である。 

 

(2) リーダーシップ理論の適用とその課題 

 リーダーシップの環境適応理論は、すべての環境、すべてのマネジャーにとってふさわし

い唯一のリーダーシップ・スタイルは存在しない、という共通認識に基づいている。すなわ

ち、様々な要因（状況、人々、課題、組織など）に適用できるリーダーシップ・スタイルを

提示しようとの試みであり、1970年代からこの研究は蓄積されてきている。Ridley-Duffら
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は、社会的企業家活動とリーダーシップとの関連に論究するいくつかの先行研究を踏まえ

つつ、社会的企業家活動を「どう捉えるか」という視点に対応するリーダーシップ理論があ

ることを表 2-3のように示している（Ridley-Duff and Bull, 2011: 193-209）。 

また Martin & Thompson によれば、社会的企業におけるリーダーシップは次のことを

意味する。すなわち、リーダーシップは社会的企業を中小企業一般と区別する要素の一つで

あって、とりわけそれは、経営に関わる意思決定のあり方に関連する。後者は、牽引役とな

る企業家が個人的に意思決定をするのに対し、前者は関連するコミュニティのステークホ

ルダーを含めた複数の人々のコレクティブな意思決定を前提とする。彼らは、リーダーシッ

プを「ある者が他者の行動に影響を与える関係性」と規定したうえで、「社会的リーダーシ

ップ」の概念をこう提起する。リーダーの役割は、その組織あるいはチームのメンバーが有

する様々なスキルを引き出すとともに、それに伴う対応が求める様々な要求の適切なバラ

ンスを作りだすことである、と。かかるリーダーの役割を実現するためのリーダーシップの

スタイルは、創案者、促進者、管理者という三つのタイプに分けられるし、また状況に応じ

て次のようなリーダーの主体的行為がある、としている。第一は「専制型（直接的）」リー

ダーシップであり、人員不足など緊急時にとられるものである。第二は 「参加型（民主的）」

リーダーシップである。これは、ある問題に対する解決案を複数のメンバーが提起している

場合、すなわち、メンバーにコレクティブな責任が求められ、かつメンバーがリーダーの責

任を尊重する意識を明らかにしている場合に適切なリーダーシップとなる。時間配分やス

ケジューリングなどの意思決定にメンバーを参加させる場合にこれは有効である。そして

最後は、「委譲型（非統治）」である。このスタイルは、最終的な責任はリーダーにあるとは

言え、メンバーに意思決定の権限が委譲される。これは、チームが状況分析や決定に関する

専門家で構成される場合に適している（Martin and Thompson, 2010: 58-60）。 

 Ridley-Duffらによる研究は、社会的企業家活動を「米国型／欧州型」に二分するのでは

なく、それぞれの捉え方によって適用されるリーダーシップ理論が異なるということを学

術的視点から包括的に提示している。またMartin & Thompsonによる研究は、より実践的

側面を重視しており、特に意思決定の場においてどのような状況下でいかなるリーダーシ

ップを発揮するスタイルがあり得るかを検討している。環境適応に焦点を当てると、これら

の研究がともに、メンバー（フォロワー）がリーダーの行動特性などを理解し、信頼・尊重

している場合には、専制的（直接的）リーダーシップを発揮することが望ましい場合もある

としている点は興味深い（Ridley-Duff, 2011: 206, Martin and Thompson, 2010: 58- 60）。  
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いずれにしても、両研究ともリーダーシップの環境適応理論を適用しているが、Martin 

& Thompson による社会的企業の経営管理者のリーダーシップは、リーダーからフォロワ

ーへの直接的行動と支援的行動を連続線上に捉えることを提起した Hersey-Blanchard モ

デルと類似している。このモデルは、図 2-1のように図式化することができ、フォロワーの

成熟度によってとられるべきリーダーシップ・スタイルは「直接的」なものから「委譲」型

のものまで様々であることを意味している。このようにして見ると、Martin & Thompson

の「社会的リーダーシップ」は結局、社会的企業に特有のリーダーシップ・スタイルという

よりはむしろ、一般的な企業を含めた組織全般に共通するリーダーシップのあり方を示し

ていると言ってよい。社会的企業が参加型組織であるとは言え、市場競争に参入することを

前提とすれば、すべての意思決定の権限をメンバー全員に分配する分散型統治は不可能で

あろう。とはいえ、メンバーが常に未成熟のままである場合を考えると、それは社会的企業

の民主的組織としての側面を喪失し、官僚制的組織へと堕ちる危険がある。彼らはこのバラ

表 2-3 Ridley-Duff らによるリーダーシップ理論の適用 

リーダーシップ理論 社会的企業家に想定されるもの 

リーダー中心理論 社会的企業家活動は、個人的に「突き動かされた」人々が、社会的ミッショ

ンや社会的目的を追求する時に発揮される 

リーダーシップの 

「高度な目的」理論 

社会的企業家活動は、伝統的な企業家精神が道徳的に変形したもの。宗教的、

チャリティ的、あるいは変革的なライフスタイルの追求および布教（伝播）

に根源。 

フォロワー中心理論 社会的企業家活動は、社会的に構築されたコンセプト。リーダーシップ・プ

ロセスの特定の見方によって恩恵を得るフォロワーたちの、コレクティブな

活動から生じる。 

リーダーシップの 

文化的観点 

社会的企業家活動は、経済的企業家精神の変形であり、文化的に定義づけら

れる。 

リーダーシップの 

批判的観点 

社会的企業家活動は、社会的な（あるいはコレクティブ）なものである。個

人的な現象ではない。社会的企業の創造を導くコレクティブなプロセスを描

写する。 

（出所）Ridley-Duff and Bull, 2011: 206, 207 (Table 10.3)を翻訳し、筆者作成。 
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ンスをとることが重要であると指摘しているのである。 

 しかし考えてみると、民主主義といった時の言葉のイメージも多様である。民主主義を重

視する集団あるいは組織といえば一人一票の権利による運営というイメージもつきまとう。

しかし実際、民主主義は厳密な組織運営の形式によって定義されるのではなく、シチズンシ

ップという行動規範や価値観によって定義づけられるとも考えられる。例えば近年の大規

模化した協同組合においては、一人一票の平等な権利をもって意思決定を行うことを理念

的に表明しているとはしても、実際に全てのメンバーが意思決定に参加しているわけでは

ない場合も多くあるであろう。しかしこのことは直ちに協同組合の堕落を意味するのでは

ない。むしろ、一人一票の権利による意思決定への参加という形式によってしか民主主義の

精神を想起できなくなった時こそ、協同組合が退化した時であると言うこともできる。社会

的企業においても同様に、意思決定を完全に全メンバーに委譲した時だけが最善の状況で

あるとは言い切れないであろう。何を基準にして民主的組織と認めることができるのか、と

いう論点は、研究と実践の両面において重要な課題となろう。 

 

(3) カリスマ的リーダーシップと社会的企業の規範 

(a) 社会的企業のリーダーシップに関する批判的検討 

これまでの議論を整理すると、次のようである。第一に、社会的企業研究は多くの場合、

全てのステークホルダーが社会的企業の目的を共有していることを暗黙の前提としてきた。

しかしながら、その前提が崩れた場合を考慮すると、人々を共通の目的のために協力するよ

図 2-1 Hersey-Blanchard によるリーダーシップ・モデル 

（出所）Boldern et al., 2003: 9, 10 を参考に筆者作成。 

直接的行動

・一方向のコミュニケーション

・フォロワーの役割の明確化

・業績の閉鎖的な監督

支援的行動

・ニ方向のコミ ュニケーション

．傾聴、支援の提供、励まし

・意思決定にフォロワーを巻き込む

［ 直接的 リーダーシップ・スタイル

コーチング サポーティング ]
]
 低 フォロワーの成熟度 高
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う促すリーダーシップという観点が重要になる。第二に、リーダーシップというのは組織階

層の上から下への一方向のみに向けて発揮されるとは限らない、言い換えれば、フォロワー

シップへの関心の高まりも近年の研究の特徴の一つであったということである。第三に、社

会的企業研究がリーダーシップ理論を適用しようと試みる時、環境適応の理論に着目がな

される。ここでは、社会的企業が民主主義的組織としての性質をもっているとしても、環境

によってはリーダー中心あるいはリーダーの直接的リーダーシップを認めることも重要で

ある、という示唆が得られる。 

ここまでのリーダーシップ研究に関する議論は、ごく伝統的なものに限られていた。しか

しポスト工業化時代においてリーダーシップ研究の主流となっているのは、人々の価値意

識を変革し望ましい協力関係を引き出すようなリーダーシップである。このように価値意

識を変革するリーダーシップは「変革型リーダーシップ」あるいは「カリスマ的リーダーシ

ップ」と呼ばれる。この点で筆者は、多様なステークホルダーとの価値観をすり合わせなが

ら協力関係を構築する必要がある社会的企業においてこそ、カリスマ的あるいは変革型の

リーダーシップが重要だとする仮説に立っている。しかしながら、このような考えは、とり

わけ SpearなどEMESの研究に依拠する日本の研究においては黙視あるいは否定されてき

た考え方でもある。従来の研究は、社会的企業家活動における「カリスマ的」な人物の存在

そのものをも否定してきた。社会的企業家のカリスマ的リーダーシップを否定しようとの

論説からは、「カリスマ的」という言葉の背後に「専制的」、あるいは「威圧的・強制的」と

いった意味を含意していると読み取ることができる。これらの言葉は、社会的企業の規範に

反するものである、という信念である。ただし、厳密にリーダーシップやカリスマといった

言葉が定義づけられているわけではないので、その主張の意図は定かではない。それだけで

はなく、先に確認した通り EMESもカリスマ的企業家を企業家活動の理論において否定し

ているわけではない。以下、用語の定義に留意しつつ、カリスマ的リーダーシップは社会的

企業の規範に反するものであるかを検討する。 

 

(b) リーダーシップ研究の動向 

そもそもリーダーシップ研究は、軍事組織の優秀なリーダーの資質に関する議論から始

まり、それが会社や公的セクター組織・非営利組織の研究に適用されるようになってきた。

初期はリーダーを英雄視する研究が大半であったが、その後、リーダーシップは誰でも発揮

できるものであるとして、望ましいリーダーの行動特性を特定することが主流となった。同
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時に、全てのリーダー、全ての組織にとって望ましい唯一最善のリーダーシップ・スタイル

は存在しないとの考えから、リーダーシップの環境適応の理論が誕生した。 

工業化時代までリーダーシップ研究の主眼は、フォロワーが定型的な業務をこなすため

のモチベーションを引き出すことにあった。しかしポスト工業化の時代になると、企業は定

型的な業務を効率よくこなすだけではめまぐるしく変化する環境に適応できず、コミュニ

ケーションや創造性が、企業の価値を生み出すものであると考えられるようになった。その

ため、既存の組織に革新を起こすような変革型リーダーシップに研究の焦点がシフトした。

組織変革を起こすためには、リーダーからフォロワーに対して変化を強要するのではなく、

ビジョンを明確に語り、フォロワーの意識を変革させることが重要であると考えられるよ

うになった。フォロワーの意識変革なしに、リーダーシップが実現することはない。リーダ

ーは、フォロワーとの良好な関係性を構築し、フォロワーがより高度な欲求をもつことがで

きるように促すという重要な役割を担うという視点が重視される。カリスマ的リーダーシ

ップは、変革型リーダーシップと同時期に注目されるようになったものであり、類似の意味

合いをもつため、この 2つを厳密に区別することは難しい。ただし、カリスマ的リーダーシ

ップを変革型リーダーの行動特性の一つとしてみなす立場が存在していることを不言して

おこう（小野, 2014: 53, 69-71）。 

 

(c) カリスマ的リーダーシップ 

 カリスマ的リーダーシップあるいは変革型リーダーシップの核となったコンセプトはも

ともと、Weber による社会の支配の三類型の一つであるカリスマ的支配であった。彼によ

れば「カリスマ」は、非日常的なものとみなされた特定の人物が有する資質（スター性や高

貴さ）であり、リーダーにこのような資質があることを周囲の人間が承認した時に、支配の

正当性を得られる。この段階では「カリスマ」は資質としてのみ捉えられていた。1970 年

代に入り、「マネジャー」との比較において「リーダー」は組織に変革をもたらすものとの

研究の焦点の移行が起こると、カリスマをリーダーシップ概念と結びつけようとの試みが

生まれた。House によればカリスマ的リーダーシップとは、フォロワーがリーダーに対し

て並外れた献身を示し、同一化するように意識の変化をもたらす影響力を指す。リーダーシ

ップの構成要素は、①リーダーの個人特性、②行動（役割モデリング）、③状況的決定要因

である。①リーダーの個人特性としては、高い水準の自己信頼、他者からの優位性を感じて

いること、自らの信念の道徳的正義についての確信、他者へ強い影響力を発揮したいという
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欲求によって説明される。②リーダーの行動特性は、フォロワーに対して模範を示す行動、

カリスマ性を有する特別な人物であるとフォロワーに思わせるイメージ形成行動、ミッシ

ョンやビジョンを示すことで目標の結合を図ってフォロワーの義務感を喚起する行動、フ

ォロワーに高い期待を示す、フォロワーの能力を信頼する、フォロワーが目標を受け入れや

すい態度を促すためにモチベーションを喚起させる、などである。③状況決定要因とは、カ

リスマ的リーダーシップが求められる状況とはいかなる時か、という問題である。これは、

Weber によるカリスマ的支配が求められる状況と同様に、組織が危機的な状況に陥った時

である。このようなリーダーシップによってもたらされるフォロワーの変化は、思考的側面

（カリスマ・リーダーによって提示された新たな価値観を受け入れることによって、フォロ

ワー自身のこれまでの思考に変化がもたらされる）・行動的側面（価値観に裏付けられた挑

戦的な目標にむけて行動のレベルが高まる）・認知的側面（フォロワー自身の自尊心が向上

し、未来に積極的な態度を持つようになる）の三つが挙げられる（小野, 2014: 57-59）。 

 

(d) 変革型リーダーシップ 

 カリスマ的リーダーシップに関する研究と同時並行的に、変革型リーダーシップという

概念が登場したことは先にも述べた。カリスマ的リーダーシップは当初、定型的な業務を効

率よくこなすために人々を統治する「マネジャー」に対比させるかたちで定義づけられてき

た。マネジャー／リーダー、あるいは、古典的リーダー／カリスマ的リーダーというように、

である。このような対比に着目する理論のうち、交換型リーダーシップ／変革型リーダーシ

ップという言葉によって、リーダーシップの特徴を分類するものがある。交換型リーダーシ

ップとは、「政治的、経済的、感情的、その他の価値づけられた要因の交換に基づいた関係

に必然的に伴うもの」であり、変革型リーダーシップは「リーダーとフォロワーの相互作用

で生成されるもので、フォロワーのモチベーション、道徳観、倫理観を喚起させるもの」で

ある（小野, 2014: 56）。おおまかに言えば、交換型は「これだけの成果が上げられればこれ

だけの報酬を与える」と確約することによってフォロワーを動かすものである。それに対し、

変革型はフォロワーの価値観や意識そのものを変えることによって、成果報酬とは異なる

より高度な欲求を喚起させるようなリーダーシップである。変革型リーダーシップはフォ

ロワーの満足度やより一層の貢献を引き出すことを実証した Bassらの研究では、変革型リ

ーダーシップの行動特性は表 2-4のように示される。「理想化された影響」とは、Bassが定

義したカリスマ的リーダーシップ、すなわち、「リーダーがフォロワーから信頼と尊敬を得 
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表 2-4 変革型リーダーシップ（Four I’s）の行動特性 

理想化された影響 

Idealized influence 

・組織のミッションとフォロワーの当事者意識の感覚を結びつけるよ

うに促す 

・フォロワーに対して献身的に振る舞うことを表明する 

・フォロワーが有する希望や願望にアピールする 

・危機に対して真っ向から立ち向かう 

・危機的な状況においてフォロワーの緊張を緩和する 

・組織やフォロワーのために自己犠牲的に振る舞う 

鼓舞する動機づけ 

Inspirational motivation 

・ フォロワーに自分たちが出来ると思っている以上の業績を達成で

きる力があると思わせる 

・フォロワーが努力するように模範を示す 

・将来に対する楽観的で達成可能な見通しを示す 

・挑戦課題を明確化することで期待感を高める 

・思いがけない機会を利用して先のことを考える 

・行動の意味を伝える 

知的刺激 

Intellectual stimulation 

・フォロワーに自らが前提としている考え方の再考を促す 

・現状の課題に対して過去の事例や取り組みを当てはめる 

・フォロワーに課題の再検討を促す 

・変化に対応する思考法を創造する 

・課題に対する違う視点を包含した全体像を創造する 

・ばかげたアイデアに対しても熱心に耳を傾ける 

個別配慮 

Individualized consideration 

・個々のフォロワーの強みと弱みを把握する 

・フォロワーの幸福に関心を示す 

・フォロワーの能力や希望に応じて仕事を割り当てる 

・フォロワーの能力や必要性に応じて個々の思慮分別を伸ばす 

・フォロワーとの二者間の意見交換を促進する 

・フォロワー自身による自己開発を奨励する 

（出所）小野, 2014: 71（表 7）より引用。 
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るための行為で、フォロワーがリーダーによって鼓舞され、励まされること」に対応するも

のである（小野, 2014: 69-71）。 

 

(e) カリスマ的リーダーシップと社会的企業の規範について 

 ここまで、リーダーシップとはそもそも何か、ということを確認した上で、近年主流とな

っているカリスマ的あるいは変革型リーダーシップとはどのような行動特性から説明され

るのかを見てきた。 

 カリスマ的リーダーシップは、リーダーがフォロワーとの関係でいかなる行動をとった

時、また、いかなる状況下において、フォロワーはリーダーをリーダーとして認めるのか、

つまり共通の目的に向かって歩もうとするのか、を議論している。また、フォロワーがリー

ダーとともに共通の目的に向けて歩んだ結果として、フォロワーはどのような意識や価値

観の変化を経験するのか、という点も議論の対象としている。例えば「フォロワーを信頼す

る」といったリーダーの行動特性は、結果としてフォロワーに対する意思決定権限の委譲に

つながるかもしれない。しかし、カリスマ的リーダーシップの議論が直接の対象としている

のは、組織の意思決定など運営に直接関連するものではなく、あくまでもリーダーとフォロ

ワーの関係性である。したがって、民主的な組織運営という社会的企業の規範に反するとい

うことはない。 

 また、「変革型リーダーシップ」は、カリスマ的リーダーシップに加え、フォロワーを鼓

舞することによる動機づけや知的な刺激を与えるといった行動特性によって、組織とメン

バーをより高度な次元へと開発していくものと理解できる。カリスマ的要素を含んではい

るが、当然これも民主的意思決定といった組織の運営方法を直接の議論の対象としてない

ため、社会的企業の規範に反するということはない。議論の対象がそもそも異なっているの

である。社会的企業は、組織成員や外部の支援者との協力関係を築くために、伝統的な他セ

クターあるいは地域社会の価値観とのすり合わせを必要とするものである。このような価

値観の折衝を成功させる重要な鍵の一つは、変革型リーダーシップであるという筆者の仮

説も、本節で述べたような手順を踏むことで正当性をもつこととなる。 

 

(4) 社会的企業のリーダーの行動特性：イギリス社会的企業のケース 

(a) SESのリーダーたち 

 前項で述べてきたようなカリスマ的あるいは変革型リーダーの重要性は、前章で詳述し
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たイギリスの社会的企業である SES や SHCA のリーダーたちの行動特性からも立証でき

る。現在の SESのディレクターはケヴィン・マークィズとマーク・サディントンである。

2014 年 11 月、明治大学日欧社会的企業比較研究センターは、彼ら二人を日本に招聘し、

SESの取り組みについて学ぶシンポジウムを開催した。以下、主にシンポジウムの記録『英

国インフラストラクチャー組織の成功に学ぶ―雇用創出・自治体との協働・ネットワーキン

グ―』をもとに二人のリーダーたちの価値観や行動特性について見ていく16。 

 

①価値観 

SESは組織としての「ビジョンと価値」を表明している。彼らのビジョンは、「全てのビ

ジネスの形態を利用して、貧困と不平等の問題に取り組む」ということである。彼らが表明

する価値は、以下四つある。第一に、より公正でより公平な社会の正当性を信じること。第

二に、ありのままの個人を尊重すること。個人を何かしらかの統治構造に強制的に押し込め

のではなく、個人のニーズに合うように構造を変化させる。第三に、協同（cooperation）

は自助（self-help）が目指すところへと向かう原動力であり、変化に対して肯定的なもので

ある。そして最後に、正直、開放的、親しみやすさ、そして投資家とステークホルダーへの

説明責任である。 

 このようなビジョンと価値は SCOERC という名称で活動していた 30 年前当時から変わ

っていないという。したがって、SCOERCのリーダーであった二人のリーダーたちが率先

して組織に普及させてきた価値観であろう。この二人は住宅協同組合の活動家として、自ら

の組織の利害よりもコミュニティに利益をもたらすために、自らのスキルや能力を発揮し

ていた。彼らの価値観は、リーダーが交代した後の現在でも変わっていないとのことである。 

 

②変革型リーダーとして 

自らの利害にとらわれないことは、「手を汚す覚悟で（be prepared to our hands dirty）」

事業に臨むという言葉に表れている。また、組織やフォロワーのために献身的に振舞うだけ

でなく、自己犠牲的にもなれる、という態度の表明として捉え得る。これらのことは、前掲

                                                   
16 筆者はこの招聘の企画段階から携わり、彼らが訪日中に行った日本の協同組合や NPO

へのインタビューにも同行していた。リーダーとしての価値観や行動について、出来る限

り書かれたものに依拠するよう留意したが、筆者自身が直接彼らと話した内容や雰囲気と

いったものに影響を受けているかもしれない。背景にこのような状況があったことを御承

知願いたい。 
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表 2-4に示した「理想化された影響」に対応しており、やはり変革型リーダーとしての要素

を持ち合わせていると言える。 

次に、彼らが起業支援をする対象、すなわちクライアントは、自らが何かの役に立てると

いう自己効用感を失っている場合も多い失業者である。彼らは起業支援のプロセスにおい

て、「起業の前々段階」の「個人的な」関係構築が最も重要であるという。そして、起業支

援を受ける人々の「想像力に訴えかける（capture their imagination）」。こうして、支援を

受ける人々自身が 1、2年後の自身の姿を想像できるような「アクション・プラン」を一緒

に作成していく（熊倉・中島, 2015: 24）。このように、個人的な関係性づくりと同時に将来

のプランを立てることで、支援を受ける人々が「自分たちが出来ると思っている以上の」成

果を達成できると思わせるように促している。これは、変革型リーダーシップの「鼓舞する

動機づけ」というものに当てはまる。これらのことが、支援を受ける人々の意識を変化させ、

自己効用感を高めることにつながっていると考えられる。 

 

③社会的企業家として 

SES の歴史を遡ると、サンダーランディアという住宅協同組合に行き着くことは既に述

べた。住宅協同組合が 1980 年代に設立した SCOERC という協同組合開発機関はまさに、

欧州で 1980年代にみられた社会的企業家活動そのものであると言える。その母体を住宅協

同組合にもちながら、組合員の利益だけではなくコミュニティ全体の利益に貢献すること

を志向し、組合員自身の自発性によって SCOERCは設立されたのである。共益ではなく公

益、という点が伝統的な協同組合と社会的企業を区別するポイントであった。 

2000年に SES（当時は Social Enterprise Sunderland）に名称変更したが、現在のリー

ダーであるマークィズとサディントンは、ともに SCOERC の社会的企業家としての精神

（entrepreneurial spirit）を継承している。二人のリーダーたちは、実際、極めて企業家的

である。サディントン氏は、彼らのビジネスの強みとなっている自分達の行動規範について、

「我々のアプローチは、自然体でも受け身でもない。『アクティブな』介入である」と述べ

ている。このように積極的に機会を捉えようとする企業家的な行動は、SESが 2010年の政

権交代の際に危機に立たされた時にも発揮されていた。積極的に自治体などとの交渉をし

た結果として、ヨット・ハーバーなどのコンサルタント事業を獲得することができたのであ

る。これが事業の継続性を担保している。 
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④自治体との関係 

 SES のリーダーたちは、自治体の部長・課長レベルのスタッフと人間関係の構築をする

だけではなく、次のような行動をとっている。リーダーの一人であるサディントン氏ととも

にサンダーランド市の行政政策などの調査に何度も出向いている原田は、SES と自治体と

の関係づくりについて次のように述べている。すなわち、サードセクター内のネットワーク

をつくると同時に、社会監査報告書を使って視覚化することで、社会的企業が「政治的な影

響力を行使することを認めさせる」という戦略をとっている。実際に現場（自治体のオフィ

ス）で話を聞くと、フロントラインのオフィサーたちは SESの「価値」を理解していて、

それを具体的にどのように契約に反映させるか苦悩し、努力している。自治体との交渉にお

いては、関係性づくりだけではなく、彼らの言う「エビデンス・ベース」の戦略が重要にな

っていることがわかる。SESの社会監査報告書は、SES の支援を受けて立ち上げられたビ

ジネスの生存率や、失業者の企業を支援することによって自治体が失業保障などに投入す

る予算のどれだけがカットできるのか、といった具体的な数字を含んでいる。 

 社会的企業が公的セクターと異なるのは、福祉システムをよりよいものとするための革

新的なアイディアを提起することである（ボルザガ・ソラーリ, 2004）。また、社会的企業

が協同組合と異なるのは、共益のみを目的とせず、公益にも貢献している点である。社会的

企業は、福祉システムの改革という大きな使命を負っているがゆえに、公的セクターへのア

ドボカシーを単なる要求に留めるのではなく、新たなシステムづくりをともに担うという

視点をもつことが重要になりそうである。この時社会的企業のリーダーに要求されるのは、

社会的企業の価値を理解してもらえないことを嘆くのではなく、理解してもらえる言葉で

話すということであろう。 

リーダーたちが SESの事業・活動を「エビデンス・ベースド・アプローチ」と呼ぶのは

このためであると考えられる。このことは、自治体スタッフが社会サービスをいかなる事業

者に委託するかの選択に関する価値意識を変革することにつながっている。シンポジウム

のコメンテーターであった立教大学の原田晃樹が指摘していたように、本来、EUのルール

において社会サービスはオープンなマーケットとしていかなるサービス事業者も自由に参

入できるものとしなければならない。しかしサンダーランド市では、エリア区分を出来るだ

け小さくすることで大手の多国籍企業が参入できないようにしたり、サンダーランド地域

の情報をもっていない事業者は事実上参入できないようにする、あるいはサードセクター

間のコンソーシアムの組織化を支援したりしている。このようにして、社会サービスが社会
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的価値を重視する事業者に適切に委託できるように工夫がなされているという。 

このように、SES の変革型リーダーたちは、組織の使命や価値を明確にすると同時に、

①自己犠牲的あるいは献身的に支援対象である失業者などのクライアントに接し、また②

個人的な関係性づくりによってともに起業までのアクション・プランを作成することで、③

クライアントの自己概念に変化をもたらす（思っている以上の成果が出せると思わせる）よ

うな起業支援の方法を採っている。社会的企業として自治体との交渉をする際に、自治体に

対して「要求」ではなく「証拠を見せる」ことによって正当性を獲得するだけでなく、政治

的な影響力も高めている。 

 

(b) SHCAのリーダー 

 筆者は 2015年 11月に SHCAの二人のディレクター（女性）とケア・マネジャー（女性）

含め 4 名のスタッフにインタビューをする機会を得た。この時に印象的であったのは、ス

タッフが SHCA の概要を話す際、事業としての成功よりはむしろ、従業員所有企業として

どれだけの従業員株価が上がったか、ということに主要な関心がむけられている点である。

彼女らは、従業員所有制という組織の運営形態のもとで働くことに誇りをもっている、とい

う印象を受ける。 

リーダーであるエリオットは、現在は SHCA の運営には強く関与していないとのことで

あるが、それでも SHCA のリーダーはエリオットである、ということをスタッフらが強く

意識していることを垣間見ることができる。スタッフがエリオットをリーダーとして承認

している。その承認あってこそ成立する団結感という意味では、エリオット氏はカリスマ的

な人物であると言える。SHCA 立ち上げ以前の二度の失敗（雑貨店と家事サービス事業）に

も関わらず、彼女が常に仲間とともにあったことは、このようなカリスマ性にあったのであ

ろう。同時に彼女は企業家的側面も持ち合わせており、ビジョンの提示（従業員所有への転

換時）や機会の追求（「Little Women家事サービス」失敗後の留学、近年の大学との連携に

よる事業など）に優れている。 

スタッフたちは確かにエリオットという「カリスマ的リーダーを英雄視」（小野,2014: 81-

83）しているかもしれない。しかしながら、リーダー個人への帰属は、エリオットがいつか

引退することを考慮すれば持続的でない。組織への帰属意識が重要になる。エリオットは、

従業員所有制について説明する時に従業員にとってのメリットを強調する。しかしながら、

このようにリーダーとフォロワーの関係性を考察すると、SHCA が従業員所有制をとった
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ことの最大のメリットは、次のようなことではないか。すなわち従業員が、エリオットとい

うカリスマ的リーダーへ追随すると同時に、従業員所有企業という形態によって企業への

自分自身の貢献を実感することによって、リーダーだけではなく組織への帰属意識を、年月

をかけて高めているという点である。 

このように SESや SHCA といったイギリスの社会的企業の事例からは、カリスマ的ある

いは変革型のリーダーシップも重要であるということが確認できるのである。 

 

3. 成長期の社会的企業が抱える課題 

(1) 企業の成長と現場レベルのリーダーの役割 

(a) 社会的企業におけるリーダーシップ発揮の主体 

 社会的企業においてリーダーとみなされているのは、社会的企業家であり経営管理者で

ある。Spear や藤井は前者のうちとりわけ起業を牽引した人々をリーダーとして記述して

いるし、ボルザガは後者をリーダーとして記述している。少なくとも初期の社会的企業研究

においては、社会的企業の起業に関わった人々と企業を経営する人々は一致したのであろ

うと考えられる。 

 リーダーシップ研究におけるリーダーシップの発揮は、個人あるいは複数の人々が他者

に影響力を与える行為として捉えられ、とりわけ組織階層において固定化されていると想

定されてきた。ところが近年、リーダーシップは、実際にはフォロワーを含む組織メンバー

同士の複雑な相互作用によって発揮されるのだという「複雑性リーダーシップ（Complexity 

Leadership）」という捉え方が有力視されつつある。このようなリーダーシップの現実の姿

は、「共有型リーダーシップ（Shared Leadership）」や「コレクティブ・リーダーシップ

（Collective Leadership）」あるいは「分散型リーダーシップ（Distributed Leadership）」

といったコンセプトに基づいた研究によって、より実証的なものとなっている。例えば「共

有型リーダーシップ」は、「グループもしくは組織、あるいはその両者の目標達成のために、

互いに導き合うことを目的としたグループにおける人々の間の、相互の影響プロセス」であ

り、「その影響プロセスは、ある時には仲間（peer）を関与させる水平なものであり、また

ある時は組織階層の影響力を上層あるいは下層へと関与させるものである」と、定義されて

いる。高度に共有化されたリーダーシップは、管理者の役割（役職）に従事する人々へ集中

するのではなく、グループやチーム内に広範に分散されていくものである（Avolio et al, 

2009: 430-432）。多様なステークホルダーが互いに関係し合う社会的企業においても、リー
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ダーシップ発揮の主体はこのような複雑性に基づいて捉えるべきである。 

 

(b) 成長後の社会的企業のリーダーとは誰か 

従来の研究では、社会的企業に関わるすべての人々は、当該社会的企業の設立と継続的な

運営に際して、目標を共有していることが暗黙の前提となっていた。例えば、社会的企業が

成長し組織規模が拡大した状況を考えてみよう。このような場合、雇用されている人たちの

多くは初期の事業展開に関わっていないことから、必ずしも組織のミッションを共有して

いないかもしれない。そうであるならば、常に社会的企業のステークホルダーが社会的企業

の目標やミッションを共有しているという暗黙の前提は成り立たないことになる。もしこ

の暗黙の前提が崩れているのであれば、社会的企業家はソーシャル・ キャピタルの構築や

資源媒介のために、彼・彼女たちを共通の目標にむかって協力するよう動機づける役割を発

揮すると想定することは難しい。社会的企業が「コレクティブ」であるほど、人々の意識を

改革していくリーダーシップが重要になるのであるから、リーダーシップの主体性を曖昧

にすることは、社会的企業ではあってはならないことである。社会的企業にあっては、組織

内だけではなく、組織外の人々に対しても、その社会的企業の掲げるミッションに共感し、

共有された目標・目的のために動こうとする意識の変化を起こさせること、すなわちリーダ

ーシップの発揮が必要になる。 

その意識改革の連鎖を図 2-2 に表せば、かなり多様なリーダーシップ発揮の主体および

発揮のパターンが存在することが分かる。 留意すべきは、図中の矢印は単なる人間関係の

構築ではなく、社会的企業の目標・目的に向けて協働する動機を高める相互作用を表してい

る点である。このリーダーシップの発揮は、組織外にも影響を及ぼし、様々な経路で地域住

民の中から協力者を得るプロセスにもなる。あるいは、自治体へ社会的企業の取り組みの意

義や価値を継続的に伝えることにより、理念に共感し様々な制度利用などをスムーズにさ

せる可能性を生み出す。しかしながら、いずれの「共感」や「協力しようとする意識の変化」

の起点にあるのは、理事会のメンバーおよび事業所や事業領域ごとの所長・部長のまさに

「分散型リーダーシップの意識」である。そこからより広範な人々へと意識の変化が起って

いくプロセスは、また他の者にも理念の共感という意識変化をもたらす。すなわちこれが、

リーダーシップの「分散」あるいは「共有」のプロセスであると言える。 

また、成長後の社会的企業について考える時に重要なのは、より現場に近いところにいる

リーダーたちの存在である。事業や活動の初期には理事などにあたる組織の中心メンバー 
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が地域との関係づくりを行いつつ、ともに活動するメンバーを集め、さらに彼らに理念を伝

えていくといった役割を担っていたであろう。しかし、組織の成長期あるいは成長後には、

中間管理職のような立場にある事業所レベルのリーダーが、リーダーシップ発揮の起点に

なることを求められるようになっているのではないか、と想定することができるのである。 

 

(2) 想定される諸課題 

(a) 社会的企業家精神の不足 

 上でみたように、成長後の社会的企業においては社会的企業が果たすべき地域のステー

クホルダーとの関係づくり等は、現場レベルのリーダーによって実現されると想定される。

しかしながら、現場レベルのリーダーは、理事らのように社会的企業家としての動機をもっ

て、その社会的企業の事業や活動にかかわるようになった人々ではない可能性が高い。社会

的企業によって雇用されているマネジャーである可能性が高いのである。 

 このことは、地域において社会的企業を発展させていくために地域の様々なアクターに

社会的企業の理念を伝えたり理解してもらったりする役割を、現場レベルのリーダーが担

いきれていないという現実的な問題を引き起こす可能性を孕んでいることを意味する。必

図 2-2 社会的企業におけるリーダーシップの分散のイメージ 

（出所）筆者作成。 
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ずしも社会的企業家としての精神を備えていない現場レベルのリーダー自身が、社会的企

業の理念と地域の不理解というジレンマに陥ってしまう危険があるのである。 

 

(b) 地域との関係づくり 

 このような現場のリーダー像が真実であるとすれば、組織としては社会的企業としての

理念を掲げていたとしても、実際には地域との関係づくりにおいて大きな困難を抱え、その

関係づくりがうまくいっていないという可能性も出てくる。いくら社会的企業として評価

される団体であるとしても、現場ではこうした問題を抱えている可能性が危惧される。 

 

(c) メンバー間の理念共有 

 また、現場レベルのリーダー自身が理念を理解しきれないでいることは、地域との関係づ

くり以前に、事業所レベルでのメンバー間の理念の共有もうまくいっていないことが想定

される。社会的企業を規定する民主的な運営原則そのものが、現場リーダーの行動によって

実現されていないという可能性があるのである。 

 

(d) 実践的諸課題解決の糸口 

 こうした諸課題に対して、現場リーダーたちはどのように対応すべきであろうか。そもそ

も理事などの組織トップにあたる人々による現場リーダーの教育・訓練が必要であること

は言うまでもない。さらにここで重視されるべきことは、本章において述べてきたような変

革型のリーダーシップを発揮するためのヒントを与えるだけではなく、理念共有のための

リーダーシップの発揮のあり方をより具体的に研究・開発していく必要がある。 

 

4. 小括：成長期の社会的企業におけるマネジメントの課題 

 本章では、社会的企業を発展させる要因としての社会的企業家活動の理論を批判的に検

討してきた。特に、欧州の研究ネットワークである EMESの研究に依拠すれば、社会的企

業家活動は市民個々人を含む地域の様々なアクターを巻き込みつつ、コミュニティに貢献

するような事業や活動を展開していくものである。これは従来、コレクティブな社会的企業

家活動として議論されてきたものである。このコレクティブな社会的企業家理論は、社会的

企業の現状を踏まえると次のような限界をもっている。第一に、「コレクティブ」という言

葉を使うことによって複数人が社会的企業の発展に関与していることは叙述されるものの、
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そこには暗黙のうちにメンバー間で社会的企業の理念が共有されていることが前提となっ

ており、このことが事実であるか否かは検証されてこなかった。この点については長年の研

究の蓄積のあるリーダーシップ理論が参考になり、ここからは、従来のコレクティブな社会

的企業家活動理論では軽視されてきたいわゆる「強いリーダー」、すなわちメンバーの意識

を改革していくような変革型リーダーシップも重要になるという結論が導き出された。 

 この第一の点については、第１章で事例として挙げたイギリスの社会的企業のリーダー

たちがいかなる価値観とそれに伴う行動特性を持ち合わせているのかを考察することによ

り、議論の裏づけを試みた。SES のリーダーたちは、貧困と不平等の問題に取り組むとい

う社会的企業の目的を達成するために、あらゆるビジネスの形態を利用するとしている。彼

らはいずれも協同組合運動の精神を汲んで SESの事業や活動に関わるようになった人物で

はあり、彼らに牽引される SESは紛れもなく市民社会から登場した企業家活動であると言

える。しかし、協同組合伝統的な法人形態や原理に必ずしも固執することなく、起業支援を

する対象に応じて目的の達成のための合理的な手段を選択している。社会的企業という概

念が、法人形態によってのみ規定されるものではないことが強調される。同時に、社会的企

業として彼らが行なっている事業の価値を自治体に説得していくことによって、自治体の

公的サービス供給のあり方を改革する影響力も発揮している。また、リーダーとしての彼ら

の行動特性は、ビジネスの機会を逃さないという、米国の社会的企業家活動の理論で指摘さ

れてきたような企業家精神に象徴されている。そして、リーダーシップのスタイルとしてコ

レクティブであることや民主的であることよりはむしろ、変革型のリーダーとして支援対

象者の意識改革をしていくようなアグレッシブな態度が顕著に表れている。こうした彼ら

の行動は、「コレクティブな社会的企業家活動」の理論において重視されてはいないが、社

会的企業の目的を達成するために非常に重要なものである。また、SES の姉妹企業とも言

える SHCA の事例からは、こうしたいわば強固なリーダーシップを発揮しながらも、従業

員所有という企業所有の形態をもって、リーダー個人ではなく組織への帰属意識を高める

といった具体的な社会的企業の組織運営の一例が示されている。 

第二に、社会的企業家活動の理論は、社会的企業の長期的な発展のための継続的なイノベ

ーションを議論することがなく、企業の立ち上げ時のみを議論の対象としてきた。しかしな

がら、社会的企業が登場してきたとされる 1990 年代からは既に 20 年以上の時が経過して

おり、社会的企業の事業や活動が今日まで継続しているとするのであれば、現実の社会的企

業は組織の規模もある程度大きくなっており、社会的企業家として組織を立ち上げてきた
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理事などの初期リーダーだけではなく、むしろ現場レベルで他のメンバーや地域の様々な

アクターとともに活動を展開していく現場リーダーたちことがリーダーシップ発揮の起点

となるべき存在であることがわかる。しかし実際には、社会的企業立ち上げに関わっていな

い、いわば社会的企業に雇用されている現場レベルのリーダーたちは、必ずしも理念を理解

し体得しているわけではない可能性も高い。本章では、このことが現場において様々な実践

的課題を既に表出させているのではないか、ということを指摘した。 
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第３章 高齢者福祉領域における社会的企業の発展 

    ―日本の文脈― 

 

1. 高齢者福祉政策と自発的相互扶助組織の誕生 

(1) 介護保険制度施行までの経緯 

1986 年に中央社会福祉審議会、身体障害者福祉審議会そして中央児童福祉審議会が設置

した「福祉関係三審議会合同企画分科会」は、1989 年の意見具申「今後の社会福祉のあり

方について」において市町村の役割重視、在宅福祉の充実、民間福祉サービスの育成等を重

視する旨を表明した。さらに、厚生省・大蔵省・自治省の三省合意として 1989年に策定さ

れた「高齢者保健福祉推進 10ヵ年戦略（ゴールドプラン）」や、それに続く 1990年の社会

福祉関係８法改正により、在宅福祉サービスの拡充が国全体の方針として掲げられるよう

になった。さらに 1993年には中央社会福祉審議会や厚生省が、地域住民やさまざまな団体

が主体的に参加し協力して創りあげてゆく「参加型福祉社会」の実現にむけた方策を提起す

ると、「住民参加型福祉サービス団体」の政策的位置付けはますます重要なものとなってい

った。これは、規制緩和の流れとも同時並行的に推進されたものであった。1995 年「構造

改革のための経済社会計画」では、自立のための社会的支援システムの構築のため、福祉の

領域においても民間部門のサービス提供者を含めた自由競争の促進等が言及されていた。

その後 2000年に介護保険制度が施行された。従来高齢者介護は政府が措置として行なって

きたが、制度施行により高齢者介護サービスが営利法人を含む民間組織と利用者との契約

のもとで市場原理を通じて提供されるように変化した。 

 表 3-1 は、介護保険制度施行の 2000 年から約 10 年間の間で、各種高齢者介護サービス

を提供している事業者の開設主体ごとの割合がいかに変化してきたかを示している。訪問

介護、通所介護、居宅介護支援といった主要なサービスについて、営利法人（会社）がサー

ビス提供をしている割合が大きいだけでなく、それの占める割合は年々増加している。民間

事業者が高齢者介護に参入することにより、それまで公的セクター主導のサービス供給シ

ステムでは賄いきれていなかったサービスの量の実現が可能になったと言える。しかしな

がら他方で、営利法人がこれほどの割合を占めていることは、介護の質よりも事業者の利潤

追求がサービス供給の至極の目的となってしまう危険がある。そこでサービスの質を保証

するような民間の非営利組織の役割が期待されるところではある。そこで民間非営利組織

が占める割合をみてみると、次のようである。まず、社会福祉法人は介護保険制制度施行 
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直後から高齢者介護サービス供給の主要な担い手の一つであったが、年を経るごとに、いず

れのサービスにおいても割合が減少している。また、NPOや協同組合の占める割合は１割

にも満たないことがわかる。 

表 3-2および図 3-1は、最も新しいデータでみた事業所開設主体別の割合であるが、これ

を見ても、NPOや協同組合といった市民の自発性に基づいて設立される民間非営利組織は、

なお極めて低い割合に留まっている。 

 

表 3-1 開設主体別の介護サービス事業所割合の推移              (%) 

 社会福祉法人 医療法人 営利法人（会

社） 

NPO 協同組合 

訪問介護 

2000 年 43.2 10.4 30.3 2.1 4.6 

2005 年 26.5 7.7 53.9 5.4 3.6 

2010 年 24.9 6.6 57.3 5.7 3.3 

2012 年 21.0 

(6,880) 

5.9 

(1,933) 

62.6 

(20,508) 

5.7 

(1,867) 

3.3 

(1,081) 

通所介護 

2000 年 66.0 4.2 4.5 1.3 1.1 

2005 年 49.3 8.6 31.4 5.5 1.9 

2010 年 39.1 7.8 43.7 5.4 1.9 

2012 年 31.5 

(12,010) 

6.9 

(2,631) 

53.1 

(20,245) 

4.9 

(1,868) 

1.7 

(648) 

居宅介護支

援 

2000 年 35.0 25.1 18.1 0.9 3.3 

2005 年 30.7 21.7 33.5 2.7 3.5 

2010 年 29.8 19.0 39.4 3.5 3.0 

2012 年 26.7 

(10,023) 

17 

(6,382) 

45.6 

(17,118) 

3.6 

(1,351) 

2.7 

(1,014) 

（出所）厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査より筆者作成。 

注 1 開設主体は、「地方公共団体」、「日本赤十字社・社会保障関係団体」、「社団・財団法人」、「その

他」を除いて作成。 

注 2 （ ）内は事業所数を示す。サービスごとの事業所数合計から計算し、小数点以下を四捨五入。 
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表 3-2 2015 年度の開設主体別の介護サービス事業所割合            (%) 
 

営 利

法 人

（ 会

社） 

社 会

福 祉

法人 

医 療

法人 

特定非営

利活動法

人（NPO） 

協 同

組合 

社団・

財 団

法人 

地 方

公 共

団体 

日 本

赤 十

字 社

等 

そ の

他 

訪問介護 64.8 19.4 6.2 5.1 2.4 1.3 0.3 - 0.4 

通所介護 59.3 27.3 6.4 4 1.4 0.7 0.6 - 0.3 

小規模多機能型

居宅介護 

46.1 31.8 12.9 6.3 1.8 0.7 0.1 - 0.4 

居宅介護支援事

業所 

48.7 25.7 16.1 3.3 2.3 2.4 0.9 - 0.6 

（出所）厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査より筆者作成。 

注１ 「日本赤十字社等」は「日本赤十字社・社会保険関係団体・都区立行政法人」を省略して表記。 

 

 

図 3-1 2015 年度の開設主体別の介護サービス事業所割合 

 

（出所）厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査より筆者作成。 
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(2) 住民参加型在宅福祉サービス団体 

(a) 概要 

このように、現状として民間非営利組織によるサービス供給の割合は小さいが、これらの

組織は、在宅で自立した生活をするために必要な介護サービスを十分に受けられていない

高齢者のニーズに対し、介護保険施行以前から相互扶助団体を設立するなどしてサービス

提供を行っていた。その典型は、1980 年代前半に登場し、同年代の後半から「住民参加型

在宅福祉サービス」と呼ばれるようになった諸団体である。 

 「住民参加型在宅福祉サービス」は、論者により多少の表現の違いはあるが、①互酬性

（住民相互の対等な関係と助け合いを基調とし、会員制をとる場合が多い）、②非営利性

（営利を目的としないこと）、③有償制（低額であることが多いが有料サービスである）

によって定義づけられる（熊田, 2001; 全国社会福祉協議会, 2011; 金川・東根, 2012; 全

国社会福祉協議会, 2014等）。この言葉が最初に定義づけられたのは、1987年に全国社会

福祉協議会が発表した「住民参加型在宅福祉サービスの展望と課題」という報告書である

と言われる（金川・東根, 2012）。 

これらの団体が登場した背景には、次のようなことがあった。第一に、1970 年代の在宅

福祉サービスの不足があった。在宅福祉制度としては、1963 年の老人福祉法で制度化され

た「家庭奉仕員派遣事業」があったが、利用対象は低所得世帯に限定されていた。1970 年

代に在宅独居高齢者や痴呆、寝たきり高齢者が増加すると、在宅福祉サービスの不足が顕在

化していった（熊田, 2001）。これを受け、武蔵野市は 1980年に「武蔵野市福祉公社」を設

立し、民間の有料サービスとして、在宅福祉サービスの提供を 1981年に開始した。武蔵野

市のこの取り組みは、住民参加型在宅福祉サービス団体の先駆けとなった。さらに、1982

年に老人保健法が制定されたことをきっかけに、それまで「社会的入院」をしていた高齢者

が地域に戻るという現象が見られた。これにより、全国的な公的サービスの拡充を待たずに、

地域の高齢者が必要とするサービスを自治体・市民団体等の主体が自発的に提供する形態

が展開された。 

 第二に、福祉政策として 1950～60年代にかけての福祉の領域における「地域」への注目、

そして 1970～80 年代にかけての「日本型福祉国家」構想の実現があった。1951 年の社会

福祉事業法により、「民主主義に立脚した社会福祉事業の推進と発達」等を目的とし、社会

福祉協議会が設立された。さらに、東京都社会福祉審議会が 1960年代末と 1970年代初頭

にコミュニティによる福祉の必要性を提起する答申を出す等、特に行政の間で「地域福祉」
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という言葉が定着していった（上野谷, 2011）。そうしたなか、1977年の中央社会福祉審議

会による「当面の在宅老人福祉対策のあり方について」の意見具申や、1979 年に閣議決定

された「新経済社会７ヵ年計画」で提唱された「日本型福祉社会」、1980年社会経済国民会

議「社会福祉政策の新理念―福祉の日常生活化をめざして―」等では、福祉サービス供給の

あり方が、次のように提起されている。すなわち、福祉サービスは居宅処遇が原則であり、

サービスを必要とする人々全員を対象とするものであること、さらに、ボランティア等を組

み込んだ福祉供給システムの形成のための有償サービス・民間活力の導入を重視していく

ことである（上野谷, 2011; 金川・東根, 2012）。 

住民参加型在宅福祉サービス団体は、図 3-2および表 3-3の通り、1986年時点での団体数

は 100 程度であったが、1990 年代以降に本格的に団体数が増加していった。1997 年の社

会福祉基礎構造改革や介護保険制度施行に向けた気運、そして 1998年の特定非営利活動促

進法の成立・施行の後押しを受け、1990年代後半に団体数が増加したのである。 

 

 

 

 

0

500

1000

1500

2000

2500

1
9

8
7
年

1
9

8
8
年

1
9

8
9
年

1
9

9
0
年

1
9

9
1
年

1
9

9
2
年

1
9

9
3
年

1
9

9
4
年

1
9

9
5
年

1
9

9
6
年

1
9

9
7
年

1
9

9
8
年

1
9

9
9
年

2
0

0
0
年

2
0

0
1
年

2
0

0
2
年

2
0

0
3
年

2
0

0
4
年

2
0

0
5
年

2
0

0
6
年

2
0

0
7
年

2
0

0
8
年

2
0

0
9
年

互助型 社協型 生協型 ワーカーズ・

コレクティブ

農協型 行政関与型 施設運営型 フレンドリー

サービス

クラブ

その他・
NA

図 3-2 住民参加型在宅福祉サービス団体数の推移 

（出所）金川・東根, 2012: 13（図表 5-1）をもとに筆者作成。 
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表 3-3 住民参加型在宅福祉サービス団体数の推移 
 

互助型 社協型 生協型 ワーカ

ーズ・ 

コレク

ティブ 

農協型 行政関

与型 

施設運

営型 

フレンド

リーサー

ビスクラ

ブ 

そ の

他・ 

NA 

合計 

1987 年 41 29 13 6 18 

 

31 138 

1988 年 60 61 23 14 14 

 

35 207 

1989 年 75 90 34 18 13 

 

41 271 

1990 年 91 108 31 1 23 27 14 

 

37 332 

1991 年 107 126 32 2 25 27 3 

 

37 359 

1992 年 147 148 40 2 39 31 4 

 

41 452 

1993 年 175 173 47 2 45 36 4 

 

38 520 

1994 年 246 224 54 23 58 39 5 41 1 691 

1995 年 346 249 77 27 72 42 6 38 4 861 

1996 年 435 263 75 30 105 45 8 37 4 1002 

1997 年 549 281 94 37 116 51 13 38 4 1183 

1998 年 646 309 102 149 66 58 12 35 32 1409 

1999 年 854 338 128 131 126 48 15 30 4 1674 

2000 年 978 374 177 131 156 41 15 31 9 1912 

2001 年 948 396 157 125 153 42 15 28 51 1915 

2002 年 1117 430 156 113 193 45 19 28 19 2120 

2003 年 1172 447 157 120 185 41 20 29 30 2201 

2004 年 1168 442 149 122 186 41 20 29 46 2203 

2005 年 1136 431 144 115 168 43 22 24 139 2222 

2006 年 1085 431 131 95 155 46 26 19 258 2246 

2007 年 1093 415 139 100 141 60 32 22 175 2177 

2008 年 1239 405 143 103 134 82 31 22 248 2407 

2009 年 1008 340 116 77 121 86 27 21 277 2073 

 （出所）金川・東根, 2012: 13（図表 5-1）をもとに筆者作成。 
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(b) 組織の特徴 

 このような住民参加型在宅福祉サービス団体の特徴は、ボランティア団体と民間非営利

組織の中間的存在であるということである（図 3-3）。任意団体などのボランティア団体の

場合、「なぜそのボランティア活動をするのか」という自発性の源泉は、「そうしたいから」

という個人の考え・行動に求められる。またその活動内容も、専門的なスキルを伴わず、個

人のできる支援活動をするに留まる。必ずしも団体としてのルール（活動時間・報酬など）

が明確になっている必要はなく、個人が無償で行うものである。一方、協同組合や事業型

NPO などの民間非営利組織が家事支援などの福祉活動を組織立って行う場合、「なぜその

活動をするのか」という自発性の源泉は、「それが組織のミッションであるから」という集

団原理に求められることとなろう。そこで提供されるサービスも、おのずと専門性を伴うも

のとなる。また、集団としてサービス提供をするために、賃金労働者としての支援者にいく

らの報酬を与えるのか、いかなるシフトで働くか、といった活動のための組織のマネジメン

トも必要になる。住民参加型在宅福祉団体は、これらの中間に位置付けられるものであると

される（熊田, 2001）。 

 全国社会福祉協議会によれば 2012年現在に当協議会で把握している「住民参加型在宅福

祉サービス団体数は 1,938 団体である。それらの団体のうち 581 団体に対して行ったアン

ケート調査結果を示す『平成 24年度「住民参加型在宅福祉サービス団体活動実態調査」報

告書』における運営形態の分類および割合は次のようである。すなわち、住民互助型（47.8%）、

社協運営型（32.9%）、生協型（5.3%）、ワーカーズ・コレクティブ（6.0%）、農協型（3.1%）、

行政関与型（1.0%）、施設運営型（0.2%）、ファミリーサービスクラブ（0.9%）、その他（4.2％）

である。法人格をもっている団体の割合は、全体で 63.4%であり、うち 83.0%は特定非営利

活動法人である。サービスの種類について、全体で最も多いのは家事援助（78.5%）、外出

援助（70.1%）、話し相手（65.1%）等である。会員制採用の有無について、全体の 85.0%は

会員制を採用している。1組織あたりの助け合い活動の利用者登録数および担い手登録数は、

全体で利用者 169名、担い手 89名である。担い手は比較的高齢の者である場合が多く、主

な担い手は 60～70代以上（特に 60代女性が占める割合は全体で約 35%）である。ホーム

ヘルプサービスに介護保険制度を利用している場合も多く（全体の 34.0%）、助け合い活動

と介護保険事業の両方を行っている場合、同じ担い手が行っている場合は半数程度（全体の
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51.8%、生協型で 46.2%）である。収入（2011 年度）をみると、全体の平均で収入総額約

4,000 万円（うち助け合い活動の利用者収入が 10.1%、会費収入 1.2%、介護保険制度に関

わる収入 47.4%、自立支援法制度等収入 8.2%、行政からの事業委託収入 11.9%）である。 

 ここで着目すべきは、有償ではあるもののもとは純粋なボランティアとして開始された

住民参加型在宅福祉サービス団体の活動が、2010 年を過ぎる頃にはその事業収入のほとん

どを介護保険制度に基づく準市場を通じた収入に依存するように変化してきたという点で

ある。1980 年台初頭から全国各地で展開されてきた住民参加型在宅福祉サービス団体の活

動は、介護保険制度の導入によって、意図するか否かにかかわらず事業志向を強めていくこ

ととなってしまったのである。皮肉にもこのような民間非営利セクターにおける動向こそ、

日本の高齢者福祉領域における社会的企業家活動発現の素地になっていたのである。 

 

2. 社会的企業の出現：協同組合を中心に 

(1) 社会的企業への注目 

 塚本によれば日本において社会的企業という概念が普及したのは 2000 年以降のことで

ある。概念が普及したのは、現実に日本にも社会的企業らしき組織が台頭してきたことによ

る。例えば次のようなことが社会的企業の台頭につながった。第一に、1998 年に NPO 法

人が制度化されたことである。NPO法人は、「社会的企業家マインド」を有する人々の起業

の受け皿となった。第二に、NPOの事業化である。NPOの事業活動において収益事業が占

める割合が拡大していた。第三に、地方分権化と民営化の進行である。地方財政の逼迫や少

図 3-3 住民参加型在宅福祉サービス団体の特徴 

（出所）熊田, 2001: 262（図 1）より引用。  
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子高齢化、地域経済の衰退は、住民自身による自立的・持続的な事業を通じた地域問題の解

決、というアイディアに、地方行政からの期待がかけられた。第四に、協同組合における変

化があった。従来、共益組織として発展してきた協同組合であるが、この時期には、メンバ

ーだけではなくコミュニティ全体に便益をもたらすために福祉等のより公益的な事業に取

り組む協同組合が増加していった。そして最後に、CSRへの関心が多高まる中、「新たな企

業観」として社会的企業という概念に注目がなされた（塚本・山岸, 2008: 61）。 

特に高齢者福祉領域では、住民参加型在宅福祉サービスのように 1980年代から活動を開

始してきた小規模な団体が、1990年代にNPOという法人格を取得し、さらに 2000年の介

護保険制度施行によって準市場を通じた介護保険事業への参入を実現していったのである。

こうして、「福祉 NPO」（安立, 2008）という用語の登場を典型とするように、特定非営利

活動法人（NPO）によるサービス供給に大きな関心が集まった。他方、介護保険施行の前段

階にあって、民間非営利組織のうち政府が早い段階から期待をかけてきた主体は消費生活

協同組合であった。以下では、消費生活協同組合を中心に、協同組合による住民参加型在宅

福祉サービス提供開始の経緯、ならびに高齢者介護事業への参入の過程をみていく。 

 

(2) 消費生活協同組合による高齢者介護サービスの発展 

 前掲図 3-2 にも示されているように、「住民参加型在宅福祉」は農協や生協といった各種

協同組合によっても提供されている。住民参加型在宅福祉団体の先駆けは先述の通り、1980

年に武蔵野市が設立した武蔵野市福祉公社であった。その後、1982 年に立ち上げられた神

戸ライフケアー協会（現在の法人格はNPO）、そして 1983年に開始された灘神戸生協（現

在のコープこうべ）の「くらしの助け合いの会」が、自治体主導ではなく市民によって立ち

上げられる住民参加型在宅福祉の取り組みの先駆となった。灘神戸生協の「くらしの助け合

いの会」という名称の住民参加型在宅福祉サービスは、全国各地の生協が同様のサービスを

提供する際のモデルとなったものである。 

「くらしの助け合いの会」とは、生協組合員同士が家事援助などを行うボランティア活動

であり、基本的には有償ボランティアのかたちをとっている。活動内容は、洗濯や掃除、食

事作り、買いものなどの簡単な家事援助活動を中心としている。加えて、家庭での軽易な高

齢者などの世話、核家族世帯での産前・産後などの世話、必要書類の作成・手続きなどの補

助、外出の付き添い・通院介助、話し相手、相談活動などを行っている場合もある。会員制

をとっており、援助を提供できる組合員と、援助を希望する組合員とがそれぞれ年会費を支
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払って会員になる。援助する会員は、援助を受ける会員の家庭に入り、家事援助を行う。会

の事務局には、双方の会員の希望を受け調整・連絡をするコーディネーターがいる。活動は、

基本的には有償で行われる。援助を受ける場合には、単位（時間）当たりの謝礼金と援助す

る会員の交通費（実費）を、援助を受ける会員が負担する（一番ヶ瀬・立川, 1998: 27-35）、

と定義づけられている。2013 年度時点で 59 の会員生協（および 3 連合会）が取り組んで

おり、活動者数は 2万 9,313人、年間活動時間は 162万 5,469時間である17。 

 

(3) 生協によるサービス開始の背景 

 そもそも生協が福祉（事業・活動）に取り組むようになったことの背景には、以下２点

が挙げられる（熊倉, 2016a）。それは、組合員を中心とする地域住民のニーズに伴い発展

してきたことが前提とはなるが、第一に、人口高齢化等を背景とした福祉ニーズの拡大に

伴い、福祉サービス提供主体として政府からの期待を受けていたことである。第二に、

「生協のあり方」として社会的役割の発揮が課題となっていたことである。 

 第一の点について、生協の福祉関連の取り組みに関する最初の実態調査・理論構築の試

みがなされたのは、灘神戸生協「くらしの助け合いの会」発足の 5年後、1988年の厚生

省社会局生活課による「消費生活協同組合が実施する福祉サービス事業（活動）に関する

調査」であった。厚生省と日本生協連やそのシンクタンクである生協総合研究所が協働す

るかたちで調査・報告がなされていく。1980年代前半には、全国の生協の連合会である日

本生活協同組合連合会（以下、日本生協連）は現在の「くらしの助け合いの会」のような

活動の推進を事業方針に掲げていなかった。福祉関連での活動方針としては、健康保険制

度改正等、社会保障制度を「国民の負担をふやし、健康や福祉を犠牲にする政策」と捉

え、それに対する反対運動をすること等が掲げられていた。「くらしの助け合いの会」が

活動方針として据えられたのは、1987年通常総会の議案として出された「第 4号議案第

４次全国中期計画(案) 87-89」である。「組合員の要求と参加のもと、幅と深みのある生協

運動を」という項目の中に「福祉・助け合い活動を」という小項目が設定され、高齢化と

公的福祉サービスの縮小という状況の中で、「ボランティアの登録制による助け合い活動

などの経験（中略）など、組合員の助け合いと適切な施設提供など生協らしい活動をもっ

て広げなければならない」としている。また、1989年までに「組合員のくらしの助け合

                                                   
17 日本生活協同組合連合会ホームページ「くらしのサポートについて」

（http://jccu.coop/question/life/ 最終アクセス 2016年１月 31日） 
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い、教え合いや語り合いなど、班や地域での助け合い活動が広がるなかで、高齢者、障害

者への在宅ボランティア活動に取り組む会員生協が増加している。全国的にも、助け合い

の実際の活動交流がすすみ、生協の福祉活動の発展の礎が築かれつつある」との認識を示

した。ここに厚生省からの期待も相俟って、日本生協連による「くらしの助け合いの会」

活動の推進が 1980年代後半以降になされてきた。また、介護保険法の施行を目前とする

1999年には生協による福祉事業について員外利用が可能になったことからも、厚生省から

日本生協連会員生協に対する、「くらしの助け合いの会」の経験をもとにした介護保険事

業への参入が期待されていたことがわかる。 

 第二の点について、厚生省から福祉サービス提供主体として期待される一方、1980 年代

は、拡大する生協の事業・組織に対する規制の動きが強まった時期でもあった。例えば、

1989 年に生協法人に対する課税が引き上げられる等、1980 年代を通じて規制への動きと

それに反対する生協側との攻防があった。こうした状況にあって、日本生協連は 1988年度

の課題として、「班」を基礎に「多数者の組織として組合員の自主的参加を強め、生協の総

合的な力量強化をはかり社会的役割を強める」ことを掲げた。その社会的役割について、

1990 年度の課題に「高齢化社会のもとでの生協の社会的役割の発揮をめざし、組合員自ら

の助け合いを基礎に福祉活動を推進する」とある。そして、第 40回総会（1990年）「第４

号議案『21世紀を展望する生協の 90年代構想』」では、「くらしの助け合いの会」のような

福祉活動が、生協の社会的役割を主張する手段の一つのように捉えられている。例えば次の

ような記述があった。すなわち、1985 年以降生協規制が国政の場で顕著となる一方、厚生

省「生協のあり方懇談会」は「生協の『消費者対抗力としての役割』を評価するものであり、

マスコミ論調など世論はほとんど生協に期待し、規制に反対するものとなっています。生協

はかつての少数者の運動から社会的注目と期待される社会的な存在になったといえます」

との言説等である。また、「住みよいまちづくり、地域の経済や福祉への貢献など生協の取

り組みを正しく理解していただき、組織と活動の実態にふさわしい社会的ポジションを得

て、社会的影響力を強められるようになることが課題です」と。そして、1994 年度活動の

重点として、「各生協において『助け合い』活動をはじめとする福祉活動の政策化をさらに

広げ、地域における生協の役割をいっそう高めるよう、日本生協連としても引き続きその経

験の集約と普及などをすすめていく」としている。 

 このようにして、灘神戸生協が開始した「くらしの助け合いの会」は、日本生協連が全国

レベルで推進する活動として位置づけられるようになったのである。 
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(4) 灘神戸生協のケース 

(a) 展開過程 

 コープこうべを母体として兵庫県内で活動している「コープくらしの助け合いの会」

は、生協による「助け合いの会」活動の先駆的事例であり、生協の福祉活動の事例研究と

してしばしば取り上げられるものである。1983年、当時の灘神戸生協が開始したこの活動

は、家事や買い物の手伝い、話し相手等の活動を通して、組合員同士が助け合い支え合う

家事支援活動として現在に至るまで活動が継続されている。 

 その発足に至るおおまかなプロセスは、図 3-4のように整理することができる。コープ

こうべは、1921年設立の神戸購買組合ならびに灘購買組合が 1962年に合併し灘神戸生協

となり、その後名称変更等を経て現在の姿になっている。賀川豊彦によって設立運動が起

こされた生協として有名であるだけでなく、その後 1990年代にスーパーマーケットの大

手ダイエーとの競争においても高く評価されるなど（堀越／JC総研編著, 2014: 210）、あ

る意味で「ずば抜けた」あるいは「特殊な」生協であるとも言える。1924年、神戸購買組

合は神戸消費組合へと名称変更をしたが、同年、イギリスの夫人協同組合協会にならって

日本初のウィメンズギルドとして「家庭会」というグループを組織した。家庭会は、「家

庭が人間の基礎であり、そこでの『婦人』の役割の重要性、家庭の問題は社会の問題であ

るという認識」に基づき設立された（朝倉, 2002: 109）。同様の組織は灘購買組合におい

ても組織された。このような婦人あるいは専業主婦のグループは、利用拡大や組合員の勧

誘といった役割を担うことで、消費生協の組織基盤として重要な役割を果たしていた。同

じ頃、灘購買生協では消費組合の経営が苦しいなかでも、「生活文化や福祉のこと」には

目を向け続けるべきであるとの考えから、1926年には関西学院大学教授で灘購買組合顧問

の竹村愛二を部長として「文化部」というものを設置している。経済的収益よりはむしろ

人間のくらしの問題を継続的に議論し解決していこうという志向は、まさに消費組合運動

の原点であると言えよう。 

 灘購買組合の家庭会のリーダーをつとめた永谷晴子は、消費生協は食品を安く買うため

に組織されるものではなく、「家庭経営者」をつくることであるとしているという。朝倉

によれば、これは女性というものを、「生活を合理的に経営する主体として位置付け、そ

のような女性を育成していくことこそ家庭会の役割である」との信念を表している（朝倉, 

2002: 112）。家庭会には、組合員のくらしにまつわる様々な悩みの声が寄せられる。とり 
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わけ戦後の混乱期にあって安定した収入を得るための職を求める婦人組合員が存在してい

た。他方では、家事支援などの人手を捜す組合員もあった。そこで、1949年に「四つ葉

会」という名称で家事サービスグループが誕生した。四つ葉会は、生活に余裕のある組合

員によるボランティア活動として生まれたのではなく、むしろ「戦争未亡人など中年以上

の女性の働く場がない中、（中略）家事援助を必要としている組合員への有償の助け合い

活動」として誕生した点に特徴があると言える。1960年代に入ると、四つ葉会はメンバー

の高齢化等を背景として活動の継続が困難となり、1969年には解散することとなる。 

 四つ葉会の解散と前後して、灘神戸組合と神戸消費生協とが合併したことにより、組合

員数の急速な増加に伴う民主的意思決定のための組織再編の動きも見られるようになる。

地域ごとの運営委員会が組織されるようになり、ウィメンズギルドとして両消費生協の組

図 3-4 コープこうべ「くらしの助け合いの会」発足までの経緯 

（出所）朝倉, 2013: 105-125 を参考に筆者作成。 

生協本体の動向
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同年5月灘賎貫組合設立
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1929年灘購買組合で発足
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絹繊基盤強化の必要性

[ 1962年灘と神戸の合併
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色合いを強めることに

1969年福祉文化事務局設置
1976年組合R活動部設置
1977年 生活文化活動委員会
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0 「日本型は会福祉構想J
〇生協規制の動き
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織基盤強化に貢献してきた家庭会は、組織内の運営に関わる意思決定に強い影響力をもた

らすグループから、相互扶助や組合員同士の親睦を図るための自主的なグループへとその

性格を変えていくことになる。1970年代にかけては家庭会という名称が消滅し、文化事業

事務局や組合員活動部といった部署に再編されていった。 

 家庭会は、両消費生協合併後に設置された福祉文化活動、生活文化活動、そして組合員

活動といった部署の役割を横断的に担っていた組織と言える。その意味で、家庭会が消滅

したことは惜しまれるべきことであっただろう。ともあれ、四つ葉会の解散なども経験し

ながらも、合併後の組織体制の改編がある程度落ち着いたことで、また新たな組合員活動

が開始される基盤が整理されたとみることもできよう。「くらしの助け合いの会」は、

1983年に開始された。この前段階では、組合員の高齢化というよりはむしろ、高齢になる

前の組合員同士で、老後の生活をよりよくしたいという希望から活動が開始されていた。

福祉文化事業委員会という組合員代表・学識経験者・役職員で構成される「豊かな老年を

考える会」が発足し、組合員の老後の生活を支えるホームヘルプ活動のあり方が議論され

ていた（朝倉, 2002: 123）。ここでの議論をもとに会が発足したのである。 

 この「くらしの助け合いの会」の役割・意義について、活動の理論的支柱となった嶋田

啓一郎の主張は次のようである。1958年の第９回国際社会事業会議から継続的に議論され

てきた地域におけるボランティアの重要性、そして、1980年代の ICA大会レイドロー報

告による協同組合のコミュニティへの関与の重要性の提起、1986年国際社会福祉会議にお

いて「家族とコミュニティの強化」が重要事項として確認されたことを踏まえると、福祉

コミュニティづくりのためにはボランティア活動を活発にしていくことが必要である。少

なくとも当時の状況ではそのようなボランティア活動の促進を、兵庫県社協や社福が十分

に果たしているとは言い難い。そこで生協は、社会福祉協議会や社会福祉法人組織の活動

のカウンターパートとして地域に必要なボランティア活動をつくりだしていくべきなので

ある（全国社会福祉協議会, 1986）。嶋田の主張の特徴は、高齢者福祉活動は自然発生的に

協同組合運動の中に生まれるものではないが、「生協の固有の本質的課題は人間生活に関

わることである」という基本理念に立ち返れば、必然的に生協は福祉の問題に関わらざる

をえないとしている点である（朝倉, 2002: 124, 125）。 

  

(b) 「くらしの助け合いの会」の仕組み 

 コープこうべの「くらしの助け合いの会」は、現在他の多くの生協によって採用されて
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いるように、家事支援を行なう組合員と支援を受ける組合員がともに会に登録する仕組み

になっている。コープこうべの場合、会員になるには支援する側も受ける側も、万が一の

事故に備えた保険料などのために年会費 1,800円を支払う。支援される側（利用会員）が

支払う利用料は１時間 800円（運営協力費 150円を含む）であり、支援する側（奉仕会

員）が対価として受け取る「活動費」は１時間 650円である。活動時間は月曜～土曜の

10～17時のうち２～４時間程度である。利用料には「奉仕会員」が「利用会員」のもとへ

移動するまでの時間・帰宅までの時間は含まれないが、交通費は「利用会員」が負担す

る。 

 活動内容は、家庭での高齢者の話し相手、買い物や食事づくり、掃除、洗濯などが主であ

る。生協本体のものとは別に、くらしの助け合いの会の総会が存在し、全ての会員が一人一

票の原則に基づいて意思決定に参加することができる。会にはコーディネーターが存在し、

彼ら・彼女らが利用会員を訪問し活動内容を確認し、その後、奉仕会員とともに再度利用者

を訪問する。その上で、「くらしの助け合い活動」が行なわれる。コーディネーター連絡会

というものも存在し（1984年開始）、コーディネーターとしての仕事に関する知識やノウハ

ウも交換されているとみえる。奉仕会員の「つどい」は発足当初から組織されており、会員

同士の交流や研修が行なわれる（朝倉, 2002: 125-127）。 

 

(5) 「くらしの助け合いの会」の介護保険制度施行後の展開 

(a) 1990年代～2000年代半ば：活動の拡大 

 「くらしの助け合いの会」は、1990年度当初で 16生協が取り組んでいたが、年度末に

は 24生協と増加した。1994年度には 40生協にまで広まる等、1980～1990年代半ばにか

けて着実にその数を増やしていった（熊倉, 2016a）。日本生協連は、全国の「くらしの助

け合いの会」の取り組みを集約・普及する役割を担っており、彼らによれば、活動者数お

よび年間活動時間数の推移は、図 3-5のようである。1998年度に活動者数等が急激に増加

しているのは、生活クラブ神奈川等によって取り組まれているワーカーズ・コレクティブ

方式の活動が調査対象に加えられたことによる。とは言え、住民参加型在宅福祉サービス

団体数の推移と同様、2002年頃までは着実にその数を増やしている。ただし、その後増減

を繰り返しながら、おおむね飽和状態になっていると言える。 
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(b) 2006年～2009年頃：活動の多様化と福祉事業赤字化 

 先にも述べた通り、1980年代後半から 1990年代中頃までに、日本生協連は「くらしの

助け合いの会」をはじめとする福祉活動あるいは事業への取り組みを推進してきた。会員

生協による取り組みに変化が生じたのは、2006年の介護保険制度改定であった。介護予防

が重視される中、組合員の活動参加を広げるために、会員制度を廃止する等、仕組み自体

の見直しも行われるようになった（山際, 2012）。そこで 2007年度以降は、生協の助け合

い活動の形態は、①「組合員活動型 A」（会員登録を行い、会費制の「くらしの助け合いの

会」としての活動など）、②「組合員活動型 B」（会員制はとるものの、会費はとらない組

合員活動的な側面が強い活動など）、③「生活サポート活動」（「おたがいさま」「サポート

活動」として独立採算性を追求した活動など）、④「NPO・ワーカーズ等」の４形態を設

定し、統計がとられている。2008年度の活動者数約 3万人の内訳は、①が約１万名、②

が約 7000名、③が 7000名、④が約 6,000名となっていた。2013年度時点で 59の会員

生協（および 3連合会）が取り組んでおり、活動者数は 2万 9,313人、年間活動時間は

162万 5,469時間である。2014年度は、活動者数 2万 3,291人、年間活動時間数 102万

（出所）日本生活協同組合連合会「生協の社会的取り組み報告書 2014」p.42 より転載 

図 3-5 「くらしの助け合いの会」の活動時間と活動者数の推移 

年間活動時間数と活動者数の推移
（集計生協数：59生協3運合会）
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1,402時間であり、前年度に比べて減少している（熊倉, 2016）。 

一方、2000年代後半になると介護保険制度を利用した福祉事業は赤字事業となる傾向が

顕著に表れ、「このままの状態が続けば事業存続の危機になる」（山際, 2010）との認識か

ら、2007～2009年にかけての「全国生協・福祉事業再構築プラン」が策定されることと

なる。この計画策定のプロセスでは、「くらしの助け合いの会」のように「個人や家族だ

けでは解決することのできない生活上の問題や課題を地域社会で解決していくことを目的

に、住民自身による相互扶助や援助活動」等を行う組合員の主体的活動が、生協の福祉事

業のベースになったことが前提として認識されている。一方で、介護保険事業をやるから

には「福祉事業を安定的に継続させるための事業者の立場での経営的な手腕が必要とされ

る」とし、「人に優しく、事業はシビアに」という基本方針が掲げられ（高田, 2009）、訪

問介護や通所介護の経営改善のポイント等が示された（大坪, 2007）。 

 

(c) 2009年頃～現在：「助け合いの会」をベースとした多様なサービス展開への展望 

その後、福祉事業は徹底した目標管理等により黒字化していき、日本生協連としても引き

続き生協による福祉事業を推進していく方針をとっている。2009年に、当時の日本生協連・

専務理事の私的研究会として発足した「地域福祉研究会」は、翌年に『地域福祉研究会報告

書：誰もが安心して暮らせる地域づくり―新たな一歩をふみだすために―』を発行した。こ

の報告書に記された要点を整理すると次のようである。まず、「くらしの助け合いの会」に

関わった組合員が、その後の福祉事業展開の際に大きな力になっていたことを振り返って

いる。灘神戸生協の「くらしの助け合いの会」が、家事支援から食事会・配食活動、ふれあ

いサロン等々と、地域の高齢者のニーズにそって活動を展開してきた経験に象徴されるよ

うに、福祉の活動と事業は切り離して考えるのではなく、ニーズに応じて、組合員によって

主体的に生み出されるものと捉えられている。そして、地域福祉推進の重点ポイントとして、

①トップのリーダーシップの発揮、②組合員活動を多彩に発展させる仕組み（委員会等）を

生協内につくる、③継続的にサービス提供するための事業化、④他団体や行政とのネットワ

ーク、を挙げている。こうした運営体制の強化について、「各活動は、組合員が主体的に関

わっていくものですが、それを生み出していくためには組合員自身が学び・気づいていくこ

とが重要であり、そのためには、生協としてしっかりとした組織的な仕組みと継続的なサポ

ート体制をつくり、組合員の活動拠点を具体的に設定していく必要があります」としている。 

「くらしの助け合いの会」等の活動から派生していく福祉活動あるいは事業一つ一つを、
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生協本体がインフラストラクチャー組織のように整備・発展・調整していくという生協の福

祉事業・活動の全体像が描かれていると理解することができる。2011 年６月に開催された

日本生協連総会において「日本の生協の 2020 年ビジョン」が決定された際には、「生協福

祉の取り組みは、従来の『組合員の互助的役割』から『地域福祉の中での役割発揮をどう強

めていくか』が求められる状況となってきた」とされる（山際, 2012）。「くらしの助け合い

の会」のような相互扶助活動が、福祉事業と切り離されることなく、組合員および地域住民

のニーズに沿って活動や事業を組み合せ、有機的に発展させていくべき重要な活動として

位置づけられたことを意味する。このように、純粋な助け合い活動から、事業として取り組

むことの困難を認知しながらも、日本生協連のグループ全体として高齢者福祉に関わる事

業や活動は引き続き推進していく立場がとられたのである。 

 

(6) 福祉に特化した協同組合の登場 

 介護保険制度施行以降、日本生協連の会員生協の中には、「くらしの助け合いの会」を基

盤として介護事業に参入するところも出てくるようになった。言い換えれば、生活支援サー

ビスだけでなく、通所介護など他の介護事業にも参入していくこととなったのである。2005

年度時点で日本生協連全体の事業収入は約 551 億円であったが、そのうち高齢者福祉事業

に取り組む 49 生協による収入は 110 億円、そのうち 92 億円は介護保険事業収入であった

（熊倉, 2016a）。 

 さらには、高齢者福祉に特化した非営利法人を独立して立ち上げる動きも見られるよう

になった。例えば、生協ひろしまは「おたがいさまいずも」という活動を 2002年に開始し

た。これは、「くらしの助け合いの会」と類似のものではあるが、支援内容がより広範囲で

あり、会費徴収制もとっておらず、単協単位ではなくより小規模に細分化された地域（具体

的には「支所」と呼ばれる）単位で運営することを原則とし、運営は完全に組合員の自発性

によって担うという点で、多少異なる性格をもっていると言える。また、支所単位の活動ご

とに、NPO法人取得をする例もあり、生協本体からは自立した、新たな起業組織として注

目される。 

 あるいは、高齢者生協と呼ばれる、高齢者の生活の質向上を目的とした 21の生協によっ

て構成されるグループ組織も存在する。このグループは、上述のような日本生協連加盟生協

の動きとは全く別の潮流のなかで、高齢者の生活の質を改善するための協同組合を立ち上

げようという全国規模の運動を展開していた。日本生協連のような生協グループと強固な



80 

 

つながりをもっていたわけではなかったが、当時の厚生省から生協法人を取得することを

勧められたことも背景として生協法人として活動を展開している。高齢者生協については、

本研究の主要な研究対象でもあり、その発展の経緯と事業・組織運営の実態は第５章ならび

に第６章で整理する。 

 

3. 協同組合の現代的展開としての社会的企業 

(1) 協同組合の性格の変化 

 欧州における議論でも、社会的企業として想定される組織形態の一つに協同組合が挙げ

られていた。ここまで見てきたように、日本においても協同組合は社会的企業と呼ばれる組

織群の中で一定のインパクトを発揮してきた。 

協同組合による高齢者福祉サービスは、利用者に組合員になってもらうことを原則とし

てはいるが、伝統的な協同組合運動のように既存の組合員の利益を重視するというよりは、

より公益的なものを志向するようなアイデンティティの転換があったかのように見える。

これに対する見方は様々あるが、「くらしの助け合いの会」の理論化を試みた朝倉によれば、

次のように説明される。中川雄一郎や杉本貴志は、そもそも国際的に見て協同組合の歴史的

展開は、教育や労働者福祉といったコミュニティへの貢献をベースに発展してきていると

いう認識に基づいた研究をしているが、生協であっても、安全な食品を供給するための「食」

に関する流通事業だけではなく、コミュニティを基盤として人々の「くらし」全体を改善し

ていく義務を持っている、という考え方である。田中秀樹は、地域社会・経済における貧困

化や「生きにくさ」といった課題に対応しようとする協同組合が、「脱協同組合化

（demutualization）」および「新たな協同組合化（new mutualism）」をしていったと主張

している。生協による高齢者福祉は、地域の人々が相互支援関係を構築・蓄積し、地域の問

題解決を目指すと同時に、コミュニティ機能を醸成していく「生活福祉」を基礎にした活動

である点に意義があるとされる（朝倉, 2013）。 

 

(2) 生協が福祉に取り組む意義 

 しかし、生協が福祉活動に取り組むことの意義は具体的にどこにあるのであろうか。生協

本体にとっての意義の一つは、生協の「社会的責任」が問われる中で、福祉活動に取り組ん

でいるということが生協の「社会的地位」を確保するために重要な政策方針になっていたと

いうことである。コープこうべの「助け合いの会」発足の経緯からもわかる通り、ボランテ
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ィアによる福祉活動の促進が喫緊の課題となっている時代において、社協や社福だけがボ

ランティア活動を促進していくことを期待することは難しい。さらに、日本においてボラン

ティア活動を促進するための法人格である特定非営利活動法人（NPO）が制度化されたの

は 1998年のことである。このことから、実質上、高齢者福祉のためのボランティア活動を

地域において促進するエージェンシーとしての役割を果たせるほど組織基盤が確立してい

る民間非営利組織は生協くらいしかなかったと言える。このことが、1980 年代半ばに厚生

省（当時）が「生協のあり方研究会」を組織する背景にあったと考えることができる。これ

を期に生協陣営としても、政府から期待を受けている福祉活動に力を入れようとの志向が

生まれてきたのであろう。そのことが、生協の社会的地位確保にもつながるからである。 

 

(3) 組合員にとっての意義 

御船は、日本の近代化のプロセスにおいて人々の生活の変化を踏まえて生協による福祉

活動の意義を説いている。生活の変化の第一段階は「生活問題解決の時代」であり、第二次

世界大戦後の日本でいえば 1945～1967 年頃にあたる。人々は毎月の収支のやりくりや家

計管理によって貧困という生活の問題を解決する。第二段階は、「標準生活実現の時代」で

あり、日本では 1967～1985年頃にあたる。日々のくらしの心配はなくなり、教育・住宅・

老後など標準的な生活課題を生涯家計の見通しをもって実現していく。第三段階は「生活創

造の時代」であり、人々は標準型ではなく「自分なりの」くらし・生活課題を設定するよう

になる。日本では生活に関する明らかな標準型がなくなっていった 1980年代からがこの時

代にあたり、1990年代から「生活創造時代」が本格化していった（御船, 2007: 63）。コー

プこうべ「くらしの助け合いの会」の発足プロセスもまさきにこの時代の変化に応じて、

1940年代に婦人組合員の収入確保の必要性から四つ葉会が誕生し、1970年代から 1980年

代前半にかけて老後を心配する組合員の希望によって「くらしの助け合いの会」が発足して

いた。 

 御船は、生協は「生活創造」を実現する可能性をもっているとしている。組合員による福

祉活動を含めた事業・活動計画策定プロセスへの参加は、組合員が生活課題を解決し、より

望ましい生活のあり方を考え、経験し、実現していくことを意味している。生協がそのよう

な経験の場を提供することによって、「くらしと生活を継続的に考えている」組合員、すな

わち「生活のプロ」が育つ（御船, 2007）。組合員にとって生協は、「生活のプロ」として育

つための場であり、そのような活動の一つとして福祉活動を捉えることもできるのである。 
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4. 日本の社会的企業が抱える課題 

(1) 事業や組織の運営にかかる課題 

 このように意義あるものとして捉えられる福祉事業・活動であるが、現実には非常に深刻

な様々な問題を抱えていることも事実である。「くらしの助け合いの会」を典型とするよう

に、生協の母体をもちながら運営されている事業・活動の場合はどうであろうか。 

 「ボランティアと組織的取り組みの中間」に位置づけられるような生協の諸活動は、生協

によって開始された「運動」が「事業」に転換していく中間期とも言い換えることができる。

生活クラブ連合会の初代理事長である折戸進彦は、次のように述べている。すなわち、運動

というボランティア的行為が継続されるためには、事業化する必要性が生じる。事業化した

後には、「仕事」として関わるメンバーが増え、ボランティアの時のように献身的に活動に

参加するメンバーとそうでないメンバーが出てくる。このような矛盾については、「何もか

もが自発性を持った人間でなければもたないというような、ものすごい強固な組織をもと

めるのではなくて、問題を明らかにし、どう緩やかにまとめていくか」を検討すべきである、

と（東京都生協連, 1991: 122-125, 140-148）。要するに、運動から継続的な事業を開始する

という協同組合特有の矛盾は、強固なルールづくりによって解決されるべきものではなく、

柔軟に対応しつつ矛盾をそのまま残して良い、という考え方である。 

では、生協を母体とする非公式的な組織による福祉活動において、先述のような矛盾は具

体的にどのように表出しているのであろうか。そして、それらの矛盾はいかなるマネジメン

トによって解決されている、あるいはそのままに残されているのであろうか。ここでは、コ

ープこうべだけではなく、これをお手本にして設立されたコープおおいた「くらしの助け合

い活動の会」や、コープこうべとは異なるかたちで運営されている生協しまねの「おたがい

さまいずも」という助け合い活動なども含めた文献調査をもとに、抱えている矛盾点を以下

に整理する。 

 

①コーディネーターへの過重負荷： 

 第一に、その活動が後述のような矛盾を抱えていることに起因し、福祉活動のリーダー的

存在のメンバーにとって、報酬のわりには仕事の付加が多すぎる、という問題が生じている。

「くらしの助け合いの会」や「おたがいさまいずも」の場合は「コーディネーター」と呼ば

れるメンバーなどである。具体的な事務手続きにかかる時間以外に、「まじめすぎるせいか
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悩んでしまう」ために、活動自体は続けたいがコーディネーターは辞めたい、と、問題をリ

ーダー個人が抱え込んでしまう場合もままみられる（土室, 2000など）。 

 

②有償性に対する支援者／被支援者の心理的対抗 

第二に、コープこうべやコープおおいたのような「くらしの助け合い」活動が日本生協連

の中で普及し始めた頃の活動については、とりわけ「有償ボランティアであるがゆえの苦悩」

がある。先述の通り「くらしの助け合いの会」は、個人の自発性によって無償でなされるボ

ランティアと、生協本体が自発的に事業として行う介護・福祉との中間に位置づけられるも

のである。有償であることの意味は、支援を受ける側が、支援する側に負担をかけている、

あるいは迷惑をかけている、という気持ちを持たないように、ということである。一方、支

援する側としては、他者を支援したいという自発的な活動に対して報酬を受けるというこ

とに心理的負担がある。このように、支援を受ける側・支援する側の気持ちの対抗関係が生

じるのである。活動の運営費確保などのためにサービス価格の値上げが検討される際にも、

同様の対抗関係が生じる。しかしながら、有償性は支援される側・する側の対等性を保障す

る意味も持っており、対等だからこそ価格の決定などは両者の協議を通じて解決できる場

合が多いようである（熊田, 2001; 西村, 2004など）。 

 

③専門性を必要とする支援 

 第三に、先述の通り住民参加型在宅福祉サービスは、「くらしの助け合いの会」のように

主婦などを中心とする生活技術を活かした家事支援などを主に行ってはいるものの、実際

にメンバーが必要とするサービスとして、どうしても専門性を伴う介護などが含まれてし

まう。この場合、支援する側として活動に携わっているメンバーが、自発的に資格取得を目

指すなどの行動も見られる（熊田, 2001; 土室, 2000など）。 

 

 

④「義務化された」活動 

 第四に、住民参加型在宅福祉サービスの中間的性格は、人々の自発性に基づく運動の開始

から、事業を行う生協にいたるまでの途中経過とも捉え得ると先述した。このプロセスにお

いては、「くらしの助け合いの会のようなものを、うちもやろう」と考える地域生協の理事

が出てきたり、日本生協連によってその活動が奨励されたりするようになる。この場合、組
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合員の中にその活動をやりたい人がいないのにもかかわらず、仕組みだけが先行して生協

に設置されてしまうこともある。生協しまね「おたがいさまいずも」は、こうした現象を避

けるためのモデルとなっている。すなわち、支所ごとに活動を開始することとし、あくまで

も組合員の中から自発的に取り組みたい人によって、自立的に運営されるという原則があ

る（岡村, 2006）。 

 

(2) 政策化の両義性 

 協同組合による福祉事業・活動が抱える課題のもう一つは、純粋な助け合いが政策化され

ることによる性格の変容である。つまり、1980 年代に発展した純粋な助け合いの活動が、

介護保険制度ならびにその後の福祉政策によっていかなる影響を受けてきたのか、という

点に関係する。 

日本の介護保険制度と補完性原理の関係について池田は、以下のように述べている。すな

わち、介護保険制度施行前には、自助と互助（家族による介護）は一体となっており、それ

に公助としての公的サービスがあるのみであった。社会保障制度における補完性原理を「自

助―互助―共助―公助という支援の順序」であるとすれば（池田, 2000: 200）、制度施行以

前の日本における高齢者介護は、こうした順序が成り立っていなかったとしている。そして

彼によれば介護保険制度は、従来空白となっていた高齢者介護に関する共助の部分にあた

るものとされる。 

 しかし一方で、日本における「自助・互助・共助・公助」の厚生労働省の解釈の変遷につ

いて整理した里見は、この「共助」概念の正当性に疑問を呈している。これらの用語が政府

によって使用されるようになった 1980年代以降、自助が不可能な者を互助あるいは共助が

支えるということが前提となり、公助は救貧的・選別的制度という考え方で一貫していた。

特に、2006 年以降、「共助」はリスクの分散のための社会保険と解釈されるようになった。

例えば、2012 年の『厚生労働白書』では、高齢者介護について「自助・互助・共助」は以

下のように説明される。すなわち、「自助」は自ら生活を支え健康を維持すること、「互助」

は近隣の助け合いやボランティアといった相互扶助、「共助」は介護保険を指している。こ

うした解釈の問題点について里見は、以下 2点を指摘している。第一に、社会保障を共助と

公助に分割することにより、社会保障への公的責任を縮小するものである。第二に、公助を

救貧的・選別的制度として位置づけている点である（里見, 2014: 13-19）。 

 介護保険制度は数回の改正を経ながら、その制度運用を民間非営利セクターにおけるボ
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ランタリーな相互扶助に依存する傾向をみせている。最も近年の政策で言えば、厚生労働省

の「地域共生社会」構想がある。これは、2016 年６月に閣議決定されたニッポン一億層活

躍プランに位置づけられたもので、高齢者や障がい者のケアや困窮者支援等々の福祉領域

において、支える側と支えられる側の垣根を越えてあらゆる住民が支え合いながら活躍で

きるコミュニティを育成していくこと、またそのための制度・仕組みづくりを目指すもので

ある。高齢者福祉領域に限定してみると、「地域共生社会」構想の源流には、2000年度の介

護保険制度施行、その後 2006年の制度見直しにおける地域包括ケアへの着目があった。地

域包括ケアは、高齢者が出来る限り住み慣れた地域で自立した生活を営めるようにするた

めに、医療・介護・介護予防等の必要なサービスや支援を包括的に提供する体制を構築する

ことを目的とする概念である。具体的には 2005年の法改正で設置された地域包括支援セン

ターが、高齢者が抱える様々な問題を包括的に対応する窓口として想定されている。 

宮本によれば、地域包括ケアを源流とする「地域共生社会」構想は、人々のニーズに応え

るために縦割りの制度にとらわれずに包括的サービスの提供を行なってきた「協同組合、

NPO、社会福祉法人などの社会的企業」が目指してきた地域共生のあり方を反映している

という。しかし同時に、地域包括ケアシステムは介護保険財政の逼迫のなかで提起されたも

のであり、地域共生の名の下で助け合い活動を支える仕組みもないままに、地域の人々が問

題解決の責任を押し付けられる可能性も危惧される（宮本, 2017b: 8 ）。 

 このように、日本の社会的企業による取り組みは、近年政策に反映されるほどのインパク

トをもちながらも、政策化によってボランタリーな努力を下支えもなしに強制されるとい

う政治的緊張感を伴っているのである。 

  

5. 小括：日本の社会的企業の特徴 

 ここまで高齢者福祉領域を例としてみてきたが、特に協同組合から派生してきた社会的

企業家活動の動向を丁寧に検証していくと、日本の社会的企業の特徴として次のような点

を見出すことができる。第一に、地域の高齢者のニーズに応えるためのサービス提供や支援

活動について、その事業や活動のアイディアやノウハウが一つの個別団体によって取り組

まれているだけではなく、全国的なネットワークをもって拡散していくスピードの速さで

ある。日本生協連加盟生協による「くらしの助け合いの会」にしろ、次章以降に述べる高齢

者生協による高齢者福祉事業にしろ、よりよい高齢期の生活を実現しようとする社会運動

としての性格を伴いながら、急速に全国規模で事業や活動が展開されている。従来社会的企
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業の事業や活動は個別団体によって展開されるものであることが前提とされてきたが、日

本の動向からはこのような新たな特徴が見出せるのである。 

第二に、このようなアイディアやノウハウの拡散は、様々な運営上の課題を抱えながらも

途切れることなく長期間継続して提供され続けているという点である。1980 年代初頭に灘

神戸生協で提案された助け合いの仕組みは、「おたがいさまいずも」のような進化をとげな

がらも、基本的なモデルは維持されている。 

これらの特徴は、米国や欧州のいずれにおける社会的企業ならびに社会的企業家活動研

究においても重視されてこなかった点である。ここに、第２章において筆者が強調した社会

的企業の組織成長的アプローチの重要性がある。社会的企業の起業にかかるマネジメント

の理論には多くの研究蓄積があるが、これらは社会的企業の発展の一側面を見ているにす

ぎない。実際には、本章でみたような組織発展段階における多くの課題、例えば事業運営に

おいて「義務化された自発性」といった問題が現れてきたり、あるいは政策との緊張関係の

中でいかなる戦略をとるべきか、といった問題も登場してくるのである。 

 本研究ではこうした課題に社会的企業がどのように対応しているのかを検証していくの

であるが、次章では具体的なケーススタディに入る前に、研究対象としている団体の背景に

ある社会運動としての側面をみていくこととする。 
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第４章 社会的企業家活動の背景にある社会運動 

―日本の労働者協同組合運動― 

 

1. 日本の労働者協同組合運動 

 第１章で述べたように、本研究において社会的企業は事業だけではなく社会運動という

基盤をもって発展するものである。特に第１章では、相互扶助文化を背景とした労働者の運

動が社会的企業を発展させてきたイギリスの例をみてきた。同様の運動は日本にも存在す

るが、その一つが労働者協同組合運動である。労働者が自ら出資し、経営にも参加する労働

者協同組合は、日本においては二つの大きな潮流をもって発展してきたと言われる。一つは

1970 年代の失業者による労働運動に端を発する日本労働者協同組合連合会（以下、日本労

協連）であり、もう一つは 1980年代に生活クラブ生協の組合員女性を中心的メンバーとし

て発展したワーカーズ・コレクティブ ネットワーク ジャパン（以下、WNJ）である。

日本労協連もWNJも、労働者協同組合の連合組織である。しかし、全国に存在する個別の

労働者協同組合のことを、日本労協連では「ワーカーズコープ」や「労協」と呼び、WNJ

では「ワーカーズ・コレクティブ」と呼んでいる。日本労協連の場合、欧州の労働者協同組

合運動に影響を受けており、運動の早い段階から「労働者協同組合（workers cooperative）」

の存在を認識していた。他方でWNJの場合、米国の伝統的な労働者協同組合とは一線を画

した「ワーカーズ・コレクティブ（workers collective）」という比較的急進的な運動に影響

を受けている。こうした背景の違いのため、異なる呼称が用いられている（久保, 2017: 55, 

56）。 

 労働者協同組合および日本労協連に関する研究動向の変遷は、小関(2000)に詳しい。その

ため、ここでは小関の研究から要点を確認するに留める。他の先進諸国同様、日本において

も協同組合の主流は農業協同組合や生活協同組合であり、労働者協同組合はいわば傍流で

あった。その労働者協同組合が注目を浴びるようになったのは 1980 年代のことであった。

石油危機以降の失業者の急増、福祉国家の破綻と新自由主義の登場、労働運動や協同組合運

動の行き詰まり、さらには社会主義諸国に対する失望が広まったことにより、新たな運動形

態として労働者協同組合は研究者らの注目の的となった。当時、石見尚や富沢賢治といった

主要論者らは労働者協同組合を「社会変革の担い手」、あるいは、ポスト産業社会における

地域社会の活性化の担い手として捉えていた。さらに言えば、協同組合に対する期待の大き

さから、協同組合主義（協同組合が拡大成長を続けることによって社会変革を達成できる）
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や協同組合地域社会論（一つの地域を協同組合的に作り変えることによって資本主義の市

場を変革する）といった論調まで登場した。 

 1990年代には、様々な側面からその評価をめぐって研究あるいは論争が全盛期を迎える。

小関は、先行研究を①社会変革論、②経済・経営論、③組織経営論、④雇用・労働論の４つ

に分類している。①について、1980 年代には「社会変革の主体」とまで期待された労働者

協同組合であったが、1990 年代に入りその発展が伸び悩むようになると、研究者らは社会

的経済論に注目するようになった。国民の福祉ニーズに対応して「市場の失敗」と「国の失

敗」を補完するセクターとして、社会的経済セクター（または非営利・協同セクター、サー

ド・セクター）が、かつての協同組合セクター論の延長線上に位置付けられた。②と③は、

1980 年代の研究に比べ、労働者協同組合の現状把握により重きをおくものである。②につ

いて、日本労協連を含む労働者協同組合はそもそも、周辺的な市場でしか生きられず付加価

値が低いことや、良心的な事業は採算性で厳しいといったことが事例研究から指摘される

ようになった。この問題の対策としては、労働者協同組合の社会的認知度を向上させると同

時に、税制面の優遇措置を得ようとの問題意識から、法制化が主張されるようになった。③

について、「一人一票」の協同組合原則に象徴されるように、労働者による民主主義的な意

思決定に基づく運営は、産業民主主義の旗手として期待されるものとなった。しかしながら、

日本労協連については、原則として民主的運営に努めているが、実際には理事と一般組合員

の間に意識や意思決定のギャップがあり、理事が大きな統制力を有しているとの指摘がな

された。事務局主導の運営のために一般組合員の自主的運営が不十分であり、日本労協連か

らの指導と現場での人間関係維持との間で青年事務局員が矛盾・葛藤に悩んでいる等々の

批判的指摘もあった。④について、1980 年代には雇用創出機能から、失業問題の解決の旗

手としても期待されていた。一方、1990 年代に入ると、労働者自身が経営管理に携わるこ

とにより、労働の質を主体的に転換していくことが期待された。他方では、労働者の低賃金

が指摘され、この問題は現在にも続いている。 

 

2. 日本労働者協同組合連合会 

(1) 団体概要 

 本章では、次章以降にケースとして取り上げる日本の社会的企業の背景にある社会運動

として、この労働者協同組合運動の具体的な展開過程や理念について説明していく。特に、

先に述べた日本における二つの労働者協同組合運動のうち、日本労協連について述べる。 
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日本労協連は、現在の名称としては 1986年にスタートをきった団体であり、介護・福祉、

育児支援、建物管理を中核的事業としており、総事業高は約 300 億円を計上する大規模な

グループ組織である（図 4-1）。このグループは、戦後失業対策事業の就労者や日雇い労働

者など、比較的脆弱な労働者層を中心に 1950年代前半に組織された労働組合である全日本

自由労働組合（以下、全日自労）を母体として誕生した。前身組織である中高年雇用・福祉

事業団が生まれたのは、1979 年のことであった。全日自労は、戦後から 1970 年代にかけ

て政府や自治体に対する仕事要求運動を激しく展開した労働組合であったが、労働者が自

発的に集団を形成し自ら仕事をつくりだす、というビジョンが打ち出されたことにより、労

働者が出資もし経営にも携わるという労働者協同組合の形態への転換を志向するようにな

った。とはいえ、日本には労働者協同組合に厳密に相当する法人格は存在しないため、事業

を行うに際しては、企業組合や特定非営利活動法人（NPO）、消費生活協同組合（生協）、社

会福祉法人などの様々な法人格を事業領域あるいは地域ごとに使い分けている。このグル

ープの行動規範は、「７つの原則」として定められている。表 4-1は、2015年６月時点での

「７つの原則」である。やや長くなるが、本研究においては社会的企業がもつ運動の理念を

重視するため、全文を掲載する。原則１と２は、ディーセントな労働を通じて地域ニーズに

見合った事業（暗黙的に福祉を中心とする）を展開するという大原則を示している。原則３

と４は、事業の持続可能性を保つことはもちろん、あくまでも労働者協同組合の経営や組織

運営の原則に従うことを表明している。原則５には、日本労協連が志向する経済・社会・自

然観が表されている。FEC（Food, Energy, Care）が循環する「地域福祉事業所」と呼ばれ

るコミュニティの拠点づくりに取り組んでいる。原則６と７には、１～５をグループとして

達成するためだけではなく、同様の志向をもつ組織との関与・連携を通じて「共生」・「連

帯」・「協同」といった価値観を重視する社会を、グローバルな規模で実現しようとの志向が

示されている。 

連合会本部、連合会内の各団体、および全国の地域で様々な事業・活動を行う事業所から

構成され、グループ全体の総組合員数は約５万人にも及ぶ。組織図（図 4-2）を見てわかる

通り、組織内に複数の第二層組織を抱えており、かなり複雑である。というのも、日本労協

連の傘下には、労働者協同組合、各種加盟組織、日本高齢者生活協同組合連合会と、大きく

分けて 3 つのグループがあるが、これら各々が全て連合組織になっているわけではない。

このような複雑性はグループの発展の歴史によるものであり、慎重に歴史を紐解いていか

なければ、このグループの組織図の全体像を理解することは困難と言えよう。ただし、日本 
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労協連は JJC（日本協同組合連絡協議会）という各種協同組合の連絡組織と、ICA（国際協

同組合同盟）という国際的な協同組合の連合組織に所属していることから、協同組合として

のアイデンティティが強いことは確認できる。 

 

(2) 近年の研究動向 

 日本労協連に関する研究は、本章冒頭に示した研究動向と同様であるが、2000 年代以降

に登場した以下二点の新たな視点について述べておこう。第一に、日本労協連を社会教育学

的視点から分析しようとの試みである。例えば丸山のように労働主体の形成という視点か

ら事例分析を行うものがある（丸山, 2000; 丸山, 2002）。また、2012年の国際協同組合年

（International Year of Co-operative: IYC）に際して協同組合の地域コミュニティにおけ 

図 4-1 日本労協連の全国事業実績概要 

（出所）日本労働者協同組合連合会（ワーカーズコープ）連合会事業案内 2017-18 より転載。 
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（出所）日本労働者協同組合連合会提供資料より引用。 

 

表 4-1 日本労協連の「7 つの原則」（行動規範） 

１．仕事をおこし、よい仕事を発展させます 

(1)生活と地域の必要と困難、課題を見出し、人と地域に役立つ仕事をおこします。 

(2)働く人の成長と人びとの豊かな関係性を育む、よい仕事を進めます。 

(3)仕事と仲間を増やし、働く人の生活の豊かさと幸せの実現をめざします。 

２．自立・協同・連帯の文化を職場と地域に広げます 

(1)一人ひとりの主体性を大切に育てる職場と地域をつくります。 

(2)建設的な精神で話し合い、学び合い、連帯感を高めながら、みんなが持てる力を発揮します。 

(3)お互いを尊重し、一人ひとりの生活と人生を受け止め合える関係をつくります。 

(4)人と地域を思いやる「自立・協同・愛」の文化を職場と地域に広げます。 

３．職場と地域の自治力を高め、社会連帯経営を発展させます 

(1)全組合員経営を進めます。 

①働く人は、基本的に全員が出資し、組合員となり、出資口数にかかわりなく「一人一票」で経営に参加

します。 

②組合員は、「話し合い」と「情報の共有」を大切にし、事業計画を定め、事業経営を発展させます。 

③組合員は、役員やリーダーを基本的に組合員の中から選び、お互いに協力し合います。 

(2)社会連帯経営を発展させます。 

①組合員と利用者・地域の人びとが、地域づくりの主体者としての連帯性を強め、仕事をおこします。 

②地域全体を視野に入れ、全ての世代を結んで地域づくりのネットワークを広げます。 

③当事者・市民主体の豊かな公共をめざし、自治体・行政との協同の関係を築きます。 

４．持続可能な経営を発展させます 

(1)事業の継続性を高め、新たな仕事をおこすために、赤字を出さず、利益を生み出します。 

(2)経営の指標と目標をみんなで定め、守ります。 

(3)事業高の一定の割合を、事業と運動の発展のための積立金として積み立てます。 

(4)期末の剰余を次の順序で配分します。 

①「仕事おこし」「学習研修」「福祉共済」の基金 

②労働に応じた分配 

③出資に対する分配（制限された割合以下で） 

(5)積立金と基金は、組合員には分配しない協同の財産（不分割積立金）とし、世代を超えて協同労 

働と仕事おこしを発展させるために使います。 

５．人と自然が共生する豊かな地域経済をつくり出します 

(1)地域の資源を生かし、いのちの基礎となる食・エネルギー・ケアが自給・循環する社会を地域住民と共に

創造します。 

(2)だれもが安心して集え、役割の持てる居場所を地域につくり出し、総合福祉拠点へと発展させます。 

６．全国連帯を強め、「協同と連帯」のネットワークを広げます 

(1)協同労働の協同組合の全国連帯を強め、運動・事業の経験を交流し、学び合います。 

(2)各種協同組合との間に「まちづくり・仕事おこし」の提携・協同を強めます。 

(3)市民組織や事業体、労働団体、大学・研究所、専門家等と連携を強め、いのち・平和と暮らし、人間らし

い労働、基本的人権、民主主義を守り、発展させます。 

(4)労働と福祉を中心とする制度・政策をよりよいものにしていきます。 

７．世界の人びととの連帯を強め、「共生と協同」の社会をめざします 

(1)ICA（国際協同組合同盟）への結集をはじめとして、国際的な協同組合運動に参加し、発展させます。 

(2)協同労働の協同組合とその運動を、東アジアを焦点に世界的に発展させます。 

(3)戦争や環境破壊をはじめとする人類の危機を直視し、「資本のグローバル化」による大量失業と人間の排

除に対して、「民衆のグローバルな友好・連帯」を強めます。 
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 図 4-2 日本労働者協同組合連合会の組織図 

（出所）日本労働者協同組合連合会（ワーカーズコープ）連合会事業案内 2017-18 より転載。 
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る役割が議論されるようになると、大高研道を中心とし、協同組合学会や協同総合研究所の

研究誌上において走井洋一や宮﨑隆志が登場する。労働者が出資・経営をする「協同労働」

の意義はどこにあるのか、あるいはコミュニティとはそもそも何か、といった根源的な問い

を踏まえつつ、近年の日本労協連の「地域福祉事業所」の取り組みが再評価されることとな

った。 

近年の研究の新たな視点のもう一つは、日本労協連およびセンター事業団を労働統合型

社会的企業（Work Integration Social Enterprise: WISE）として捉える視点である。社会

的企業による社会的に排除された人々の労働統合は、そもそも収益性の見込めない市場に

おいて行われるため、ハイブリッド組織として多様な資源の調達先を確保することが不可

欠である。そのためには、社会的企業同士あるいは民間非営利セクター内のネットワークが

重要であり、そうしたネットワーク形成や資源調達を促進し、さらに社会的企業を含む民間

非営利セクターの活動にみあった制度の必要性などを政策提言する中間支援組織の存在が

非常に重要なものとされる。しかしながら現実には、日本の社会的企業には中間支援組織が

十分整備されているとは言い難い。そのため、2000 年代の日本の公共サービス民営化に際

しても、例えば公共施設の指定管理者は単なる施設管理者と捉えられ、その事業・活動の社

会的価値は十分に評価されていないのが現実である。実際、指定管理者制度において外郭団

体や町内会連合会といった政治的な力の強い団体への委託のために、施設管理と同時に地

域住民とともに地域のニーズに沿った事業を立ち上げるなどの活動をしている日本労協連

の指定管理契約が切られるという事態もままあるようである（協同総合研究所, 2011: 25）。

原田は、こうした様々な社会的・政治的あるいは内部的な困難や矛盾を抱える状況において、

WISEとしての日本労協連の特徴を、①包摂的な職場形成、②社会的有用性、③生活保障賃

金（経済的自立）」の 3つとして捉え、実証的な研究を展開している（原田, 2013）。 

日本労協連に関する研究視角の変遷を辿ってみると、1990 年代には社会変革の主体とし

ての活動や事業内容の意義の主張から、政府や市場の失敗を補完するという比較的消極的

な存在意義の主張へと、研究者が日本労協連を見る目は多少変わってきたように見える。一

方で近年の研究は、日本労協連の事業や活動の先に社会変革という急進的な目標を掲げる

ことこそしないが、また異なる社会システムの変革を見据え、その旗手としての日本労協連

（あるいは労働者協同組合一般）を調査・研究しようとの意図を汲み取ることができる。そ

の意味で、日本労協連を社会的企業として捉えようとする近年の研究の試みは、単なる「補

完役」ではない、日本労協連のクリエイティブな側面を再評価することにつながっていると
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言える。 

 本研究も上述の藤井・原田・大高らと同様に、日本労協連を社会的企業として捉えるもの

である。これまでも述べてきたように、筆者は社会定企業家活動のプロセスを重視している。

なぜなら、そのプロセスは政治・経済・社会との間の緊張関係の中に生成され、社会的企業

家活動ならびに社会的企業は常にその正当性を問われ、紆余曲折の末に活動の糸口を見出

しては挫折するということを繰り返すからである。このプロセスを追うことは、本研究にお

いては事業内容や法人形態の検討にも増して重要である。なぜなら、様々な活動のプロセス

と経験が社会的企業家活動のリーダーたちや他のメンバーの価値観に大きく影響を与えて

いると考えるからである。 

 このような視点に立ち、次節では日本労協連の歴史に関する文献サーベイを行う。日本労

協連の歴史の時期区分は、大高(2013)にしたがうこととした（表 4-2）。また、当事者らによ

る主観的記述ではなく出来る限り客観的な視点に立ち、社会的企業家活動あるいは社会運

動としての日本労協連の歴史展開の転換点はなぜ起こったのか、という点を重視する。例え

ば、なぜ失業対策事業の就労者だった者たちが小規模事業体を形成する必要があったのか、

なぜそれを後に労働者協同組合に衣替えする必要があったのか、といった点である。 

 

3. 展開過程 

(1) 労働運動から自立的な事業体の形成へ 

 戦後の混乱と失業に対する雇用政策は、失業対策と公共事業から始まった。1946年 2月

の緊急就業対策要綱の決定、および、翌年 5月の GHQによる日本公共事業計画原則が実施

され、土木建設事業による国土建設と失業者吸収が目指された。その後 1949年 5月に緊急

失業対策法が制定され、この法に基づき失業対策事業（以下、失対事業）が実施された。こ

の事業は、失業者に対する社会保障が十分でないなかで、臨時的労働力保全あるいは生活保

障として機能するものであった（五石, 2011: 242, 243）。より具体的には、土木・建設や清

掃を中心とする公共事業に、特に失業情勢の厳しかった都市部の失業者を吸収することを

目的としており、就労者は公共職業安定所（以下、職安）からの紹介に限定されていた（中

野, 2001: 91）。 

 しかしながら、実態として失対事業の吸収人員は不十分であり18、健康保険等の社会保障 

                                                   
18 1949年 5月当時の登録日雇労働者数は 10.4万人であったが、翌年 5月には 41万人に

まで急増していた。これに対し、失対事業による吸収人員は、1950年時点で１日平均



95 

 

 

も適用されない状況の中、失対就労者らは労働組合などの組織単位で自治体や職安への仕

事要求のデモ行動を頻繁に決行していた。政府はこれに対し、1950 年、失業者団体の団体

交渉を禁じ、就労者を選別するような制度も導入する19。こうした経験を受け、失業者の労

働運動は加速度を増す。戦後直後から建設労働者、日雇い労働者、そして失対事業労働者な

どの労働組合として活動してきた全日本土建一般労働組合（全日土建、1947 年発足）は、

1953年 10月の第 8回大会で組織名称を全日本自由労働組合に改称した20。同時に、失対就

労者を中心とするあらゆる日雇い労働者の組織として自己規定をし直し、失業等の問題に

反対する運動を本格化させた（全日自労建設農林一般労働組合, 1999: 90）。 

 同時期には、失対事業に長期間滞留する就労者の存在、それによる就労者の高齢化が問題

                                                   

14.3万人、月間就労日数は 17日であり、失対事業に就労する多くの女性は、内職や行商

の仕事もしながら生計を維持していた（全日自労建設農林一般労働組合, 1999: 73, 74）。 
19 1950年 2月、職業安定局により輪番制度が導入された。これは、あらかじめ失対就労

者を職安が選定する制度であり、職安に好ましくない者を排除する意図を持っていたと指

摘される。あるいは、政府以外の求人を拒否する者は、失対事業にも就労できないように

する等、失対事業への就労を抑えようとの意図もあった。また、同年 3月の労働省通達

で、失業者団体の団体交渉は認められないとされ、失業者による社会保障や仕事の要求運

動を弾圧するものであった（全日自労建設農林一般労働組合, 1999: 76, 77）。 
20 後に全日自労の執行委員長を務め、事業団運動を提案した中西五洲によれば、全日自労

への名称変更は 1952年 9月の全日土建第 7回大会であるとしている。論者ごとの認識の

違いであろうが、本稿では、当労働組合の年史に依拠し、1953年とした。 

表 4-2 日本労協連の歴史展開の時期区分 

時期区分 年代 タイプ 主要事業 

第 1 期 1980 年代前半 失対事業型 自治体からの委託事業 

（公園緑化事業など） 

第 2 期 1980 年代後半 

～90 年代前半 

協同組合間提携型 農協・生協の物流センター、 

医療機関の建物管理 

第 3 期 1990 年代後半 制度を活動した 

自主事業型 

ヘルパー講座および地域福祉事業 

第 4 期 2000 年代 準市場型 公共サービス業務（公共職業訓練等の委託事

業、公共施設の管理・運営、子育て支援、自立

支援事業など） 

（出所）大高, 2013: 231（表 8-1）より引用。 
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視されるようになる（五石, 2011: 243）。1963年、職業安定法および緊急失業対策法の改正

により、失業問題を通常の雇用への復帰を中心とする制度へ移行し、日雇い労働者を中心と

する不安定就労者の自立を促進する政府の方針が提示された。当時の労働大臣から委託を

受けた失業対策問題調査研究会は、1970年 12月の答申で、失対就労者の「自立促進」を最

重要視し、民間雇用への組み込みを促進するべきと提起した21。失対就労者の問題は、高齢

者雇用の問題にすり替えられ、1971年の「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」

（以下、特別措置法）制定により、失対事業への新規就労停止が決定した。 

失対事業廃止の気運に対し全日自労は、1960 年代にかけて反対運動を起こしてきた。し

かし、1960年代初頭に 35万人いた失対就労者は 1970年代にかけて 12万人にまで減少し、

230の自治体が失対事業を廃止した22。また、失対就労をやめた労働者の 47%は 60歳以上

であったが、自営業や土木・清掃事業に就職しても、その多くは失対賃金の 14日分以下に

しかならず、苦しい生活を強いられることとなった（全日自労建設農林一般労働組合, 1999: 

161）。特別措置法の特例期間における就職支度金が準備されたこと等により、多くの組合

員の脱退を経験した全日自労23は、失対事業存続だけでなく高齢者就労事業の実施を求める

闘争や、失対就労者自らが集団を組み、自治体から仕事を得る「事業団方式」という新たな

運動の方向性を打ち出すように転換していく。 

 

(2) 事業団運動とは 

 当時、失対就労者は「『要求するだけであまり働かない』とみなされていた。全日自労は、

日常の失対事業の運営を改善して『町に役立つ失対事業』を目標とする」ことにより、存在

の正当性を得ようとした（町田, 1990: 18）。1970年代に全日自労で展開された新たな取り

組みは、のちに「民主的改革」と呼ばれるものとなった。これは、失対事業で取り扱われて

いたような公的な事業を住民のニーズに応えるものとするために、全日自労と自治体等の

                                                   
21 その内容は、失業対策問題調査研究会の中間答申、1970年 12月 14日（全日本自由労

働組合, 1971: 48-62）に収録されている。 
22 その後、1980年に失業対策制度調査研究会により失対事業は終息すべきとの方向性が

打ち出され、就労者への一時金を支給しながら、1985年以降 65歳未満から 1歳ずつ就労

対策年齢を引き上げていった。1994年、同研究会は 1995年度末の事業終息を提起し、

1996年度以降 5年間の暫定就労事業の実施、暫定就労事業に就労しない 65歳未満の者は

特例給付金に上乗せの給付金を支給することとなった（中野, 2001: 94）。 
23 これについて、全日本自由労働組合の当時の機関紙には、「例えば赤穂分会では、失対

就労者 100人の内 40万の支度金で 40人がやめ」との記録がある（全日本自由労働組合, 

1979: 17）。 
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事業主体の代表により事業計画委員会を設置して遂行しようとするものであった。この取

り組みが最初に提案されたのは、全日自労の三重県支部であった。1966 年まで全日自労の

本部委員長を務めた中西五洲氏は、自身の出身地である松阪分会へ異動した際、地域住民の

間で失対就労者の怠慢さへの批判的見方があることを知る。そこで、自治体に雇用されて働

くいわば従属的な労働者として政府や自治体に対し失対事業廃止に反対したり、政府や自

治体に対し仕事要求ばかりをするのではなく、地域から認められる「良い仕事」をすること

を目指そうと提案した。分会レベルで、業種ごとの班を形成し自分たちの仕事内容や仕事の

進め方について十分に検討し、仕事の仕方を改善することで自治体からの信頼を勝ち取る

という、自治体との新たな協働のあり方を生み出した。1972年には松阪分会で労組員 1300

人により職域生協が立ち上げられ、また、兵庫県の西宮および京都の分会では「高齢者（就

労）事業団」あるいは後に全国的運動としては「中高年・雇用福祉事業団」と呼ばれる事業

団が立ち上げられ、全国各地の分会で自主的な事業として上述のような自治体との協働に

よる仕事おこしが広まっていった（中西, 1986）。 

しかしながら、例えば当時の西宮高齢者事業団について町田は、「事業体としての側面す

なわち労働者自身による事業・経営を発展させようとする視点は弱かった」と述べている。

全日自労は地方自治体と全日自労組合員と交渉を続けていたが、自治体から直営的事業は

出さないが、受け皿として事業団があるのなら「仕事を廻してもよい」という自治体の方針

に従い、仕事を得るためには、地域ごとの事業団を結成せざるをえない状況があったようで

ある（町田, 1990: 17）。また同時期には、東京をはじめ「革新自治体」が全国の自治体の施

策として「高齢者事業団」なるものを形成し、ここに高齢就労希望者を吸収しようとの試み

があった。この自治体が設置した「高齢者事業団」は、後に 1980年に国庫補助事業に、そ

して現在のシルバー人材センターという公的事業になっていく（町田, 1990; 熊倉, 2014a）。

しかしながらこれは、必ずしも就労者の雇用を保障するものではなかった。そのため、全日

自労としては、自治体の直営事業でもなく、さらに国のこうした施策に吸収されてしまうこ

となく運動を継続するために、より自立的に事業を行うことのできる事業体としての事業

団が必要になった。 

1977年、全日自労第 81回中央委員会で「民主的改革路線」24がとられ、ここで「事業団

                                                   
24 全日自労の表現では、「失対事業の民主的改革」と呼ばれ、内容は以下のようなもので

あった。①失対制度の住民本位の活用を推進するために、事業種目を拡大し、公共事業に

準じた工事ができるようにする、②労働組合の代表を中心とする事業計画委員会の設置
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方式」の仕事おこしが労働組合全体で本格的に取り組まれるようになった（全日自労建設農

林一般労働組合, 1999: 165; 富沢, 1991: 16）。1979年 9月には、全日自労から独立したか

たちで中高年雇用・福祉事業団全国協議会が結成された。これに伴い、事業団方式の運動、

すなわち「事業団運動」の理念の明確化が必要となり、「７つの原則」という運動理念が定

められた25。各原則の内容は、脚注８を参照されたいが、ここでは失対事業における「よい

仕事」とは何を指すのか、という点にのみ付言しておきたい。この点について富沢は、次の

ように述べている。「よい仕事」は、「対外的には『社会に役立つ労働』『社会的有用労働』

（より積極的表現としては『社会をよくする労働』『社会変革労働』）、対内的には、『人間発

達に役立つ労働』」である（富沢, 1991: 16）。こうした労働の捉え方は、1970年代半ば以降

の労働者協同組合運動の国際的な動向とも親和性をもっており、労働運動から労働者協同

組合運動への転換の核心であったと考えることができる。なお、当時の事業種目は、草刈り、

道路清掃、公園管理、軽土木等、自治体から請け負うものが大半であった（富沢, 1991: 17）。 

 

(3) 労働者協同組合運動への転換 

ところで同時期には、中高年雇用・福祉事業団全国協議会は、より現実的な問題とし

て、1970年代にかけて全国で展開してきた全日自労の分会単位での小規模な事業団を、よ

り経営的にも強い組織に変革していく必要に迫られていた。当時の事業団の結成目的は、

前述の西宮事業団のように、自治体からの仕事の受注である場合も少なくなかった。それ

ゆえに、経営を成り立たせようという組合員の自主的・積極的な経営への関与は薄く、理

事会機能の不十分さや、日常業務の意思決定等を担う事務局の陣容の不十分さ等の問題を

抱えていた（町田, 1990: 23; 法政大学大原社会問題研究所高齢化社会研究会, 1985）。全

国の各事業団（改称後は地域労働者協同組合）の事業を成り立たせるためのモデルになる

                                                   

と、住民要求に応える事業計画の策定、③拘束 8時間労働制の確立、④一般賃金水準を基

準とする賃金・諸手当ての改善、⑤国庫補助率・予算単価の引き上げと自治体の超過負担

の解消・軽減、⑥緊就・開就・特開事業の失対事業への段階的一元化、⑦中高法附則第 2

条の撤廃と失業者就労事業の実施（全日自労建設農林一般労働組合, 1999: 165）。 
25 当時の「７つの原則」は、次の通りである。①良い仕事をやり、地域住民、国民の要求

と信頼にこたえる事業をおこないます、②自主、民主、公開の原則を確立し、経営能力を

たかめます、③労働者の生活と権利の保障をはかります、④労働組合のはたす重要な役割

を認識し、組合活動を保障します、⑤団員の教育・学習活動を重視します、⑥地域住民運

動の発展と結合してとりくみます、⑦全国的視点にたち、力を合わせて発展させます（富

沢, 1991: 17）。その後、この「７つの原則」は幾度か改定されているが、その変遷過程に

ついては富沢(1991)を参照されたい。 
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ような組織の必要性が認識された結果、1982年に中高年雇用・福祉事業団全国協議会が直

接運営する「直轄事業団」というものが千葉県流山市で設立された。これは、病院（施

設）の管理を中心とする事業26を行うものであった。当時団員は 19人、事業高 600万円

からのスタートであった。さらに 1987年には、直轄事業団と東京事業団が統合し、セン

ター事業団が設立された。この組織は、全国の地域事業団（地域労協）のモデルになりう

るような労働者協同組合を形成することを目的としていた。当時、16都道府県、37事業

所、団員 700人、事業高 18億円からのスタートであった（富沢, 1991: 18）。 

 「事業団方式」の仕事おこしは、失業対策事業の終焉の兆しを受けて、全日自労が主に

中高齢の労組員の雇用や生活を守るための運動の中から自然発生的に生まれたものであっ

た。しかし、1970年代末から 1980年代初頭にかけて、彼らの運動により強いアイデンテ

ィティを付与する契機がいくつか起ることとなる。 

第一に、失対事業終息に向け、政府・自治体が事業団運動を牽制していたことである。

前述のように、既に 1960年代前半から、失対事業の打ち切りの方向性は出されており、

全日自労は、それに反対する激しい労働運動を繰り広げてきた。この運動の中で、事業団

方式が生まれた。一方、政府・自治体は、要求闘争を回避するため、高齢労働者の就労の

場づくりをするような施策も考案してきた27。また、失対事業への就労の定年年齢が 65歳

と規定された 1985年の翌年、失対廃止で失業した労働者の受け皿として任意就労事業と

呼ばれる事業が 2年間に限定して実施された。しかし、いずれの施策も、全日自労が要求

してきた高齢組合員の雇用保障にはなりえなかった。さらに、「各県点在の 10人未満の失

対の小事業体」廃止統合という労働省の方針も通達された。そこで、中高年雇用・福祉事

業団は、「新しく全県一本の高齢者事業団の設立を含めて、閉店状態の地域事業団の活性

化の必要性に迫られ」ることとなった（町田, 1990: 19）。 

第二に、財政的困難がある。先述の直轄事業団ならびにセンター事業団は、全国各地の

                                                   
26 具体的に直轄事業団は、民医連に加盟している東葛病院の清掃・設備保守管理・保安を

請け負っていた（町田, 1990: 18など）。民医連とは、全日本民主的医療機関連合会の略称

であり、1950年以来、労働者階級に対する医療拡充を目的とした医師・診療所の社会運動

から誕生した組織である。加盟法人には、医療生活協同組合（生協法人）もある。 
27 例えば東京都では全国に先立ち、全日自労と自治体（労働局・失業対策部）での協議を

1974年に開始し、事業団方式を取り入れた「東京都高齢者事業団」を自治体の予算によっ

て立ち上げていた。しかし、この東京都の施策では、就労者の労働者性は否定されてお

り、雇用保険等の適用対象外であった。高齢組合員の雇用保障を闘争の焦点としていた全

日自労は、この施策には納得せず、独自の事業団方式を保持する必要があった。詳細は、

熊倉(2013, 2014a)を参照されたい。 
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事業団を財政的に強固なものにするためのベスト・プラクティスを生み出すための団体で

あった。もともとこれは、「全日自労本部から 4000万円の運転資金と、3年にわたり事務

局長・本部員の給料・活動経費の助成をうけることでスタート」していた（中高年雇用・

福祉事業団全国連合会, 1987: 70, 71）。センター事業団側はこれら資金を貸与ではなく補

助金として認識していたが、全日自労の方針の転換なのか、それら資金に利子を加えて返

済する必要が生じた（センター事業団, 2007: 17）。また、全日自労から、「センター事業団

は勝手に自治体に行ってはいけない」と言われ、自治体からの仕事に頼らず、なんらかの

別の事業を展開する必要があった（センター事業団, 2007: 21, 22）。 

第三に、1980年、ICA（International Cooperative Alliance: 国際協同組合同盟）第 27

回大会で、20年後の西暦 2000年の協同組合運動において、労働者協同組合による雇用創

出が期待されることが報告された。既に 1970年代から、欧州の労働者協同組合運動と交

流のあった事業団運動家らは、これを機に自らの取り組みを労働者協同組合運動と認識す

るようになった28。 

これらの契機をもって、1986年、中高年雇用・福祉事業団全国協議会は、日本労働者協

同組合連合会（以下、日本労協連）へと改称された。当時の事業内容は、消費生活協同組

合や農業協同組合の物流センターの下請け、あるいは医療機関の施設管理や清掃が中心で

あった。 

 これまで、大高(2013)の時期区分による第１期以前すなわち前史から、第２期に転換する

までの展開過程をみてきた。ここまでの流れを整理すると、図 4-3のようになる。まず、戦

後の失対事業の終焉の気運が、1970 年代初頭に決定的になる。就労者を中心とする労働組

合である全日自労において、特に三重県・松阪分会を中心として「民主的改革」という構想

が登場する。自治体からの直営事業は廃止になるが、地域ごとに小規模な事業団を組むこと

によってなんとか仕事が確保できることになっていた。そこで、三重県・松阪や兵庫県・西

宮などの分会ごとに、小規模な事業組織（事業団）が結成され、それが全国に広まっていく。

他方では、全日自労による激しい仕事要求闘争を回避するため、自治体および政府は、失対

事業に代わる高齢者雇用施策を構想する。これが現在のシルバー人材センターであるが、こ

れは雇用保障をするものではないため、全日自労としては事業団方式による自治体からの

                                                   
28 同時期に、全日自労は全日自労建設一般労働組合に発展的解消を経験する等、組織改革

の時期でもあった。事業団運動をしていた労組員は、全日自労から独立した活動を展開す

ることとなった。 
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間接的な仕事を確保する必要があった。そこで、1979 年に中高年雇用・福祉事業団全国協

議会が発足した。これが、現在の日本労協連の歴史の第 1期が始まる契機であった。 

 雇用・福祉事業団として、自治体からの仕事の請け負いを中心に組合員の雇用保障を継続

してきたが、そこでも組織存続の危機を経験することとなる。第一に、失対事業の代替とし

て 1986年から２年間の任意就労事業が開始されると同時に、小規模事業団の廃止統合を政

府から求められることとなった。このことは、失対事業の現場を完全に廃業させることを意

味したのであり、中高年雇用・福祉事業団連絡協議会としては「事業団方式」を、より自立

した経営のできる組織に転換していく必要に迫られていた。第二に、全日自労からの資金援

助が打ち切られ、雇用・福祉事業団は、より経営的に強い組織になることが求められた。

1982 年に、自主運営や組合員の参加を促進しながらも事業を継続する全国のモデルとして

直轄事業団と呼ばれる組織を結成していた。ここでは民間の仕事の請け負いという事業モ

デルが生まれ、この経験が、自治体ではなく病院・生協・農協などからの仕事の請け負いに

よる事業存続という、第２期の方式を生み出した。第三に、国際的な協同組合の動向として、

労働者協同組合の社会的意義が高く評価され、これに感化されるかたちで自らを労働者協

同組合と認識するように変化した。これらの要因により、1986 年に日本労働者協同組合連

合会へ改称し、日本労協連の歴史の第２期が開始されることとなった。 

 

(4) 雇用・福祉政策との関連における運動の転換 

  第２期には、直轄事業団（現在のセンター事業団）という方式を編み出すことにより、

自治体および失対事業への依存を克服してきた。それは具体的には、民間非営利セクターか

らの事業請け負いというかたちであった。しかしながら、バブル崩壊などの経済不況の煽り

を受け、1990 年代半ばに生協や医療生協からの契約打ち切りや単価切り下げを経験するこ

ととなる。「経営危機のみならず、組織全体に閉塞感が充満」し、委託元に依存する経営か

らの脱却を目指すようになる（大高, 2013: 232, 233）。これが、第２期から第３期への転換

である。1990年代後半から 2000年にかけて、国の高齢社会対策が本格化した時期であり、

介護保険制度の成立・施行に後押しされるかたちで、第３期は福祉事業を核とした事業展開

へと移行することとなった。 

 日本労協連は、終末医療のあり方や人間としての尊厳を大事にすること等を訴える内容

の映画「病院で死ぬということ」に関わると同時に、1993 年から２～３年かけて全国各地

で上映会を開催した。同時に、上映会後に「人間らしく生きる・死ぬ」と題した地域懇談会 
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図 4-3 日本労協連の前史から第 2 期までの展開 

（出所）筆者作成。 
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を開催、これを通じ、「何万という高齢者と話し合い、何を求め、どう生きていくのかを出

し合い、仕事も福祉も生きがいも、自らが主体者となって豊かな高齢期をと呼びかけ、コミ

ュニティケアをめざす重層的な協同関係を地域に創り出そう」とした日本労協連は、センタ

ー事業団の出資により、1991 年、グループ内に協同総研という研究機関を設置していた。

1994 年からは、各地の地域労協や協同総研の主催により全国でヘルパー講座を開講し、グ

ループとして約５万人のヘルパーを養成した。そして、2000 年の介護保険制度施行をにら

み、訪問介護事業への参入のために「地域福祉事業所」と呼ばれる介護事業を中心とする事

業所を展開していった（センター事業団, 2007: 23, 24）。「地域福祉事業所」は後に、「介護

保険事業を中心としながら、さまざまな地域福祉分野の事業（元気高齢者づくり・障害者ケ

アや子育て支援・若者支援など）に取り組み、さらに地域での生活全般を支える事業と活動

の拠点」と意義づけられるようになる（古村, 2009: 9）。このようにしてセンター事業団お

よび日本労協連の地域事業所を中心に「地域福祉事業所」を設立し、介護保険事業へと参入

していった。 

この流れと軌を一にして、次のような運動も展開された。もともと失対事業に就労する高

齢化した組合員の生活を守ることを目的として運動を開始してきた労働者協同組合連合会

およびセンター事業団は、同時期に高齢者の就労の場を高齢者自身がつくる「高齢者協同組

合」を全国に設立することを目指すようになる。この高齢者協同組合については、次章以降

でケーススタディとして取り上げる。ともあれ、日本労協連は地域福祉事業所づくり、なら

びに、高齢者協同組合づくりという２つのルートから、介護保険制度事業へと参入していっ

た。 

 介護保険制度事業という準市場を通じた対人サービスへの参入は、第２期までにはなか

った地域住民との協力による事業や活動の展開をしていく契機となった。介護をはじめと

して子育て支援などの福祉事業に参入する動機となったのは、「地域に認められ」る仕事を

することであった（坂林, 2007: 5）。地域に認められる仕事というのは、おそらく 1970 年

代の失対事業の民主的改革の際に社会的有用労働を目指した経験が重なって出てきた言葉

であろう。そこで 2002、2003年にかけて、高齢者福祉だけではなく子育て支援事業にも参

入しようという気運が高まることとなった。少数の民間保育園サービスを足がかりに、東京

都でベビーシッター講座や都の委託によるゼロ歳児保育などを開始した。その後、東京都足

立区の産業振興課で商店街の活性化が問題になっていることを聞き、商店街のなかに学童

保育所を設立するなどし、地域に根付いた福祉事業の展開をめざすようになった（坂林,  
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2007: 5）。 

 福祉事業への参入は、「３つの協同」という日本労協連の新たな理念を付与することとな

った。「３つの協同」とは、働くもの同士の協同（労働者が出資・運営に携わる）、組合員と

の協同（福祉サービスの利用者も主体的に事業・活動に関わる）、そして地域との協同（地

域をよりよくする存在としての協同組合が地域コミュニティに関与する）である。要するに、

福祉事業への参入を機に、同質的な労働者組合員のみによる組織運営を前提とするわけに

もいかず、さらに、福祉事業に注力するだけでは生まれない他の事業者との差別化のために

も、利用組合員および地域との協同が意識されるように変化したと考えることができる（熊

倉, 2014b: 35, 36）。 

こうした理念の変遷を経験しながら、前節で述べた「地域福祉事業所」は、2000 年代に

かけて様々な政策の影響を受け事業領域を多様化させていくこととなる。「介護保険などの

制度対応の事業（第１層）を中核とし、地域の福祉的課題全般に対応する事業（第２層）、

そして生活全般を支える事業（第３層）の３層からなる」事業所になっていくのである（古

村, 2009: 12）。その背景にあったのは、第一に、2001年に成立した小泉純一郎政権による

公共サービスの民営化政策がある。2003 年の地方自治法改正で公共施設の指定管理者制度

が導入されたり、公立保育所が民営化されたことにより、日本労協連が参入できる地域の公

的サービス領域が拡大した。第二に、若年失業者をはじめとする就労困難者の自立支援政策

が登場した。例えば、若者長期失業問題が表面化し、2003 年に発表された「若者自立・挑

戦プラン」に基づき開始された若者自立塾（合宿形式による就労支援、2005 年開始）や地

域若者サポートステーション（社会参加を必要とする若者への個別相談、2006年開始）に、

日本労協連も参入した。また同時期には、ワーカーズコレクティブネットワークジャパンな

どとの連携により、労働者協同組合の法制化を目指す運動も盛んに行っていた。 

 第２期から現在までの展開過程を簡単に示すと、図 4-4のようになる。まず第２期から第

３期への転換は、経済不況による委託打ち切りなどにより、委託元に依存しない事業（結果

的にはそれが準市場への介入であった）を展開する必要性が生じたことによるものであっ

た。時期を同じくして施行された介護保険制度事業への参入は、地域に根付いた対人サービ

スへの日本労協連の初めての経験であった。ヘルパー講座の開講を通じた介護労働者の養

成により、主婦をはじめとする女性労働者組合員が増加するなど組合員の多様化を経験す

る。そのため、純粋な労働者協同組合というよりはむしろ、社会的協同組合に近い「地域福

祉事業所」と呼ばれる事業・組織形態への転換が必要になった。介護事業への参入から５年 
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以上が経過した 2007、2008 年頃、「３つの協同」という理念を明確化することにより、第

４期への転換がスムーズに行われたと考えられる。また、センター事業団の 20年史におい

て永戸祐三理事長（当時）は、「高齢協と介護保険の仕事をやっていなかったら、おそらく

怖くて指定管理者なんかには挑戦できなかったでしょうね」、と述べている（センター事業

団, 2007: 25）。このことからわかるように、第３期の介護事業への参入による公的サービス

領域での事業の経験は、第４期に日本労協連が様々な公的サービス事業に参入する基礎に

なっていた。 

 こうした歴史的展開と事業領域の多様化を踏まえ、大高(2013)は日本労協連の近年の組合

日本労協連／センター事業団の展開 関連する雇用・福祉政策 

2000 介護保険制度施行 

1993 「病院で死ぬということ」 

    上映会＆地域懇談会の開催 

1994 ヘルパー講座の開講 

   →地域福祉事業所の端緒 

・・・＞高齢協グループの誕生 

1990 年代前半まで： 

生協などの物流、医療機関の建物管理 

経済不況による委託の減少など 

⇒委託元に依存しない事業の必要 

①介護を核に、子育て

支援など地域に必要

なサービスの創出の

経験 
 

※公共サービス民営化、 

就労困難者の包摂政策 

2003 指定管理者制度 

2003 若者自立・挑戦プラン

の策定 

図 4-4 第 2 期から現在までの展開過程 

介護保険制度施行をにらんで

介護事業参入の準備 

20003 年～  

指定管理や自立支援に参入 

②主婦などの女性労働者組合員や、

労働者ではない利用組合員の増加 

「3つの協同」：純粋な労働

者協同組合から社会的協同

組合的な「地域福祉事業所」

づくりが主眼に。 

第 3期 

第 4期 

（出所）筆者作成。 
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員が多様化していったことを指摘し、その内容を次の四点に整理している。第一に、女性組

合員の増加である。第３期に福祉介護領域に参入したことを契機とし、女性組合員が増加し

た。現在では、女性が約６割を占めている。第二に、年齢層の多様化である。グループ全体

の中核をなすセンター事業団の年代別組合員構成は図 4-5 のようであり、50 代以上が半数

以上を占めているとはいえ、20～30 代も２割以上存在している。第三に、入団者のバック

グラウンドの変化である。前史から第２期にかけて、主要な組合員は元失対就労者を中心と

する中高年齢者であった。第３期に入ると、「主婦や生協パート職員などの女性組合員」が

中心となる。近年では、新卒者も増加し、特に子育て支援や障がい者支援の事業領域では 20

～30 歳代の組合員が約半数を占めている。そして最後に、就労困難者が参加するように変

化した。先述のように若者自立支援や障がい者自立支援事業の拡大に伴い、就労に何らかの

困難を抱える人々を包摂するように変化した。2009 年時点でセンター事業団の全事業所の

約 28%で障がい者が就労しており、就労者数は 172 名、就労者全体の 3.3%を占めている。

また、これらの変化に伴い、就労形態も多様化しているという。子育て支援など、第４期に

成長した公共サービス委託・指定管理に関わる事業では常勤者が多いが、一方で、第３期の

中核事業である介護事業は非常勤労働者が多い（大高, 2013: 233-236）。 

 

4. 日本労協連のリーダー―中西五洲という活動家― 

(1) 労働組合運動家としてのスタート 

 ここまで日本労協連の運動の展開をみてきたが、第２章で述べたように、本研究において

は社会的企業家活動のリーダーとなる人物たちの行動に着目している。日本労協連におい

て事業団方式を発案した中西五洲は、次章以降のケーススタディで取り上げる高齢者協同

組合の発案者であり運動の牽引者の一人でもある。そこで本節では、運動初期のリーダー像

として、中西の運動家としての経歴と思想等を整理しておく。 

 中西五洲（1922-2013）は、全日自労の中央執行委員を務めた人物であると同時に、失対

事業廃止前後（1960 年代）にかけてこの労働組合の改革に着手した人物である。全日自労

は、それまで自治体や職業安定所への激しい仕事要求闘争を繰り広げ、「仕事を要求するだ

けで働かない」とみなされていた29。中西は失対廃止の気運が高まると、「地域の役に立つ 

                                                   
29 当時の全日自労の闘争がいかに過激であったかは、次のようなことからもわかる。彼ら

は職安などに旗を立てて大勢で座り込みをしたり、職安の入口にバリケードを組んで要求

が通るまで団交を続けるといったことをしていた。職安長との団交は徹夜におよぶことも



107 

 

 

仕事をしよう」という、これまでの労働運動の方針とは真逆の戦略を打ち出した。戦略とい

うのは、労組員が失対事業廃止によって仕事を失うことを防ぐための戦略であると同時に、

労働組合運動全般の新たなビジョンを打ち出しそれを実現するための戦略でもあった。 

 中西は 1922年、三重県・多気町という松阪の南に位置する町に、七人兄弟の末っ子とし

て生まれた。父親は、三重県のある村の村長を務めたこともある小地主であった。二番目の

兄は戦前から戦後にかけての共産主義運動家である中西功（1910-1973）である。兄の影響

も強く受け、幼少から「なぜ貧困が存在するのか」といった「世の中のこと」を理解しよう

とする性向をもっていた。中学卒業後に「革命家志望」として東京に出て雑誌社に勤めるも、

病により療養を余儀なくされ、それを機に法政大学に入学した。ここで友人二人とマルクス

主義研究会をつくったことにより、1943 年に治安維持法で逮捕された。懲役三年の実刑を

受け三重県津刑務所に服役するが、終戦とともに釈放される。失業状態にあったが、友人の

勧めで 1950年から松阪市の失対事業に就労した。中西が松阪の失対事業に入った当時、労

                                                   

あった。中西は、自分たちの要求をのんだ職安長が職を追われたことを後に回顧してい

る。25日就労の要求に合意した職安所長は、「格下げ」され転任することとなった。転任

後は毎日酒に酔いしれ、まもなく退職し、亡くなったという。また、ある業務課長も全日

自労とのやりとりのためかノイローゼになり、入院し、転任させられた（中西, 1986: 53, 

54)。 

図 4-5 センター事業団の年代別組合員比率 

（出所）大高, 2013: 234（図 8-2）より引用。 

50代
25.5% 
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働組合がつくられたばかりであった。友人がこの労働組合の書記長であったこともあり、中

西は「大学出のえらい人」として委員長になった（中西, 1986: 31-47）。 

失対事業に就労しているとは言え、賃金は低く（一日 167円）、さらに、仕事に「アブレ

る」者も多かった。労働組合として 500円の「お盆手当て」などいくつかの要求運動の成功

を収めたが、最も重要な要求は月 20 日に満たなかった就労日数を 25 日に増やすことであ

った。しかしながら、失対事業への就労を希望する者は多く、就労者が増えるにつれ、もと

からいた就労者が新たな就労者に仕事をとられるとの不満感を持つようになった。就労者

間の不和に対し中西は、「内輪モメはやめてせめて二五日は働かしてもらおう」と皆を説得

し、就労者全員を連れて市長や職安との交渉に出向くようになった（中川てる, 1981: 224）。

25 日就労要求運動では 300 人ほどの組合員と連れ立って職安座り込みなどをしていた。

1951 年 10 月 23 日、職安所長や警察の思惑にかかりここで逮捕された（松阪職安事件）。

その時座り込みに参加していた 300 人のほとんどが逮捕され、中西は労組の分裂を予期し

落胆した。しかしながら、拘置所の中西のもとへ組合員 100 人ほどがメーデー歌を歌いな

がら集団面会に来た。この当時を振り返り中西は、「『大衆を信じよ』そのことを私はなんべ

んも聞いてきました。しかし、それがほんとうにわかったのは、このときです」と、大衆運

動によって社会を変えることができるとの確信をもった瞬間を記している（中西, 1981: 17-

22）。この経験は後に、中西自身による「大衆運動の法則」として、彼の労働運動家として

の最も重要な信念を形成することとなる。 

中西は 29才の時に全日自労の初代執行委員長となった。執行委員長の活動と、松阪へ帰

っての支部長などとしての活動とを 25年ほど繰り返した。彼が執行委員長を降りて松阪へ

帰った理由の一つには、幹部からの批判によって委員長職を追われたという事情もあった。

というのも、先述のような就労日数増や賃金引上げや各種手当てといった「経済闘争」を重

視する中西の運動方針は、当時の全日自労の他の幹部が好んでいた「政治闘争」とは異なっ

たからである。1977 年、失対事業への新規就労停止により全日自労の組合員は急激に減少

し、労働組合は危機を迎えていた。この時に執行委員長に任命されたのは、中西であった。

この時期に彼は、前章で述べた事業団運動を推進したのであった。すなわち、失対の存続を

要求し続けるだけではなく、自ら事業団を組んで自治体との協働によって仕事を得ようと

のアイディアである。そうして得た仕事に対しては怠惰な態度で望むのではなく、地域に喜

ばれる「よい仕事」をしよう、という新たな運動方針を提示した。 
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(2) 「大衆運動の法則」 

 彼が残した著作や講演録には、当時彼が確立した「大衆運動の法則性」という持論が繰り

返し収録されている30。「大衆運動の法則性」は、大衆運動はやたらに起こせば良いのでは

なく、何らかの法則に従って運動を展開すべきであるとの彼の主張を表すものである。大衆

運動の要素として①要求、②たたかい方、③組織、④意識の四つを挙げ、それぞれについて

法則性があることを指摘した。例えば様々な労働組合が集まって新たなナショナルセンタ

ーを立ち上げよう、という議論の開始の仕方は「組織先行論」であり望ましくない。その組

織がどのような要求をするのか、がわかっていなければ組合員が付いてこない。大衆運動の

法則をよく理解した上で新たな方針を提起すべきであるという（中西, 1981: 42-51）。以下、

日本労協連を生む種子ともなった彼のアイディアの要点を整理する。 

①要求は、大衆運動の基礎である。これには経済要求・政治要求・文化要求といったもの

があり、労働組合が本質的に追求するべきは経済要求（労働条件や雇用保障など）である。

もし労働組合が政治要求に偏重するならば、それはもはや政治団体あるいは政党となって

しまう。また、要求には「高い要求」と「低い要求」がある。中西は最初に松阪で労働組合

のリーダーになった当時、お盆手当て 500 円の要求で成功した。最初は低い要求であった

が、だんだんと高めて「公務員なみの手当」を要求するようになり、日本で始めてこれを実

現したとしている。要求闘争で自信がついてはじめて、平和の要求・政治要求といった高い

要求に取り組むことができる。これは経済要求よりも質的な発展がある、とした（中西, 1981: 

51-65）。 

 ②たたかい方に関しては、「みんなで討論、みんなで決定、みんなで行動」という原則を

提起した。大衆運動は「おしつけ」や「命令」「だまし」によって牽引することはできない。

最も重要なのは「なっとく」であり、これによりやる気をもって自発的に組合員が行動でき

るようになる。「なっとく」を引き出すためには、「徹底的な大衆討論」が重要であるとした。

このようにして決まった要求内容を、執念によって「かちとる」ことが大衆運動の原点であ

る。当時要求獲得の執念と言えば、他の幹部などから「お前は革命をやる気があるのか」と

言われたという。しかし、委員長や中央執行委員会の執念という精神的なものは、他の組合

員に浸透し、これが物質的な力となって運動を拡大・強化することにつながる（中西, 1981: 

                                                   
30 この持論は彼自身が全く独自につくりだしたものではなく、劉少奇「大衆運動の基本的

問題」という小論文を読んだことに大きく影響を受けてのものである。このことは、様々

な著作・講演録で公言されている。 
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65-82）。 

 ③組織とは、人間の集団全般を指すが、大衆組織が企業や軍隊と異なるのは、大衆自らが

自らの利益のためにつくる、という点で異なるとしている。大衆組織は、その集団が「烏合

の衆」にならないためには指導部（執行部）が必要である。集団の目的・要求は何か、どの

ような意思決定をするのかを明らかにする必要がある。中西は、組織の運営に関して徹底的

に民主的であるべきと主張する。これは、先述のように「なっとく」を引き出すためである

（中西, 1981: 93-101）。「なっとく」は、人々の自発性あるいはやる気を引き出す。このよ

うに討論と自発性の誘発によって組織パフォーマンスを引き出す方法を、「徹底民主主義」

と呼んでいる。中西にとって単なる「民主的運営」という言葉が不十分だと思われたのは、

「総代会で決議されているから民主的運営の枠内なのだ」という考えにも陥り得るからで

ある。なお、このようにして組織をまとめる行為を「団づくり」と呼んでいる（中西, 2005: 

202, 203）。 

また、組織の指導部という点に関しては、幹部と組合員の間で互いの苦しみを理解しあえ

るような「心の通いあう労働運動」が望ましいとしている（中西, 1981: 82-89）。幹部の指

導方法には六つの類型がある。①命令主義（命令で人が動かせるという支配者・搾取者の思

想）、②請負型（自分で全て請け負ってしまい、団員に対する問題提起などやる気を起こさ

せる行動をとる余裕がなくなる）、③「消極層」への追随型（組合員はやる気がないと決め

つけ、ことを前へ進めよとしない）、④「はね上り型」（積極層だけで進めようとする）、⑤

「裏工作、利益誘導、陰謀型」（言葉の通り。民主的な組織にもこうした幹部はいる）、そし

て⑥「民主型」である。民主型は徹底的な討論による納得、そしてそれに基づく組合員のや

る気をひきだす幹部・指導者をさす。徹底民主主義には「ある意味で強烈な指導性が必要で

あり、幹部の積極的「改革提案」と切り離して考えることはできない（中西, 2005: 205, 206）。 

 ④意識とは、ここでは「たたかう意識」をさす。組織の中には様々な考えをもつ組合員が

いるが、労働組合が要求獲得を進めるためには積極的な人を増やさなければならない。組織

には、積極層、中間層、消極層があるが、消極層を無視すると積極層は結局少数派になって

しまう。消極層に重点をおきすぎれば、日和見主義になってしまう。三つの層を統一するこ

とが重要である。このためには、人間の思想そのものを発展させなければならない。中西に

とって人間の思想の発展は、労働者が階級意識を高め、戦闘性を高めていくことであった。

例えば失業者の中には、自分の努力が足りなかったために落伍者になってしまったと考え

る者がある。しかし要求行動などの実践を通じ、人々は学習し、「これは世の中の仕組みが
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悪いんだ」と正確な認識をするように変化する（中西, 1981: 90-93）。 

 

(3) リーダー像 

 中西が「大衆運動の法則性」を通じて強調しているのは、労働組合運動というものは組合

員が自発的にやる気をもって付いてこなければ成立しない、ということである。そのために

は、「徹底民主主義」が必須である。すなわち討論を通じて組合員が納得できる共通の目標

を掲げなければならない。組織の民主的運営というものは、運営の形態が民主的であればそ

れで十分なのではなく、討論を通じて組合員の自発性とやる気を引き出すことができてこ

そ「民主型」リーダーである、との理想的なリーダー観を提起している。組合員が自発性や

やる気を出すためには、何かしらかの意識の変革が必要であろう。実際彼は松阪の失対現場

において、「（労働）組合を知らない」人々と「組合運動の大切なこと」を学ぶ機会をともに

し、メンバーの批判を受け入れ幾多の会議と集会を通じた議論の末に全員投票もして納得

させ、「失対で働いていること」への誇りを感じられるようにメンバーの意識を変えた「貧

乏人の神様」であった（中川てる, 1981: 222-229）。 

 「民主型」リーダーというと、独裁的なリーダー像との対比におけるソフトな面が強調さ

れるようであるが、中西自身の行動をみると、こうしたリーダー像の二項対立では表現でき

ない別のリーダーシップのあり方が見てとれる。それは、人々の意識を改革するリーダー像

である。こうした変革型のリーダーは、危機の時代に必要とされるものである。中西の活躍

した時代は、失対打ち切りという全日自労にとっての組織の存続が危ぶまれた時であった。

組合員の急減という危機にあった 1977 年、当時松阪にいた中西は、「救世主」として中央

に呼び戻されたのであった（岩垂, 1981: 232）。中西は、まさに労働組合の組織存続の危機

の時代にあって、他のメンバーの意識を改革し、チームとして新たな運動の方向性を切り開

いていくようなリーダーとして存在していたのである。 

 

5. 小括：労働者協同組合運動と社会的企業 

 以上、本章では次章以降に展開するケースの背景にある社会運動として、日本労協連の展

開過程をみてきた。また、その展開過程において運動方針の転換を提案し運動を牽引してき

たリーダーの一人である中西五洲の思想や行動についても触れた。 

 日本労協連が展開してきた労働者協同組合運動の発端は、母体となった労働組合の組合

員すなわち「仲間」たる労働者の雇用や生活を守るためのものであった。その労働組合は失
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対事業就労者を中心とする労働組合であった。しかし戦後の失業対策の方針転換により、国

からの仕事が打ち切りになるという状況になった。ここで従来の労働組合運動のように仕

事を要求し続けるのではなく、労働者がチームを組んで自ら事業を起こすという方式を志

向するようになったのである。この方式を発案した中西の思想をみていくと、一人ひとりの

メンバーが、「要求」だけに甘んじるのではなく事業や組織の運営に主体的に関わることを

通じて、社会の改革者となれると信じていたことがわかる。実際、近年の社会的企業、とり

わけ労働統合型社会的企業の議論においては、社会において周縁化されている人々や社会

的に排除されている人々が社会的企業における就労を通じてエンパワーメントされていく

という点が強調される。中西は、こうした議論の先駆けとも見ることができる。 

 次章では、このような社会運動を基盤として登場した「高齢者協同組合」の展開と実態を

みていく。 
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第５章 高齢者生活協同組合の展開過程 

 

1. 高齢者生活協同組合とは 

(1) 概要 

 本論文において高齢者生活協同組合（以下、高齢協）は、高齢者の生活の質の向上のため

に市民によって自発的に立ち上げられた協同組合ならびにその協同組合によって形成され

る運動全体を指し、日本高齢者生活協同組合連合会（以下、高齢協連合会）および連合会に

加盟している個別の団体（以下、「地域高齢協」）を対象とする。連合会には現在 21の地域

高齢協が存在する。多くは消費生活協同組合の法人格をもって活動している。地域高齢協の

組織名称としては、都道府県名の後に「高齢者生協」、「福祉生協」、「健康福祉生協」などを

付しているものが多い。 

 全国で最初に設立された高齢協は、1995 年に発足した三重高齢者協同組合（当時、任意

団体）である。これを皮切りに、2000年前後にかけて全国に高齢協が設立され、2001年に

は東京を拠点として 17の地域高齢協からなる連合会組織が発足した。それ以来、連合会全

体の事業高ならびに組合員数は順調に推移してきた（図 5-1）。高齢協連合会加盟高齢協の

2016 年度の総事業高は約 78 億 1000 万円、組合員数は約５万 1200 人にもおよぶ。「寝た

きりにならない、しない」、「元気な高齢者がもっと元気に」というスローガンのもと、介護

事業、高齢者の就労機会の創出、高齢者の生きがいづくりの３つを柱として事業・活動を展

開している。介護事業としては、通所介護（デイサービス、小規模多機能ホーム等）、訪問

介護（ケアプランセンター、ヘルパーステーション、訪問看護ステーション等）に加え、制

度外の宿泊サービスや、配食サービス、送迎事業、相談事業などを行なっている地域高齢協

が多い。連合会全体としての事業高のうち介護保険制度事業収入は 42億円であり、これが

大半を占めている。高齢者の就労機会創出としては、清掃・草刈り・修理・引越しの手伝い

や生活支援を必要としている地域住民と、働きたいという希望をもつ高齢者との間のコー

ディネートを行なっている。生きがいづくりとしては、各種サークル活動や旅行の企画等を

行なっている。 

 「高齢者生活協同組合」という名称からは、「高齢者の、高齢者による、高齢者のための」

協同組合であるといったニュアンスが連想されるが、実際には組合員に年齢制限を定めて

いるわけではない。実際、介護事業等では若年層の就労組合員が存在している。高齢協は、

高齢期の生活をよりよいものにするという共通の目的のもとで、理念に共感する人々が集 
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（万円／人） 

 

 

まって出資することにより形成される協同組合と理解することができる。 

 

(2) 先行研究 

 高齢協の意義については、以下のような研究が既になされている。阿部誠は、定年制の

形骸化も相俟って、我が国の高齢者雇用政策で推進されてきた継続雇用が機能しなくなっ

てきていることを指摘している。その上で、サードセクターにおける高齢者の就労機会創

出に期待し、その一例として労働者協同組合および高齢協を挙げている。特に、社会的ニ

ーズを満たす有用な仕事を、全員の出資・経営によって行う「協同労働」として創出して

いる点で、新たな高齢者就業システムとなる可能性を持っているとしている（阿部誠, 

1999）。このように高齢者の雇用創出という側面から高齢協を取り上げる研究は、その後

ほとんど存在せず、むしろ、社会サービス供給の担い手として、あるいは高齢者の相互扶

助組織としての姿に着目されることが多くなっていく。 

 社会政策的な視点から高齢協を評価するものには次のような研究がある。柳沢敏勝は、

2000年頃から「高齢者が高齢者を助ける」あるいは「高齢者予備軍が高齢者を助ける」相

互扶助の自発的な取り組みが日本において目立って散見されるようになってきたことを述

べ、その一例として高齢協を取り上げている。「高齢者自身が自らの生きる社会の設計図

を描き、自ら実践的に組み立て」ることが、社会政策全体に影響を与えるであろうことを
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図 5-1 日本高齢者生活協同組合連合会加盟団体の総事業高と総組合員数の推移 

（万円／人） 

（出所）連合会総会資料より筆者作成。 
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指摘している（柳沢敏勝, 2003）。高齢者自身の参加という点に着目しているのは、田尾も

同様である。田尾は、超高齢社会において、何らかの問題を抱える「当事者」同士が助け

合う「セルフヘルプ」集団が大きな役割を担うとの主張において、禁酒会やサークル活動

団体等々の多様な事例の一つとして高齢協を挙げている。高齢協とサークル活動団体との

違いについて、高齢協は介護保険制度事業や制度外サービスの提供も行なっていることか

ら、高齢者のより基礎的な生活を支える組織である点を指摘している（田尾, 2007: 86-

69）。 

 実証的なケーススタディとして高齢協を取り上げる研究はほとんどないが、その先駆的

研究は塚本によるものである。塚本は、ペストフの福祉国家論を援用しながら、国家と市

場から相対的に自律した「社会」的領域から自発的に生成されてきた組織として高齢協を

捉えている。そして、消費生協等との比較における高齢者生協の特徴を、以下二点挙げて

いる。第一に、事業が高齢者向けサービスに専門化している点、第二に、サービス提供者

と利用者双方が組織運営に参加できる点である。さらに、アンケート調査を含めた三重県

健康福祉生活協同組合のケーススタディを通じ、高齢協の存在意義を以下三点に整理して

いる。第一に公共政策における高齢者自身の参加モデルを提案している点、第二に労働者

協同組合という運営形態を通じたサービスの質の保証モデル、第三に生きがいづくりの活

動等を通じた高齢者のエンパワーメントである。一方で、実践面での課題についてはサー

ビス供給や組織運営面における組合員参加の低調さを指摘している（塚本, 2000; 塚本, 

2001）。 

 塚本による実証研究から 10年以上の空白期間があるものの、より近年では以下のよう

な研究が存在する。橋本は「ささえあいコミュニティ生活協同組合新潟」のケースを通じ

て、高齢協の実践から得られる示唆を次の三点に整理している。第一に、高齢協は労働運

動や市民運動といった社会運動に根ざしたものであり、社会的使命に根ざした経営を志向

している点、第二に、トップダウン的ではなく事業体に関わる多様な人々の立場の違いを

認め合う規範をもっていること、第三に、事業体としては介護保険事業や障害福祉サービ

ス事業等、公的制度に基づく事業に依存する傾向である（橋本, 2015）。とは言え、介護保

険制度をはじめとする社会福祉領域における民営化の負の側面を考慮すれば、高齢協のよ

うな組織による事業参入は、単なる市場競争とは異なる積極的な意義を見出すことができ

る。橋本が危惧しているのは、高齢協等の組織が公的資金に依存することよりはむしろ、

公的な制度そのものが民間の非営利組織とどのように向き合うのか、という点である。橋
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本は、三重県健康福祉生協を含めた県内の複数非営利組織へのヒアリングを通じ、法改正

の度にボランティア組織への依存傾向を強める介護保険制度そのものの問題点が、民間非

営利組織に与えるインパクトを指摘している。それは、地域での純粋な助け合いが事業化

されるだけではなく、政策のスタンスによって助け合いが「強制化」されていくことへの

危惧である（橋本, 2016; 橋本, 2017）。 

 

(3) 本章の課題 

このように高齢協は、主に 2000年代以降に社会政策あるいは福祉政策との関連におい

て、市民の自発的なサービス供給組織として、同時に、高齢者同士の自発的な助け合いの

組織としての特徴を指摘されてきた。こうした高齢協に関する研究動向において、筆者は

次のような議論を展開してきた。まず、福岡県を拠点とする高齢協である「ふくし生協」

を事例として民主的運営の実態を、参与観察的手法を通じて明らかにしていた（熊倉, 

2014a）。また、事業所レベルで見ていくと、高齢協のメンバーをはじめ地域の高齢者も事

業や活動の運営に参加できるような仕組みが保証されていること（熊倉, 2015b; 熊倉, 

2015d）、そしてそうした仕組みを通じて関係者、特に事業所リーダーが人間的に成長して

いくことに高齢協の意義があると指摘した（熊倉, 2015c）。 

しかしながら従来の研究においては明らかにされてこなかった高齢協の特徴として、次

のことが挙げられる。すなわち、社会運動として発展してきた高齢協の全体像である。第

一に、連合会として発展してきたことの意義が説明されていない。一般的に社会的企業

は、何らかのネットワークの支援を受けつつ発展することはあるものの、基本的には一つ

の団体として発展するものである。しかし高齢協は、その名を冠する連合会というグルー

プ組織として発展してきており、理念は同じくするものの極めて多様な傘下組織によって

形成されている。高齢協が、都道府県ごとの個別の組織としてではなく全国レベルの社会

運動として発展してきたことは橋本や熊倉も強調している点ではあるが、その実態は未だ

明確に提示されていない。第二に、事業所レベルでの実態である。社会的企業は都道府県

という広域において活動するものであったとしても、実際に地域との関係性を構築するに

あたってはより区切られた地理的範囲での活動実態が問われるべきである。熊倉が既に一

つの事例をもって事業所の運営実態を叙述してはいるが、実証データに基づいて高齢協の

事業所が実現してきた地域づくりの実態等々は明らかになっていない。本章ならびに次章

を通じ、こうした研究課題に取り組んでいく。まず本章では、高齢協の社会運動としての



117 

 

展開過程をたどると同時に、連合会としていかに多様な組織を包含しているのかを示す。

その上で、次章において事業所レベルの実態を示していく。 

 

2. 高齢者生活協同組合の理念 

(1) 「高齢者協同組合」構想 

 「高齢者協同組合」という高齢協のもとになったアイディアは、前章で述べた日本労協

連の運動の一部として、1980年代に生まれた。既に述べた通り、日本労協連はもともと、

戦後の失業対策（失対）事業就労者を中心とする労働組合であった全日本自由労働組合

（全日自労）から派生したものである。全日自労は、失対事業の新規就労停止が決定され

て以来、高齢の労組員の雇用を確保するために中高年雇用・福祉事業団という自発的な就

労事業を自らつくってきた。 

1980年代になると、高齢により働けなくなった仲間とのつながりを保つため、あるいは

雇用保障に限らずに高齢の仲間の生活全般に関する不安を労組員の助け合いにより解消す

るための組織の必要性が認識されるようになった。こうしたことを背景として、1986年頃

から三重県で「高齢者協同組合」構想が誕生した。1990年には既に、中高年雇用・福祉事

業団連合会の総会でこの具現化の構想がなされたり、京都・宝塚の事業団では高齢者協同

組合の設立のための基金積み立てもなされていた。その後の総会でも高齢者協同組合構想

が議論され、それが現在の高齢者生協に結びついた。「高齢者協同組合」構想誕生した動

機は、一言で言うならば「失対事業の仲間を死ぬまで守る」 というものであったのであ

る（熊倉, 2014b）。日本労協連運動のリーダーでもあった中西五洲は、当時自身の出身地

である三重県で活動をしており、高齢者協同組合の発案者でもあった。彼は、高齢社会に

おける地域づくりの一環として、高齢の仲間の生活を全般的に支える協同組合をつくるこ

とで安心して暮らせる地域づくりに取り組むことが必要だと予見していた（中西, 2005: 

110-115）。 

 

(2) 全国運動としての発展 

 こうしたアイディアをもとに、1993 年頃から、労働者協同組合連合会による設立運動が

始まった。まず、全国の労働組合や協同組合に、「高齢者協同組合」設立を宣言した。これ

には各所から高い評価と賛同があったという。とりわけ医療生協のリーダーたちが高齢者

協同組合設立運動に参入した。こうした外部からの支援も受けつつ、設立運動をすることに
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なるが、ここで重視されたのは「病院で死ぬということ」という映画の上映会の開催であっ

た。この映画は、山崎章郎氏の小説『病院で死ぬということ』を、日本労協連の企画により

映画化したものであり、老後の生活や死と人間の尊厳をテーマとするものであった。映画上

映会の開催により、高齢者の相互扶助組織の必要さを地域に訴えてきた。1995 年には三重

県で、最初の高齢者協同組合ができ、同年に愛知県や福岡県等でも設立された。当時は生活

協同組合の法人形態をとらず、任意団体として高齢者協同組合を立ち上げていた。任意団体

でもできる事業として、ヘルパー講座を開講し、これにより職員を集めていった。 

ところで同じ頃、我が国では介護保険制度に関する議論が既に始まっていた。当時の厚生

省は 1998年に生協のあり方に関する検討会を組織し、報告書も提出している。これによれ

ば、厚生省は介護保険制度のサービス量を確保するため、民間非営利組織のうち特に生協へ

の役割期待を高めていた。高齢者協同組合に対しても、生協法人をとったらどうか、との提

案があったという。 

 

(3) 事業や組織の多様化 

 そうした社会的期待や、事業基盤の確保という目標も相俟って、2000年の介護保険制度

施行に際して多くの高齢者協同組合が生協法人を取得し、介護保険制度事業に参入した。

これにより、事業規模や組織規模は順調に拡大していった。当初は、ヘルパー講座の修了

者を中心に、訪問介護事業に注力していた。2005年の制度改正では通所介護が制度の中心

となったため、この時期にデイサービスの運営にも着手するようになった。現在ではこれ

らの事業に加え、小規模多機能型介護に取り組んでいる地域高齢者生協も多い。 

 このように介護保険制度事業により事業を発展させてきた高齢者生協であるが、もとの

アイディアである高齢者の就労機会創出や居場所づくりにも同時に取り組んできた。例え

ば、多くの地域高齢者生協は送迎事業も行っているが、これが高齢者の就労機会の創出にな

っている例もある。例えば和歌山県高齢者生協では、送迎事業に 64～73 歳の 29 名の組合

員が従事しており、１日の平均稼動時間２～６時間で月に４～８万円の収入を得ている。 

 近年では、後に述べるように、特に新潟県において市民を巻き込んだかたちでの高齢協運

動が盛んになっている。また、高齢者の生活全般にまつわる地域のニーズを汲み上げること

により、サービス内容は多様化してきている。とりわけ近年では、高齢者の「すまい」づく

りの事例が散見される。例えば三重県では、空きアパートを買い取り、比較的安い賃料で高

齢者に部屋を貸している。愛知県等ではサービス付き高齢者住宅の建設に取り組んでいる。
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また福岡県では、小規模多機能と住宅を統合した施設の建設に取り組んでいる。 

 

(4) 理念の確立 

このようにして全国各地で地域高齢協の事業や活動が活発になっていったが、2009 年頃

から「高齢者生協とは何者か」ということが連合会や各地域高齢者生協のリーダーたちによ

って議論されるようになった。そこで生まれたのが、「３つの協同」というコンセプトであ

った。 

 「３つの協同」とは、働くもの同士の協同、組合員との協同、そして地域との協同である。

働くもの同士の協同は、「協同労働」と言い換えられる。「協同労働」は、労働者自らが出資・

運営に関わる働き方であり、「雇用労働」との対比においては使用者への従属ではない、自

主性をもった働き方と表現することができる。これは中高年雇用・福祉事業団の時代から、

彼らのアイデンティティの中核に据えられてきた労働観である。次に、組合員との協同は、

福祉サービスの利用者を主体とした事業展開を重視することを表している。利用者やその

家族との対話を通じて、地域をよりよくする存在として協同組合が位置づけられている。そ

して最後に、地域との協同は、1995 年に国際協同組合同盟（ICA）によって採択された協

同組合原則の第７原則である地域コミュニティへの関与を反映したものである。いずれも、

協同組合の原則的な機能であると言えるが、高齢者生協がその運動を通じてこうした原則

に立ち返る作業を自ら行ってきたことに意義がある。そして、この「３つの協同」のコンセ

プトをつくり出す過程で、もとは「仲間の生活を守る」という発想から生まれた高齢者生協

が、労働組合の仲間だけではなく、利用者や地域の人々との関与を重視するように変化して

きた点が重要である。 

 このコンセプトの誕生に少なからぬ貢献をしたのは、ある地域高齢者生協の存在であっ

た。それは、2004 年に設立された新潟県高齢者生協である。その特徴は、市民主導の事業

所立ち上げと地域の様々な主体との連携である。新潟県高齢者生協のこうした取り組みは、

従来の高齢者生協運動にないものであったが、市民主導の協同組合運動は、高齢者生協をそ

の原点に立ち戻らせるような、大きなインパクトを持っていたのである。 

 ここまで述べてきた高齢協運動の展開について、次節では３つの事例を挙げながら地域

高齢協のより具体的な組織像をみていく。第一、に全国に先駆けて立ち上げられた三重県の

ケースを通じて、個別の地域高齢協がどのように事業を多角化させていったのかを検討す

る。第二に、地域高齢協で最も規模が大きく、介護事業での成功事例とみなせる福岡県のケ
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ースを通じて、労働者協同組合としていかなる組織運営をしているのかをみていく。そして

最後に、上述の新潟県のケースを通じて、運動の初期に誕生したものとは異なる新たな地域

高齢協の姿を概観したい。 

 

3. 地域高齢協のケーススタディ 

(1) 三重県健康福祉生活協同組合：事業多角化の例 

(a) 概要 

 三重県を活動範囲とする地域高齢協である三重県健康福祉生活協同組合は、全国で最初

に設立された地域高齢協である31。2013年度時点で事業高は 1億 8千 998万円（うち、介

護報酬は約１億 4千 700万円）、出資金 844万円、組合員数 1,618人、職員数 57人（うち、

常勤職員 19人、非常勤職員 38人）である。 

 2014 年時点で事業所は３カ所ある。事業内容は、居宅介護支援、訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与・販売、障がい者の居宅介護・重度訪問介護である。また、移動支援、福祉有

償運送、有償ボランティア、軽度生活支援事業も行っている。介護保険制度を利用した高齢

者ケアだけでなく、障がい者のケアや、制度外の生活支援を行っている。 

 

(b) 設立から介護保険制度施行まで 

1994 年頃から設立準備が始まり、1995 年２月に設立総会を開催し、同年 8 月に三重県

より消費生活協同組合法人の認可を受けている。設立当初の組合員数は 1,199人であった。

事業は、ホームヘルプサービス、配食サービス、住宅の修理などの住関連サービスであり、

1995年度で約 1,122万円の総売上高を計上している。同時に、組合員活動として郷土研究

サークル、相談事業、支部をつくるための懇談会の開催を行っていた。翌年 1996年からは、

新たな事業として、近隣の病院の清掃事業の請負や、店舗販売事業を開始した。1997 年に

は、県下のボランティアグループとの連携も必要とし、「在宅福祉ネットワーク」を結成し

た。 

その後、介護保険制度の担い手に関する議論が全国的に盛んになってきた1998年からは、

ヘルパー講座を開講した。1999 年には、特別養護老人ホームをつくることを最終目標とし

て社会福祉法人も設立している。この頃から、制度を利用した事業展開が意識されるように

                                                   
31 三重県健康福祉高齢者生活協同組合に関する記述は、筆者が関西大学橋本理教授らと

2014年８月６日に行なったヒアリング調査ならびに熊倉(2015a)をもとにしている。 
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なったと言うことができる。同時に、在宅複合型施設を設置した。組合員数は 1999年度で

1,345人、総事業高は 7,299万円と、順調に推移してきた。 

 

(c) 介護保険制度施行後の展開 

 介護保険制度が施行された 2000年以降、事業展開に変化が見られる。それまでは、有償

ボランティアによるヘルパー派遣や組合員活動を中心としていたが、この頃から介護に関

連する諸制度に依拠した事業が中心となっていく。2000 年には県下に支部をつくり、そこ

にも介護保険事業所を設置した。2003年には地域福祉事業所を開設した。2004年には道路

運送法改正により、それまで行っていた輸送サービスは福祉有償運送に移行した。2006 年

には、商店街の空き店舗を活用し、デイサービスを開所した。そして、介護保険事業以外の

いくつかの事業は、関連組織へ移管されることとなる。2003年には配食サービスを、2004

年には病院清掃事業を、関連組織に移管している。 

 このように介護保険制度事業に徐々に特化するように事業内容は変化してきた。しかし、

2005 年の介護保険制度改正により、再び事業展開に変化が起こる。第一に、この頃から組

合員活動が充実すると同時に、組合員に限らず、地域のイベントの企画や参加もするように

なった。第二に、2005 年の制度改正により訪問介護サービス供給量が縮小するなど経営難

を経験し、2006 年には障がい者の訪問介護事業を開始した。制度利用事業の開始より漸進

的に事業規模を拡大してきたが、2005～2008年には事業高が停滞し、赤字経営に陥る傾向

にあった。三重県健康福祉生活協同組合の財政状況の変化については、図 5-2 の通りであ

る。 

 2009 年には経営難となっていた支部の居宅介護支援を休止し、翌年 2010 年には支部を

廃止した。2011 年度の総代会では、「原点に戻り、高齢協運動を継続していこう」 という

方針が掲げられる。このことは、介護保険制度施行以来、制度事業に傾注してきたことによ

る弊害が認識され、事業ではなく運動としての原点を見つめなおす、という意味があったと

言える。そしてこの頃から、介護保険制度や障がい者支援制度などの制度に依存する事業だ

けではなく、独自事業が展開されるようになる。第一に、2012 年には、主に低所得者向け

の賃貸住宅の設立準備会を立ち上げ、2013年に運営を開始した。第二に 2014年現在では、

2003 年から行ってきた福祉用具の貸与・販売事業を発展させ、中古の福祉用具をメンテナ

ンスした上で販売する古物商を開始しようと議論がなされている。 

 三重県健康福祉生活協同組合の事例からは、介護保険制度施行によって事業基盤を確立 
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図 5-2 三重県健康福祉生活協同組合の財政推移                        （万円） 

 

（出所）三重県健康福祉生活協同組合総代会資料より筆者作成。 

 

したことと同時に、制度に左右される事業展開を回避するために多様な事業への参入を検

討しているという地域高齢協の実態が垣間見える。 

 

(2) 福岡県高齢者福祉生活協同組合：組織運営の実態 

(a) 概要 

 福岡県高齢者福祉生活協同組合は、全国の地域高齢者生協 のうち、事業高・組合員数と

もに最大である32。組合員数 5,065、事業高は約 13億 6千 5 百万円、職員数は 639 人であ

る（2012 年度）。1995 年に設立された。労働者協同組合による高齢者生協設立運動の理念

に共感した県下の人々が中心となり、県各地に事業所を設立してきた。生協法人を取得した

のは、1999年である。県下に 18の事業所があり、ケアプランセンター、デイサービス、ヘ

ルパーステーション、小規模多機能ホーム、訪問看護ステーション、短期宿泊、相談事業、

配食等を行っている。さらにこの地域高齢者生協の特徴として、「生協ホーム」と呼ばれる

住宅施設をデイサービス等と併設することにより、「24 時間 365 日のケア」を志向してき

たことが挙げられる。 

 理念として協同組合原則を掲げているだけではなく、組織独自の憲章をもっている。その

内容は下記の通りである。すなわち、①当事者の尊厳と自立を高める介護の実践、②基本的

                                                   
32 福岡県高齢者福祉生活協同組合に関する記述は、筆者が 2014年２月 17～21日にかけ

ておこなったヒアリング調査ならびに熊倉(2014b; 2015a)をもとにしている。 
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人権の尊重、③環境と平和、④人間らしい働き方の実現、⑤民主的組織運営と「仲間づくり」

である。こうした憲章の作成は、組織自らの役割の確認や従業員教育への積極的な姿勢を裏

付けているものと考えられる。 

 

(b) 地域高齢協の組織運営 

 組合員から選出される総代による年１回の総代会が最高の意思決定機関となっている。

消費生活協同組合法では、500人以上の組合員を有する組合は、総会に代わり総代会を設け

ることができる。組合員のうちから選ばれた総代の定数は、組合員総数の 10分の１以上と

定められる（第 47条）。そして、総代会の決議を必要とする事項は、定款の変更、規約の設

定・変更・廃止、組合の解散・合併、毎事業年度の事業計画の設定・変更、収支予算、出資

一口の金額の減少、組合員の除名・役員の解任等である（第 40条）。 

理事会では、各部門の事業報告、決算報告、各事業所の動向等について情報共有し、総代

会で決定する基本方針等が議案となっている。また、理事長による意思決定のサポートとし

て、三役会議が月に一度開催される。理事長、専務理事、理事（６名）、本部事務局（２名）

で構成される。筆者がオブザーバー参加した際には、本部事務局による組合員活動や決算等

の報告に加え、2015 年度の介護保険制度改正にむけた問題意識の共有がなされていた。こ

れにおおよそ２時間半をかけていた。ちなみに、この高齢者生協の本部事務局は、「組織・

運動」、「事業・経営」、「管理・運営」の３分野に分かれる。後にいくつかの事業所の運営に

ついて述べるが、事業所で行われる会議にも、内容に応じては事務局から担当の職員が参加

しているものもあった。 

日常業務の意思決定は専務理事を中心になされるが、その意思決定のサポートとして常

勤理事会議が週に一度開催される。専務理事、理事（６名）、本部事務局（４名）で構成さ

れる。今回オブザーバー参加した際には、介護保険制度の 2015年度改正が事業に与える影

響といった議題を中心に議論されていた。月に一度の事業所長会議も開催される。専務理事、

全事業所所長、本部事務局、一部の職員で構成される（計 27名）。本部事務局から分野別の

現況報告がなされる。今回オブザーバー参加した際には、近々行われる全国的なイベントの

打ち合わせも議題に含んでいた。また、常勤者会議等を通じ、執行部レベルで共有した介護

保険制度改正の課題と事業の方向性についても、ここで共有された。事業所長会議は、午前・

午後にわたって合計６時間かけて行われていた。 

「介護実践」研究会も月に１度開催されている。この研究会には、事業所長らや事務局の
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みならず各事業所から１、２名の職員も参加していた。介護を取り巻く情勢や報道記事の共

有、あるいはイベントの企画等が、約 1時間半かけて話し合われていた。この研究会には、

現場の職員を交えて事業を取り巻く制度や環境の変化について情報を共有することで、今

後の事業運営方針を頻繁に全員で確認する役割がある。 

 

(c) 事業所の組織運営 

 A事業所の例をとって、事業所レベルの運営をみていく。組織図は、図 5-3の通りであ

る。宅老所は、「第１」、「第２」、「第３」と呼ばれ、それぞれに特徴がある。「第３」は要

介護度の低い利用者が多く、責任者含め職員は３名程常駐している。「第１」は管理者含

め介護員３名と看護師 1名が常駐している。利用者は 12から 13名程度、要介護度５の利

用者もあり、平均年齢は 90歳くらいであるという。朝９時から夕方５時までのデイサー

ビスを行っている。「第２」は３つの宅老所の中で最も規模が大きく、宿泊も可能であ

る。職員は責任者１名、管理補佐２名、介護員２名（うち１名が非常勤）、看護師２名、

シフト制で必ず５名程が常駐することになっている。また、事業所の事務室もこの宅老所

内に設置されており、事務員１名他、清掃担当の職員１名がいる。利用者は１日平均 15

から 20名程である。３、４名分のベッドが配置してある少人数部屋が７部屋程ある。こ

こでは宿泊も可能である。宿泊は、組合員価格で一泊 2,500円である。「第１」、「第３」

のデイサービスに出掛ける利用者も多い。 

 事業・組織の運営は事業所長を中心にして行われている。その他、７つの部門（居宅介

護支援部門、訪問介護部門、「第１～３」宅老所部門、看護部門、総務部門）ごとに責任

者および責任者補佐を配置している。事業運営は、下記の通りである。まず全職員会議が

あり、これが事業所運営の重要事項についての協議体となっており、年度総括、方針、予

算、事業所長や各責任者人事の確認、賃金や労働条件の検討を行う。開催頻度は年２回で

ある。次に、ワーカー代表者会議がある。年４回開催され、全職員会議で選出された８名

程度のワーカー代表者と事業所長で構成される。全職員会議の定例開催の空白期間におけ

る重要な意思決定についての協議体として位置付けられる。その他に、部門責任者会議

（不定期）、事業所常勤者会議（原則月１回）、ヘルパー会議（原則月１回）、宅老所会議

（月１回）、宅老所運営会議（月１回）、そして居宅・在宅それぞれの職場会議（月１回）

と、定期的に職員が事業運営に関わる機会が設けられている。さらに、月に一度の学習会

もあり、ここでは介護技術等の様々なテーマについて各職員が事前に調べ報告する。 
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図 5-3 A 事業所の組織図 

 

（出所）A 事業所提供資料より一部省略し、筆者作成。 

 

(d) 組織運営の特徴（１） 

 特徴として挙げることができるのは、第一に、地域高齢協が協同組合であるがゆえに介

護労働者が出資を通じて運営に参加している点である。この地域高齢協の一口の出資金は

5,000円である。出資金総額は、2013年 1月現在で約３億 1,400万円である。上述の事業

所の事業所出資総額は約 5千 9百万円であり、このうち職員による出資額の累計は約

4,000万円となっている。他の労働者協同組合も同様であるが、一口の出資額に給与から

の増資をすることにより、職員は給与の２カ月分を出資額の目標とすることとなってい

る。職員が給料の２カ月分を出資するという目標は、以下の効果を狙っているとのことで

ある。第一に、介護報酬を事業所が受け取るまでのブランクを埋めることである。第二

に、職員による事業の所有意識を高めることである。協同組合なので一人一票の原則があ

り、出資の多寡によって権限が減増するわけではない。しかし出資することにより、自分

の組織／企業であるという意識が芽生える効果が期待される。一般の組合員と職員である

組合員の出資額をできるだけ均衡させることにより、職員の事業に対する所有の意識を高

めようという工夫がなされているのである。さらに、先に述べたような各種会議を通じ

て、事業運営への参加の権利が保障されている。 
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 また、通常、生協では職員は必ずしも組合員である必要はなく、職員は生協に雇用され

るかたちになる場合もある。よって、労働者協同組合としてのアイデンティティをもつ高

齢者生協では、積極的に職員の処遇改善に取り組まれ、労働者の主体性が発揮されている

場合に、一般的な生協との比較における特徴が明確となると言える。 

 

(e) 組織運営の特徴（２） 

 特徴の第二は、労働者が参加する多くの会議が設置されていることにより、労働者自ら

が処遇改善を推進していくことができる点である。2010年時点での上述の事業所職員給与

内規によれば、給与は基本給・職責手当・資格手当（・調整手当）によって構成される。

常勤職員の給与は、以下の通りである。初任基本給は月額 14万円である（2014年現在は

14万 5,000円）。職責手当の月額は、部門責任者や事業管理者で２万 5,000円、部門責任

者補佐で１万円等と定められている。資格手当の月額は、看護師・准看護士・介護福祉士

で 5,000円、介護支援専門員で２万円等となっている。その他、扶養手当として配偶者や

子どもの有無に応じた手当、通勤手当、宿直手当、夜間対応手当がある。また、一時金も

ある。原田らによる労働者協同組合事業所調査によれば、介護分野での給与の平均月額基

準額は 17.7万円であり、地域の最低賃金も加味する必要があるとは言え、この事業所の給

与は低い水準にあると言える（原田, 2013）。また、事業所のある宅老所の管理者補佐の 1

日のスケジュールをヒアリングした結果、昼食時に 30分程度の休憩は必ず確保されてい

るものの、日中勤務の場合で 8:00から 17:00まで、仕事が山積している。仕事内容は、職

員間での申し送り、清掃やベッドメーキングの指示出し、翌日の送迎スケジュールの作

成、業務日誌の作成、フロア見守り、他の宅老所からの利用者受け入れ、利用者のトイレ

誘導・レクリエーション参加・食事介助・口腔ケア・着替え等である。 

しかし、介護職員の労働環境の厳しさは、労働者協同組合や高齢者生協に限ったことで

はない。原田は、労働者協同組合の賃金水準の低さの要因の一つとして、低賃金にならざ

るをえない雇用環境があることを指摘している。民主的合意形成にかかる時間や労力がマ

イナスに働くという可能性も一般論として認めつつ、社会環境要因による賃金の低さも加

味しなければならない、との指摘である 。例えば、介護労働安定センターの調査によれ

ば、2012年時点で介護職員の平均月収は約 19.3万円、看護職員で 26.1万円である 。ま

た、例えば 2009年度の介護報酬改定では、制度施行後初めて介護報酬が３％引き上げと

なった。しかし実態としては、引き上げ部分は職員の給与ではなく、事業所の資金繰りに
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充てられることが多かったとされる 。ただでさえ介護報酬引き上げの機会は少なかった

が、それが実現したところで職員の処遇改善には結びつかなかったのである。それにもか

かわらず、介護職員の離職率は年々低下傾向にある。2005年では 22.6％であったもの

が、2008年には 21.9％、2012年現在では 18.3％となっている 。そして介護関係の仕事

に就いている人の 55.7％は、就業継続意思について「働き続けられるかぎり」続けたいと

答えている。一方で、労働条件についての不満等をみると、「仕事内容のわりに賃金が低

い」43.3％、「人手が足りない」42.4％、「有給休暇が取りにくい」36.6％といった回答に

加え、「身体的負担が大きい」30.0％、「精神的にきつい」27.8％等の回答が挙げられてい

る（原田, 2013）。身体的・精神的ともに負担の大きい仕事であるのに、賃金は労働者自身

が思うようには上がらないのである。 

 こうした賃金の低さの外部要因を急進的に改善することは困難であると言わざるをえな

いが、この事業所では、職員の意見を反映するような処遇改善が試みられている。例え

ば、2011年度の全職員会議で出された労働条件・給与改善の内容が、2013年のワーカー

代表者会議および全職員会議において決議されている。その内容は、定期昇給制の導入

や、非常勤職員の経験加算、一時金の増額、５日程度の連続休暇取得の奨励、子育て支援

のための「託児・学童保育」の実施、休憩時間確保のための実態調査等改善策の継続的な

検討である。また、福岡県高齢者福祉生活協同組合全体をみると、事業所ごとに職員の賃

金や労働条件は著しく異なっていたという。しかし、2009年度から「最低給与保証制度」

や「一時金の統一化」、そして「キャリアパス制度」の導入がなされている。こうした制

度導入を牽引してきたのもこの事業所であった。これは、事業所の経営業績が他の事業所

と比較して高かったために、処遇改善が可能であったとされる。他方では、先に述べたよ

うな全職員会議による職員・現場の意見を汲み上げる仕組みがあったことが、労働条件改

善に役立っている。 

介護労働の一般的な現状と同様に、「そこで働かざるをえない」ので就業しているとい

う職員の存在がある可能性は否めないだろう。しかしこの事業所職員の中には、次のよう

なケースも見られた。ある宅老所責任者の女性の場合、出産・子育ての際に休暇がとりや

すかったことや、それにかかる費用を事業所の互助会（貸付事業）から捻出できた、とい

うメリットが聞かれた。また、清掃担当の男性は、もともと介護職員であったが、脳梗塞

で倒れ一時期休職していた。復帰後は、勤務時間を減らしたり、仕事内容を変えて引き続

きその事業所で働き続けることができたという。こうした職員の事情に合わせた働き方
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は、一方でそれ以外の職員への負担を増加させる可能性もあるだろう。しかし、この点に

ついて職員らに質問をすると、「皆で助け合うことが必要」であるとする職員が多かっ

た。職員の事情に合わせた働き方を、職員同士でカバーし合いながら実現していくこと

で、仕事そのものよりも、そこで「働き続けたい」という事業所への帰属意識や職員同士

の連帯感が高まっているものと考えられる。 

 

(3) ささえあいコミュニティ生活協同組合新潟：新たなタイプの地域高齢協 

新潟県を活動範囲とするささえあいコミュニティ生活協同組合新潟は、先述のような日

本労協連などが展開してきた映画上映会を契機とした地域高齢協づくりを試みたが二度失

敗している。しかし新潟市を中心とする市民運動家たちの努力によって、三度目の試みで

2005 年に任意団体として事業を開始した。初代理事長は長野県出身で「地域医療」のパイ

オニアとしても知られた黒岩卓夫氏が務めた。生協法人を取得したのは 2006年であり、地

域高齢協の中では比較的新しいものとみなされる。介護事業だけではなく、若者の就労支援

にも取り組んでいる（橋本, 2015）。 

先にも述べたようにこの地域高齢協は、高齢協運動のひとつの転換点をつくった。2011

年に立ち上げられた事業所「ささえ愛下山」は、市民主導の事業所立ち上げの一つの事例で

ある。設立後 5 年目頃に、介護施設の少ない地域に小規模多機能型施設が必要と考えた地

域の女性 4 名から、高齢者生協に問い合わせがあった。それまでは理事会主導で各地域に

年に 3カ所くらいずつ事業所を設立してきたため、事業はとても多忙なものになっていた。

そこで、この時には問い合わせてきた女性 4名に、自ら事業所立ち上げをしてはどうか、と

提案したという。土地探し、家探し、資金集め、人集め等、この女性 4名が中心に行い、高

齢者生協はそのサポートをする役割となった。この女性 4名は、「株式会社だったらやらな

かった。生協でやることで、自身も参加できることが興味深かった。」と話しているという。

こうした経験から、新潟県高齢者生協は、市町村からの小規模多機能型介護施設の公募に積

極的に応募し、契約をとってから、地域の人々に事業所立ち上げへの参加を呼びかけるとい

う手法をとっている。 

また、新潟県高齢者生協のもう一つの特徴は、介護分野に限らない複合的な事業展開をし

ている点である。医療法人や一般社団、フードバンク等の多様な事業を、他の組織との連携

によってつくりあげてきた。このことの基礎になったのは、2008年に開催された「いま『協

同』を拓く 2008全国集会」という労働者協同組合連合会を中心とするイベントであった。
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この全国集会の実行委員会には、労働者協同組合や高齢者生協の関連組織のみならず、新潟

県総合生活協同組合や、NPO協会、労働者福祉協議会、労働組合、労働金庫、環境保全連

絡団体等、多様な団体が名を連ねている。こうしたネットワークを基盤として、新潟高齢者

生協は地域の福祉の受け皿となりつつあるという。 

このような新潟における活動の展開は、それまで単協主導で介護保険事業に注力してし

まいがちだった従来の地域高齢協とは異なり、市民主導の事業所立ち上げという新たなモ

デルを構築したのであった。 

 

4. 高齢協運動の全体像 

(1) 地域高齢協の多様性 

 前節ではいくつかのケースを挙げて、地域高齢協の組織特性を断片的にみてきた。前二者

は初期の運動によって生まれた典型例であり、その設立は日本労協連の関係者が多く関わ

っていたものである。一方、最後に挙げた新潟県の事例は、市内の様々な市民運動家による

熱心な設立準備運動を通じて設立された地域高齢協である。ここでは、初期に生まれた地域

高齢協とは異なる事業所立ち上げの方法等が編み出され、それによって高齢協運動はます

ます多様なものになってきた。また、新潟では高齢者介護事業だけではなく若者の就労支援

を行なっていることに触れたが、例えば愛知県の地域高齢協では在日外国人に対する就労

支援を含めた生活面のサポートを行なっている事業所も存在する。こうした多様な地域高

齢協の姿は、各組織が地域の資源を動員しながら、地域のニーズに沿って発展してきたこと

の証左である。 

 事業内容だけではなく、地域高齢協は事業・組織の規模でみても多様であることがわかる。

図 5-4、5-5、5-6はそれぞれ、日本高齢協連合会に加盟している地域高齢協の事業高、組合

員数、そして職員数を示したものである。福岡県や兵庫県では、高齢者介護事業を中心にし

て大規模な生協を形成する傾向がみられる一報で、三重県や愛知県では規模の拡大を志向

せずに小規模地域に活動範囲を限定しているかのような傾向がみられる。 

整理すると、地域高齢協は次のような軸をもってその多様性を表現することができる。第

一に、日本労協連関連団体のイニシアティブによって設立され発展したもの（三重、大阪、

愛知等）と、地域生協や他の市民団体等のイニシアティブによって設立され発展したもの

（福岡、和歌山、新潟等）の二つに分類することができる。第二に、このようなアイ 
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（出所）日本高齢者生活協同組合連合会第 13 回通常総会資料より筆者作成。 

 

 

 

（出所）日本高齢者生活協同組合連合会第 13 回通常総会資料より筆者作成。 
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図 5-4 全国の地域高齢協の事業高(2013 年度、万円) 
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（出所）日本高齢者生活協同組合連合会第 13 回通常総会資料より筆者作成。 

 

デンティティの違いに加え、事業や組織の規模について拡大志向をとるもの（福岡、兵庫等）

とそうでないもの（三重、愛知等）に分けることができる。第三に、高齢協の事業の３つの

柱である介護（福岡等）、高齢者の就労機会の創出（和歌山等）、生きがいづくり（東京等）

に加え、障がい者支援（三重、愛知等）や若者就労支援（新潟等）といった事業内容のどこ

までその多角化を進めるかによっても大きな違いが見られる。 

 

(2) 全国展開をしている運動体としての高齢協 

 このように極めて多様な発展をとげてきた地域高齢協であるが、全国展開されている高

齢協運動としての姿はどのようにして理解すべきであろうか。関係者らが使用する「高齢協」

という言葉が形成された背景には、以下三つのステップがあったと整理することができる。

第一に、高齢者はケアを受けるだけの存在ではなく高齢社会を創造していく当事者である

との理念に基づき、同じ目標や共通の利益に向かって当事者らが自発的に団結するアソシ

エーションとしての高齢者協同組合というコンセプトがあった。その発展の方向性は、地域

ごとに自由に決定できるという柔軟なものであった。第二に、上記のような歴史を辿りなが

ら、多くの地域高齢協は消費生活協同組合という法人格をもつようになった。さらに、現在

の当事者（「高齢」になった者）と未来の当事者（「若者」や「中高年」）が一緒になって、
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図 5-6 全国の地域高齢協の職員数(2013 年度、人) 

岱ふ*-o/< 羨衣ふ~%~り貪ぷ~~~~)念虐袋\'v'~ぶぷぷ．念
染 え応疇ゃ 令

■ ■ 



132 

 

高齢になっても住みやすい地域社会を創造しようとする人々の集団を全国各地に形成して

きた。そして第三に、2001 年に連合会が設立された。これまでの歴史の中で、連合会から

脱退したり、あるいは新たに加盟した地域高齢協もある。「高齢協」とは、こうした運動の

総称であり、愛称であると言えよう。重要なのは、その基礎になったコンセプトであり、各

地の高齢者協同組合運動が地域の人々に対して拓いた可能性とは何であったか、という点

が今後明らかにされるべきである。高齢協運動は、高齢期というテーマを題材として、人々

が暮らしたいと思う地域を自ら考えつくり出すことを促す基盤となる組織を全国につくり

だしてきたのである。 

また、2001 年に設立された高齢者生協連合会と地域高齢者生協との連携も、彼らの運動

に厚みをもたせてきたと言える。高齢者生協は、地域高齢者生協にイニシアティブがあり、

それゆえに各高齢者生協は多様に発展してきた。同じ生協法人であるとはいえ、消費生協の

購買事業と比較すると、高齢協の福祉事業は全国的に統一した商品の開発や流通をするこ

とが難しく、それゆえに連合会に加盟し、全国組織としてつながることの意義が、地域高齢

者生協からは見出しづらかったかもしれない。しかし、高齢者生協連合会は、高齢者の生活

を豊かにするという大きな目標のもとにある組織としての連帯感を地域高齢者生協に認識

させるような役割を担ってきた。特に、年３回のブロック会議の開催は、各地域高齢者生協

のリーダーと、次世代のリーダーすなわち若い職員が他地域と交流し、学びあう場となって

いる。特に和歌山では、設立当初から 25～30歳くらいの若い職員を役員に据え、高齢者生

協づくりをしてきたが、現在では大阪や兵庫の高齢者生協との合同の研修会を通じて若い

職員同士が学びあう機会が確保されているという。今後は、こうしたネットワークを活用し

ながら、各地域高齢者生協がそれぞれの得意分野に関する情報を発信し、連合会を通じて各

地の経験を共有できるような仕組みが必要と考えられている。 

 高齢協運動は、とりわけそのコンセプトが高齢者の就労の場づくりの中から誕生したこ

とに由来し、伝統的には高齢者の仕事づくりが重要視されていた。介護保険制度事業への参

入は、市場での競争に巻き込まれることを意味し、高齢者生協の存在意義や理念を曖昧にさ

せる要因となっていた。しかし、職員の経営参加や地域の人々を巻き込んだ事業所立ち上げ

等を通じて、高齢者生協は「仕事おこしだけ」、「介護だけ」でない、高齢者の生活の質の向

上に総合的に取り組める稀有な存在として発展してきたのである。 
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5. 小括：高齢者生活協同組合に関する研究課題 

 本章冒頭で述べた高齢協研究の課題のうち、本章ではまず全国規模の運動として発展し

てきた高齢協運動の全体像を俯瞰すると同時に、連合会の存在意義についても触れた。高齢

協は、本章で福岡県の事例をもって述べたように、協同組合原則に基づく組織運営を忠実に

守っている協同組合運動の一つである。しかしながら、地域によって極めて多様な活動を展

開してきたことから、つかみどころのない運動と捉えられることもあった。しかしその多様

性は、高齢者の生活の質改善という基礎的な理念のもとで、地域のニーズに沿って、さらに

地域の活動家たちの自発性や自主性を原動力として発展してきたからこその特徴であると

いうことがわかる。 

全国の地域高齢協の総事業高に占める介護保険制度事業の比率が約半数を占めているこ

とからも、高齢協運動の事業面での基盤は高齢者介護事業であることは明らかである。そう

した事業特性ゆえに、連合会として全国的なネットワークを組んでいるにもかかわらずそ

のメリットを活かせない部分も多かった。しかし、現状としては連合会が存在することによ

り地域高齢協のリーダー等の人材育成といった中間支援的機能を今後発展させていく素地

があるということは、多くの非営利組織にはない特徴であるとみることができる。 

次章では、本章でも明らかにすることができなかったもう一つの研究課題である、小規模

地域レベルでの実態、すなわち事業所レベルで地域高齢協の活動家たちがどのように地域

づくりにかかわっているのかを検討していく。 
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第６章 高齢者生活協同組合の現状と課題 

    ―現場リーダーが抱える問題を中心に― 

 

1. アンケート調査概要 

(1) 調査目的 

 前章で見たように、高齢者生活協同組合（以下、高齢協）は労働者協同組合運動という

社会運動の系譜を汲んで発展してきた。運動としていかなる理念をもって展開されてきた

ものであるかは前章を通じて記述することができたが、翻ってみると、全国規模で展開さ

れてきた高齢協運動の断片的な情報をもってのみ高齢協の活動の意義や社会的インパクト

が語られてきたとも言える。言い換えれば、それを社会的企業として評価できるだけの実

証データは従来の研究においてはほとんど提示されてこなかった。 

ここでは、焦点を各都道府県で活動している高齢者生協（以下、地域高齢協）の活動よ

りもさらにブレイクダウンし、全国に存在している事業所、すなわち市区町村レベルでの

活動の実態を客観的に示すことを目的としたアンケート調査の結果を提示する。なお、本

章の図表中において調査項目を文意を変えない程度に一部省略して表記している場合があ

る。実際の調査項目は巻末の資料「アンケート調査票」を参照されたい。 

 

(2) 調査方法 

① 調査対象 

日本高齢者生活協同組合連合会（以下、高齢協連合会）に加盟している地域高齢者

生協の全ての事業所。回答対象者は、「事業所の責任者（いわゆる事業所長等）にあ

たる方」として依頼した。 

② 調査方法 

オンライン調査 

③ 調査期間 

2017年６月 30日～８月 31日。 

当初の締切を８月 11日と想定していたが、同日における回答数が 68事業所であっ

たため、回答期限を延期すると同時に、高齢協連合会事務局から各地域高齢者生協の

理事らを通じて各事業所への調査協力依頼を再度行なった。 
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(3) 調査内容 

 まず高齢者生協連合会に依頼し、各地域高齢者生協の理事代表に調査への協力ならびに

各事業所の回答対象者へ、アンケートの趣旨ならびに回答方法に関する注意事項とともに

アンケートフォームを転送して頂けるよう依頼した。同時に、全国の全事業所数を把握する

ことを目的に、理事らから各高齢者生協の事業所数情報を提供して頂いた。各事業所の回答

対象者には、オンライン上のフォームを通じて回答して頂いた。 

 

(4) 主な調査項目 

 回答対象者は介護等の福祉事業所の長であり多忙を極めていることから、調査項目数を

最小限にすると同時に、可能な限り選択肢化し、回答の容易さを重視することとした。調

査項目は、以下の通りである。 

① 事業所概要 

・設立年月や設立に携わった人々の属性 

・年間事業高や事業内容          等 

② 事業所の就労者に関する調査項目 

・就労者数、就労者の性別、年齢構成 

・就労者に占める非組合員の数       等 

③ 回答者自身の属性等に関する調査項目 

・回答者の前職を含む属性 

・就職から事業所リーダーになるまでの期間 

・事業所リーダーが従事している仕事の幅  等 

④ 回答者がリーダーとして抱える困難等に関する調査項目 

・困難に感じていること 

・困難解決のための関係者との連携     等 

 

(5) 回収率 

 そもそも全国にある高齢者生協の事業所の総数データも存在しなかったが、今回の調査

により総数は 173事業所存在するということがわかった。そのうち、92事業所から回答

を得た（有効回答率 53％）。事業所の定義は各地域高齢者生協により異なるため、当方で

無理に規定することは避け、各事業所の判断に委ねることとした。多くは、活動範囲とし
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ている都道府県をいくつかのエリアに区分し、各エリアに複数施設を運営しているとして

も１事業所と識別しており、このエリアごとの事業所長がアンケートに回答していた。た

だし、介護保険制度に基づく事業所は取り扱うサービス内容ごとに指定されるため、この

規定に基づいて一つの指定事業所の管理者が回答している地域高齢協もあった。また、あ

る地域高齢協では、県下の複数エリアに事業所を構えているとしても実質的には一人のリ

ーダーがマネジメントの責任を担っている等の理由から、専務理事がアンケートに回答し

ていた。 

 回答のあった事業所の全国分布は図 6-1 ならびに表 6-1 の通りである。事業や活動が比

較的活発に行なわれている地域高齢協からは回答を集めることができたが、地域高齢協に

よっては実質的にほとんど活動していないところがあったり、あるいは事業運営で手一杯

といった理由でアンケートへの協力を拒否されるものもあった。 

 

 

図 6-1 回答のあった事業所の全国分布 
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表 6-1 地域高齢協ごとの回答数と回収率 

団体名 事業所数 回答数 回収率 

生活協同組合北海道高齢協 8 0 0% 

青森県高齢者福祉生活協同組合 1 0 0% 

岩手県高齢者福祉生活協同組合 6 6 100% 

宮城県高齢者生活協同組合 8 5 63% 

山形県高齢者福祉生活協同組合 6 5 83% 

ふくし生協さいたま 2 0 0% 

生活協同組合・東京高齢協 17 0 0% 

神奈川高齢者生活協同組合 13 0 0% 

ささえあいコミュニティ生活協同組合新潟 15 15 100% 

長野県高齢者生活協同組合 34 8 24% 

愛知県高齢者生活協同組合 5 5 100% 

三重県健康福祉生活協同組合 1 1 100% 

大阪高齢者生活協同組合 6 3 50% 

京都高齢者生活協同組合くらしコープ 3 3 100% 

兵庫県高齢者生活協同組合 1 1 100% 

和歌山高齢者生活協同組合 13 11 85% 

岡山県高齢者福祉生活協同組合 3 3 100% 

ひろしま高齢者生活協同組合 1 0 0% 

香川県高齢者生活協同組合 3 3 100% 

高知県高齢者福祉生活協同組合 8 8 100% 

福岡県高齢者福祉生活協同組合 16 15 94% 

生活協同組合・沖縄高齢者協同組合 4 0 0% 

計 174 92 53% 
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2. 全国の事業所像 

(1) 事業内容 

 各事業所が取り組んでいる事業内容は図 6-2の通りである。介護保険制度事業に取り組

んでいる事業所が大多数であるが、そのうちでもっとも多いのは「訪問介護」（16%）や

「デイサービス（通所介護）」（15%）である。同時に、ボランタリーな事業として介護保

険制度外の高齢者介護（「介護保険制度外の生活支援サービス」10%、「介護保険制度外の

宿泊サービス」6%）にも一定程度の事業所が存在している。他方、高齢者生協の理念とし

て標榜されている「高齢者の仕事おこし」に取り組んでいるとする事業所は全体の 4%ほ

どしかないことがわかった。 

 

図 6-2 取り組んでいる事業内容 

N=92                                 （回答数） 

 

 

25

2

2

2

3

3

4

4

5

6

9

10

16

15

18

26

26

37

40

その他 解答数が１だったもの
居宅介護支援事業

福祉用具貸与
訪問看護

サービス付き高齢者住宅の運営
介護老人福祉施設

居宅介護支援事業所
居宅介護支援

サークル活動のオーガナイジング
就労支援関連事業

配食サービス
高齢者の仕事おこし

地域の高齢者が定期的に集まれる場づくり
介護保険制度外の宿泊サービス

小規模多機能型居宅介護
介護保険制度外の生活支援サービス

障がい者福祉関連事業
デイサービス（通所介護）

訪問介護

その他（自由記述） 

居宅介護支援、福祉有償運送、高齢者住宅、本部機能事業所、住宅型有料老人ホーム、ゆいサポート事

業、居宅支援事業所、放課後児童健全育成事業、有料老人ホーム（高齢者住宅）、子育て拠点事業、認

知症対応型通所介護、居宅介護支援事業・住宅型有料老人ホーム、ケアマネジャーのみの事業所、基準

該当放課後等デイサービス、グループホーム、住宅型有料老人ホーム、脳トレ教室、介護予防デイサー

ビス 
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 また、事業内容の「その他」にあたるものの中には、第３章で述べた「くらしの助け合

いの会」のような組合員同士の生活支援の仕組みである「ゆいサポート事業」といったも

のも含まれていた。珍しいものとしては「脳トレ教室」があり、高齢者が集まりやすい場

づくりへの工夫がみてとれる。「子育て拠点事業」という回答があったことからは、高齢

協はもはや高齢期の生活だけではなく、暮らしやすい地域づくりに包括的に取り組む組織

となりつつあることもうかがえる。 

こうしたことの裏づけともなるが、各事業所が取り組んでいる事業・活動の数を再集計

した結果、最も多かったのは６つ（17事業所、18%）であり、ほとんどの事業所は複数の

事業・活動に従事することを通じて地域の高齢者等のニーズに対応している現状がみてと

てる（表 6-2）。 

 

表 6-2 各事業所が取り組んでいる事業・活動数 

N=92 

 

 

 

(2) 事業所規模 

 事業所の年間事業高は、図 6-3の通りである。1,000万円から 4,000万円未満が多数を

占めており、一つひとつの事業所は比較的小規模であることがわかる。 

 

 

 

事業・活動数 事業所数

1 0

2 1

3 4

4 12

5 9

6 17

7 6

8 10

9 7

10 8

11 8

12 3

13 3

14 3

15 1
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図 6-3 事業所の年間事業高 

N=92（未回答含む）                      （単位：万円） 

 

 

(3) 就労者 

 回答のあった事業所における総就労者数は 2,218人であった。そのうち男性は 37人、

女性が 1,843人であり、女性が圧倒的多数占めている（図 6-4）。 

 

図 6-4 就労者の男女比 

N=92                                                 (%) 

 

 

 就労者の年齢構成は図 6-5の通りである。ここからは、「高齢者の仕事おこし」に意識的

に取り組んでいないという前述の事実にもかかわらず、60歳代以上の就労者が約半数を占

めているということがわかった。なお、アンケートでは年齢層を５歳区切りにしており、

全就労者に占める 65歳以上高齢者の割合は約 32%と算出された。 
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表 6-3 開所後経過年月と累積数 

N=92 （開所年不明の事業所があるため、累計は 89 となっている。） 

 

開所から経過した年月 各年月の開所数 累計
22年10ヶ月 1 1
21年6ヶ月 1 2
20年2ヶ月 1 3
19年5ヶ月 1 4
18年5ヶ月 2 6
18年4ヶ月 1 7
18年3ヶ月 1 8
18年2ヶ月 1 9
17年9ヶ月 1 10
17年8ヶ月 1 11
17年5ヶ月 4 15
17年4ヶ月 1 16
17年2ヶ月 1 17
17年11ヶ月 1 18
16年6ヶ月 1 19
16年5ヶ月 6 25
16年3ヶ月 1 26
16年1ヶ月 1 27
15年11ヶ月 2 29
15年7ヶ月 1 30
15年6ヶ月 1 31
15年5ヶ月 1 32
15年4ヶ月 1 33
14年0ヶ月 2 35
13年8ヶ月 2 37
13年6ヶ月 3 40
13年5ヶ月 1 41
13年10ヶ月 1 42
12年11ヶ月 2 44
12年6ヶ月 1 45
12年5ヶ月 1 46
12年3ヶ月 1 47
12年1ヶ月 1 48
11年5ヶ月 2 50
11年3ヶ月 1 51
11年11ヶ月 1 52
10年7ヶ月 1 53
10年2ヶ月 1 54
9年9ヶ月 1 55
9年2ヶ月 1 56
8年9ヶ月 1 57
8年5ヶ月 2 59
7年9ヶ月 1 60
7年5ヶ月 1 61
7年4ヶ月 1 62
6年5ヶ月 1 63
6年4ヶ月 2 65
6年3ヶ月 1 66
6年11ヶ月 2 68
5年10ヶ月 1 69
5年9ヶ月 1 70
5年6ヶ月 1 71
5年5ヶ月 2 73
4年4ヶ月 2 75
4年1ヶ月 1 76
3年5ヶ月 5 81
3年2ヶ月 1 82
3年10ヶ月 1 83
2年5ヶ月 1 84
2年4ヶ月 1 85
2年0ヶ月 1 86
1年6ヶ月 1 87
1年0ヶ月 1 88
0年5ヶ月 1 89
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(5) 事業所の設立主体 

事業所立ち上げ時のメンバーに含まれる人々の属性を問うたところ、地域高齢者生協の

理事と立ち上げ前に開講したヘルパー講座受講生がほとんどを占めていることがわかっ

た。他方で、約３割の回答において「事業所立ち上げのために組合員になった地域住民」

が含まれていることから、地域高齢者生協の発展は欧州型社会的企業の理論に適い、地域

の市民の力が多分に発揮されていることがうかがえた（図 6-7）。 

 

図 6-7 事業所立ち上げ時のメンバー 

N=92                              （回答数） 

 

 

 

3. 現場のリーダー像 

(1) リーダーの属性 

 次に、アンケートの回答者、すなわち事業所レベルの現場リーダーをいかなる人々が務

めているのかをみていく。 

 まずその男女比は、図 6-8の通り女性が多数を占めていることがわかる。年齢層は図 6-

9の通りであり、60代が約半数を占めている一方で、40歳代を含む比較的若い年齢層も

約３割存在していることがわかった。 

 

貴事業所が所属

している高齢協

の理事, 81

貴事業所が所属

している高齢協

の就労組合員

（ヘルパー講座

受講生含む）, 

49

貴事業所が所属

している高齢協

の利用組合員, 

27

他の都道府県の

高齢協の理事・

就労組合員, 2

事業所立ち上げ

のために組合員

になった地域住

民, 30

その他, 4
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図 6-8 事業所リーダーの男女比 

N=92                                               (%) 

 

 

図 6-9 事業所リーダーの年齢構成 

N=92                                                              (%) 

 

 

 また、リーダーたちの前職を問うたところ、「一般企業の雇用労働者（介護職以外）」が

もっとも多く 33%を占めていた（図 6-10）。介護事業所のマネジャーとしての熟練者が多

く無いことは、サービスの質の低さや事業所運営の未熟さにつながるという懸念事項にな

りうる。しかし他方では、人材を多様なセクターから集めることができているという利点

にもつながっていると想定できる。 

 

男性
17%

女性
83%

19歳以下
0%

20歳代
6%

30歳代
6%

40歳代
16%

50歳代
23%

60歳代
35%

70歳代
14%

80歳以上
0%
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図 6-10 回答者の前職 

N=92                                                                        (%) 

 

 

 

(2) 仕事内容 

 

 また、事業所リーダーたちが高齢者生協の事業所で働き始めてからの勤続年数をみる

と、11～12年に多く分布しており、事業所設立直後頃から関わっているメンバーが現場リ

ーダーになっているパターンが多いことが想定される（図 6-11、図 6-12）。ただし、現在

の職（事業所長等）についてからの期間をみると、３～６年ほどしか経っていないとする

者が多く、比較的近年になって現場リーダーの交代をした事業所も一定程度存在している

とみることもできる（図 6-13、図 6-14）。これは、単純に高齢化に伴う必然的なリーダー

交替である可能性も高いが、組織の代謝をよくするという意味で良い傾向にあると言うこ

とができる。それと同時に、第２章で述べたように設立に関わっていない人々が現場レベ

ルでリーダーの役割を担っていることも立証される結果となった。 

一般企業の介護職
17%

NPO・社会福祉法

人等の介護職
11%

日本労働者協同組

合連合会（セン

ター事業団含む）

の理事あるいは職

員
2%

高齢者雇用・福祉

事業団の理事ある

いは職員
1%

労協以外の生協

等、協同組合の理

事あるいは職員
5%

一般企業の雇用労

働者（介護職以

外）
33%

学生であった
3%

専業主婦をして

いた
6%

年金生活をしてい

た
0%

その他、失業中・

求職活動中であっ

た
22%

図中の「その他」自由記述欄には、教員 1 名、病院の看護助手 1 名、税務署 1 名、進研ゼミの赤ペン

先生 1 名、一般企業の看護職 1 名、市役所嘱託指導員  1 名、専門学校の教員 1 名、医療法人職員 1

名、ハローワーク 1 名、建築設計事務所 主宰 1 名、パート 1 名がある。 
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図 6-11 回答者の勤続年数（5 年単位に集計） 

N=82                                （年） 

 

 

図 6-12 回答者の勤続年数（1 年単位に集計） 

N=82                                （年） 
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図 6-13 現職についてからの就任期間（5 年単位に集計） 

N=79                                （年） 

 

 

図 6-14 現職についてからの就任期間（1 年単位に集計） 

N=79                                （年） 

 

 

(2) 仕事内容 

 社会的企業は事業の運営だけではなく、地域へのアウトリーチによるニーズの掘り起こ

しや地域の様々なアクターとの連携等も求められる。事業所レベルのリーダーたちが組織
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メンバーをうまくマネジメントできなければ、社会的企業が取り組むべき多くの仕事を抱

え込んでしまう可能性が危惧されるが、実際にはどうであろうか。 

 図 6-15は回答者が日々従事している仕事内容を問うたものである。ここからは、「事業

所の経営計画・事業計画等の作成」（13%）や「本部で開催される所長会議等への出席」

（13%）など、現場リーダーとしての仕事に携わっている割合が多いことが確認できる。

しかし同時に、「学習会の準備」（8%）や「サークル活動の調整」（4%）、さらには「組合

員増やしや物件確保のための地域の世帯訪問」（3%）など、マネジメントの仕事とみなし

て良いか否かが問われるような仕事にも、一定程度のリーダーたちが関わらざるを得ない

状況もうかがえる。このことは、表 6-4に表される通り、リーダー１人当りが抱える仕事

の数で最も多いのは６つであり、10以上の仕事を１人で抱えているリーダーも一定程度存

在していることからも明らかである。 

 

図 6-15 回答者が日常携わっている仕事内容 

N=92                                                                        (%) 
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その他
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表 6-4 現場リーダー毎の仕事・活動数 

N=92 

現場リーダーが主体的行

っている仕事・活動数 
仕事・活動数 

1 0 

2 1 

3 4 

4 10 

5 9 

6 17 

7 6 

8 10 

9 6 

10 7 

11 8 

12 3 

13 3 

14 3 

 

(3) 抱えている課題 

(a) 地域との関係づくり 

 アンケート実施時に想定していた現場リーダーが抱える課題のうちの一つは、地域との

関係づくりであった。事業所として地域のいかなるアクターとの連携があるかを問うたと

ころ、地方自治体、労働組合・労働者福祉団体、町内会・自治体、営利企業、協同組合、

社会福祉協議会、NPOなどいずれについて見てみても、「ほとんど関わりがない」もしく

は「組織として何かのイベントで一緒になる程度」と回答した事業所がほとんどであった

（図 6-16）。第２章で指摘したように、企業として成長し大規模化した現実の社会的企業

は、現場レベルでみるとその多くは地域との関係づくりがそれほどうまくいっていないと

いうことを立証する結果となった。 
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図 6-16 地域の他組織との連携の現状 

N=92                                    (%) 

 

 

 また、地域との関係づくりについて工夫していることを問う設問に対する回答をみて

も、主要なサービス提供対象である高齢者やその家族や地域住民との関わりを積極的にも

つよう努めているとの回答は多いが、それ以外のアクターに対するアプローチは多くの現

場リーダーが取り組めていないことがわかる（図 6-17）。 
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図 6-17 地域との関係づくりにおける工夫や感じていること           (%) 

 

 

 

(b) メンバーとの理念共有 

 アンケート実施に想定した現場リーダーが抱える課題のもう一つは、現場レベルでみた

場合に地域との関係づくり以前に、そもそも組織内部のメンバー間での理念共有ができて

いないといった組織運営にかかる問題であった。 

  現場リーダーたちが抱えている困難は、表 6-5の通りである。もっとも多く回答があ

ったのは、「事業所で働くメンバーの理念への理解不足」（19.2%）をはじめとした、メン

バーとの関係性にかかわるものであった。社会的企業の実態を現場レベルでみてみると、

地域でのネットワークづくり等、社会的企業に求められる理論的課題よりもむしろ、民主

的な組織運営であると言うことがわかる。 
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表 6-5 抱えている困難（あてはまるもの３つを選択） 

N=92 

  回答数 割合 回答 

割合順 

事業所で働くメンバー同士の意見の相違（事業所会議で意見が割れ

た際の調整等） 

40 14.8% ③ 

事業所で働くメンバーの理念への理解不足（労働者協同組合の原則

への不理解等） 

52 19.2% ① 

事業所で働くメンバーの積極性の不足（会議で活発に意見を出して

くれない等） 

46 17.0% ② 

高齢協としての方針と事業所方針との乖離（支部運営員会の設置が

奨励されているが、自分の事業所では資源不足で実現できない等） 

20 7.4% ⑦ 

地域の他の非営利組織との連携（地元の NPO や病院等との接点を

つくりにくい等） 

20 7.4% ⑦ 

高齢協の事業・活動への行政組織の不理解（福祉サービスの下請け

のように見られている等） 

8 3.0% ⑨ 

高齢協の事業・活動への自治会等、地域の伝統的集団の不理解（地

域懇談会等の開催を阻まれる等） 

2 0.7% ⑪ 

社会福祉法人等、新たな法人立ち上げにかかる課題（行政組織が立

ち上げを認めてくれない等） 

2 0.7% ⑪ 

会議や学習会の準備にかかる業務負担（会議資料の作成を担ってく

れるメンバーがいない等） 

23 8.5% ⑤ 

事業資金の不足（赤字経営が続いている、新規事業立ち上げが出来

ない等） 

32 11.8% ④ 

利用者や利用者家族との介護に関する方針の違い（サービス内容へ

のクレーム等） 

4 1.5% ⑩ 

その他：自由次述 22 8.1% ⑥ 

複数回答計 271 100.0%  
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 ではそうした困難を、現場リーダーたちはどのようにして克服しようとしているのか。

図 6-18および表 6-6は、回答者が事業所のメンバーとの関係性において工夫していること

を問うたものである。ここからは、自身を犠牲にしたり、お手本になろうと努力しながら

メンバーを導こうとする工夫を多くのリーダーたちが行なっていることがわかる。これ

は、メンバーがもっている意識を改革しようとするいわゆる変革型リーダー（カリスマ的

リーダー）の行動特性にあてはまるものであり、強いリーダーとなろうとする努力が見て

とれる。しかしながら同時に、リーダーたち自身が理念を伝えることに自信を持っていな

かったり、その方法を心得ていないといった問題をみてとることができる。自身の経験か

ら理念への理解を促そうとする等、ストーリーテリングのリーダーシップ理論のような方

法論が確立されていないことが大きな課題であると言える。 

 

図 6-18 事業所メンバーとの関係性において工夫していること 
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地域懇談会や食事会、地域のイベント等には幅広い年

齢層のメンバーに関わってもらう

出来る限り一人ひとりのメンバーが様々な仕事を経験

することができるようにする

他のメンバーが仕事上で問題を抱ないよう、自分の時

間や立場を犠牲にしてでも支援する

他のメンバーの個人的な成長を最優先に考え、自分自

身を超えて成長・成功することを喜ばしく思う

事業・活動の様々な面で、自身が他のメンバーのお手

本になるようにしている

今後の社会の動向について、他のメンバーと一緒に語

り合うことがある

他のメンバーがいつもと違う仕事の仕方をしようとす

る時にも、柔軟に対応するようにしている

重要な意思決定の場面では、自分の事業所長としての

意思を優先させることも重要だと思う

高齢協の理念の重要性は自分自身の経験からよく理解

しており、他のメンバーにもその重要性を伝えられる

あてはまらない ややあてはまらない どちらともいえない ややあてはまる あてはまる

一
． ． ． ． ． 
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表 6-6 事業所メンバーとの関係性において工夫していること 

N=92 
 

あては

まらな

い 

ややあ

てはま

らない 

どちら

ともい

えない 

ややあ

てはま

る 

あては

まる 

事業計画の策定には、出来るだけ多くのメンバーが一か

ら討議に参加できるよう努めている 

4 10 18 39 21 

理念を理解できていないメンバーに対しては、自身の過

去の経験を話すことで理解を促そうとする 

14 14 34 23 7 

地域懇談会や食事会、地域のイベント等、事業以外の活

動には、出来るだけ幅広い年齢層のメンバーに関わって

もらうようにしている 

8 14 23 25 22 

出来る限り一人ひとりのメンバーが様々な仕事を経験す

ることができるようにしている 

4 14 10 42 22 

他のメンバーが仕事上で問題を抱えることがないよう、

自分の時間や立場を犠牲にしてでも支援しようとする 

0 1 16 53 22 

他のメンバーの個人的な成長を最優先に考え、自分自身

を超えて成長・成功することを喜ばしく思う 

1 1 4 25 61 

事業・活動の様々な面で、自身が他のメンバーのお手本

になるようにしている 

4 6 27 38 17 

今後の社会の動向について、他のメンバーと一緒に語り

合うことがある 

4 4 11 47 26 

他のメンバーがいつもと違う仕事の仕方をしようとする

時にも、柔軟に対応するようにしている 

0 1 16 50 25 

重要な意思決定の場面では、自分の事業所長としての意

思を優先させることも重要だと思う 

2 2 32 35 21 

高齢協の「３つの協同」の重要性を自分自身の経験から

よく理解しており、他のメンバーにもその重要性を伝え

ることができる 

7 15 36 25 9 
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(c) 自由記述に見られる現場リーダーが抱える課題 

 また、抱えている困難やそれに対する工夫として行なっていることを問う設問に対して

寄せられた自由記述回答について、表 6-7にその分類と主な回答を抜粋する。 

 

表 6-7 現場リーダーたちが抱える困難（自由記述より抜粋） 

①協同組合の理念への不理解 

・働く組合員が、「高齢協の理念」を理解して活動しているのかが疑問。口では「分かりました」なん

て言いながらも、介護事業のみに特化しているものもいる。 

・地域との関わりを重視したいと考えているが、赤字解消が優先となり実際に自分が考えている活動

が出来ず、介護保険事業だけが先行している現状が悩みです。 

・組合員活動に関しては課題を抱えており、地域組合員と事業所との関わりが薄く、積極的に事業所

や支部の活動に繋げられていない。 

②地域ニーズの実現 

・地域、通所利用者、家族からの泊りのできる施設の要望はあるが、今後の介護保険の改定、動向、

職員の確保を考慮すると安易に設備投資することは懸念される。 

・利用希望者が増えている。それに答えきれない現状があり、何とかしたいと考えている。 

③リーダーの多忙さ 

・介護職員としての（ケアマネ）業務と併用しているため思うような活動ができない 

・細かな毎日の業務や雑用が多く、それに加えて月ごとの数字のまとめや年間計画などの作成など、

仕事量が多すぎて自分の時間を犠牲にせざるを得ない。 

④リーダーと職員のコミュニケーション困難 

・人ぞれぞれ考えている事、思っている事に違いがあり、みんなの意見を一つにまとめる事自体が困

難。一つの課題に対しても色んな意見がある為に話がまとまらない。 

・スタッフが働きやすい職場のための声を集約できる職場環境つくりに努めているが中々うまくいか

ない現状。 

⑤人員不足（職員の高齢化等含む） 

・働く仲間が集まらない。特に資格や研修実績が要求させるようになってきたためスタッフの確保に

は賃金アップが必要。 

・高齢の非常勤職員が大半を占めるため、中核を担うスタッフが不足し、現状の仕事が回ればそれで

よしとする風土が強い。若手職員の確保と教育を通じて、外側に向かって拡大する力を育てていく姿

勢が求められている。 

⑥リーダーもしくは職員の能力・スキルの不足 

・私自身も若輩で成長を求められている立場であり、同時に事業所運営を行っていくための仲間づく

りも急がなければならない。管理集団がしっかりと形成されれば、事業的には安定してくると考えて

いる。 

・介護以外の専門知識にとぼしいため、利用者の家族や家に問題が生じた際など対応がわ からない

ことが多い。つながる相手さえわからないことが多々ある。 
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 とりわけ①協同組合の理念への不理解では、「高齢協の考えを現場職員、地域住民は受

け入れていない。福祉については積極的に参加するが、政治的な件（憲法、沖縄基地、テ

ロ対策法等）には関わりたくない」人々が多いという意見があった。同時に、「現場にお

ける介護、看護に関しては日々研鑽に努めスタッフ教育にも尽力しているが、生協の理念

に賛同して就職したわけではないので個人的に（特に政治的なことに関しては）賛同しか

ねることがあり精神的負担が大きい時がある。尤も、管理者なので個人的な感情は封印し

て理解に努め、スタッフには上層部の意向をきちんと伝えている」といったように、リー

ダー自身も協同組合の理念を受け入れきれずにジレンマに陥っているという現実が明らか

になった。 

 日常業務の多忙さに追われながらも、地域高齢協の一組織としての理念や事業・活動方

針を推進する立場として、地域との関係づくりをしながら現場職員への理念共有も並行し

て行なわなければならない現場リーダーの苦悩は、具体的にどのような事業や活動を運営

している際に現れるのであろうか。次節では、ヒアリング調査を行なったある事業所にお

ける事業所長の経験をもとに具体例を示す。 

 

4. ヒアリング調査 

(1) 事業所概要 

 調査対象は、福岡県高齢者福祉生活協同組合の B 事業所である。当該地域高齢協につい

ては、組織運営の実態を含めてその概要を第５章に既に述べた。 

 B事業所は、福岡県北部に位置する事業所で、2005年に立ち上げられた。2013年現在

で宅老所３カ所、宿泊施設２カ所を運営している。この事業所の組合員は 250人、事業高

は約 1億 2千万円である。2013年度の利用者数は、通所介護で計 557名（月 20名程

度）、居宅介護支援で計 563名（月 50～60名程度）、宿泊入居数が 38名（月５～６名程

度）である。事業所の特徴は、以下２点が挙げられる。第一に、地域包括支援センター

や、近隣のある病院からの依頼を受けて、介護の必要な高齢者を受け入れる等、地域との

つながりの強い点である。第二に、「24時間 365日」の介護体制を実現している成功事例

として全国の地域高齢協の間でも注目されている。近隣の病院の医師らと協力しながら、

事業所内での看取りも経験している。 

 宅老所は３件並んで建っている。はじめは１件から事業を開始したが、宅老所の隣家が転

居する際に安価で物件を譲ってくれるなどして、だんだんと宅老所の数を増やしていくこ
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とができたという。宅老所はデイサービスを基本としているが、宿泊も可能となっている。

そうした宅老所や宿泊施設を利用している高齢者が、昼間は宅老所で運営しているデイサ

ービスを利用する場合も多い。もちろん自宅からデイサービスのみを利用している利用者

もいる。この事業所の利用者には、生活保護を受けている者も多く、デイサービスや宿泊の

料金は生活保護の基準に合わせているという。 

 組織体制は、事業所長１名、副理事長が半常駐の担当役員として運営に携わっている。

事務が１名、デイサービス職員８名、宅老所職員８名、ホーム（宿泊施設）職員８名、第

２ホーム職員３名、調理４名、清掃２名、居宅介護事業１名となっている。事業運営は、

管理者会議、常勤者会議、全職員会議の三層構造になっている。それぞれ、管理者会議は

常勤者会議の、常勤者会議は全職員会議の準備の意味合いを持っている。こうした体制に

よって、できる限り全ての職員の運営への参加が保障されている。 

 事業所立ち上げ当初の所長は、町議会議員の夫をもつ S氏であった。S氏は、地域の政

治団体や文化サークルに積極的に参加しており、事業所を立ち上げるための開所準備委員

会においてもリーダー的役割を担っていた。 

 現在の所長である F氏は専業主婦であったが、当時事業所が開催していたヘルパー講座

を通じて高齢者介護の勉強をし、事業所開所の直前に関わりをもつようになった女性であ

る。初代事業所長である S氏が高齢を理由に 2010年に退任すると、F氏が事業所長を務

めることとなった。 

 

(2) 支部運営委員会の取り組み 

 福岡県高齢者福祉生活協同組合では、事業所レベルにおいて、職員や利用者の家族、地

域住民といった人々の参加を促すための会議体の設置が推奨されている。支部運営委員会

と呼ばれるこの会議体は、現在、県下に 10数ヶ所ある事業所にそれぞれ設置されてい

る。委員会メンバーは、組合員によって構成されるが、その内訳は職員や町内会長、自治

会の青年部長、職員 OB/OG、それ以外の地域住民等々を含む。支部運営委員会は、全て

の高齢者生協連合会加盟組織に設置されているものではない。当地域高齢協の場合、その

設置目的は、職員でも利用者でもない組合員の組織化をすることであった。機関誌を地域

の組合員に手配りする集団としてはどうか等、支部運営委員会の活動内容を本部から提案

することもあった。しかし、組合員による自発的な活動の展開は難しく、数年間は支部運

営委員会が休止される支部も多かった。 
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 そうした中、B事業所では、支部運営委員会設置時より、継続的な会議の開催を欠かさ

ず、地域の高齢者のための定期的な食事会等を企画・実施している。先述の通り、全ての

事業所が成功裏に支部運営委員会を運営できているわけではない。とすれば、なぜ B事業

所では支部運営委員会が成功裏に運営できるようになったのか、という疑問が生じる。そ

こで、B事業所長へのヒアリングをもとに、その概要を整理する。 

 B事業所の支部運営委員会は、事業所開所の４年後に設置された。開所当時の所長 S氏

は、高齢等の理由により退任する際に、以後は事業所の事業ではなく活動面に尽力した

い、と考えていた。もともと本部から設置が勧められていた支部運営委員会を、B事業所

にも設置することを決め、S氏を委員長とすることになった。所長を後継することとなっ

た現所長の F氏や、元は事業所で給食事業のスタッフをしていた者など、事業所に関わり

のある人々を中心として支部運営委員会を結成した。その後、近隣住民でよく事業所職員

と挨拶をしたり、話をしたりしていた退職後高齢者等もメンバーとなり、事業所報を彼ら

が作成することとなった。活動内容としては、様々な地域活動に参加している S氏が地域

福祉に関する情報を持ち込み、例えば他の生協で高齢者のための食事会を開催し成功して

いるらしい、という情報を得れば、委員の有志で視察旅行に行くこともあった。そうした

経験をもとに、「自分たちでも地域の高齢者のための活動を何かやってみよう」と話し合

い、食事会を開催してみる等の試みがなされた。この食事会は、事業所がもっている古民

家で開催し、食材費 300円を支払えば誰でも出席できるものであった。普段から事業所の

取り組みを好意的に受け止めている町長が、地域の高齢者に参加を呼びかけたことによる

効果もあってか、食事会には約 30名が参加した。これを機に、地域の高齢者のニーズや

状況を把握するための定期的な食事会を、支部運営委員会が中心となって開催することに

もなった。 

 福岡県高齢者福祉生活協同組合においては、第５章でも述べたように職員の意思決定へ

の参加が保証されている。支部運営委員会は、職員に限定されない地域の様々なステーク

ホルダーが参加するための経路を、より多様にすることに役立っている。図 6-19は、こ

うしたステークホルダーの参加の全体像を示したものである。以下、図中の①～⑤の順を

追って説明する。 

①とりわけ事業所レベルで、事業所長をはじめとし、事業所ごとの事業・活動の方針（処

遇改善等含め）に関する意思決定への職員の「参加」が重視される。多様な職場会議に加

え、本部レベルでの会議にも、事業所長だけでなく、一部の職員が出席している。 
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（出所）ヒアリング調査をもとに筆者作成。 

 

②福岡県高齢者福祉生協では、18ある事業所ごとに、「支部運営委員会」という会議体を

設置しており、一部の職員がこれに参画している。これは、職員でも利用者でもない組合

員の組織化を目指して設置されたものである。事業所レベルで地域の「困りごと」を発見

し、改善するための活動を展開する会議体である。 

③自治体等の地縁組織やその他様々な地域住民（運営委員は全て組合員）が委員となって

いる。職員と地域住民の合同の会議体をもつことで、特に職員にとっては、地域の高齢者

やその家族のニーズに触れる場となっている。 

④「支部運営委員会」では、サークル活動（ダンス等）や食事会（事業所の建物を開放

し、地域の高齢者等に安価で食事を提供する。ある事業所では一回の食事会に 30人ほど

の高齢者が集まる）等々を行っている。こうしたサークルや食事会に受動的に参加する

人々だけではなく、ボランティアとして運営をサポートしている非組合員も存在する。 

⑤組織外にも目を向ければ、近隣の病院や自治体も、利害関係をともにする主体である。

例えばある事業所では、様々な事情により病院や高齢者施設あるいは自宅にいられなくな

った高齢者の受け入れを、常に依頼されている。こうした地域の主体からの要望に応える

ことが福岡県高齢者福祉生協の事業展開の第 3期に認識されているという意味では、これ

らのステークホルダーによる関与も、事業・活動の方向性を左右するものであると見るこ

とができる。 

図 6-19 福岡県高齢者福祉生活協同組合の多様なステークホルダー 
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(3) 現場リーダーの苦悩と困難克服のプロセス 

支部運営委員会の設置当初から、S氏は、こうした活動は継続することが大事であると

考え、月 1回の会議を欠かさなかった。実際には、委員になった人々のコミットメントは

それほど強くなく、会議に毎回出席しない者もある。しかし、S氏は、S氏と F氏だけは

少なくとも出席することとし、毎回の会議を実施していた。F氏は事業所長となって以

来、協同組合による介護事業・活動のマネジメントを担うことに戸惑いももっており、こ

の会議は現所長である F氏が、事業所経営・運営における悩みをメンバーに相談したり、

励まされたりする場にもなっていたという。そもそも支部運営委員会は F氏の発案による

ものではなく、地域高齢協から推奨されていわば半強制的に設置した会議体である。これ

が、介護事業だけではなく地域のニーズに積極的に介入していこうとする現代的な協同組

合あるいは社会的企業の価値を体現するものであるとしても、発案者でない F氏がこのこ

とを即時に深く理解することは困難であったことは容易に想像がつく。 

 それでも B事業所において支部運営委員会の活動が成功した理由はどこにあったの

か。特に F氏の動向に焦点を当てると、図 6-20のように整理することができる。 

 

 

 

（出所）ヒアリング調査をもとに筆者作成。 

図 6-20 B 事業所支部運営委員会の運営 
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①事業所レベルでの自主的な活動：支部運営委員会を設置するというアイディアは、もと

は本部レベルで決定されたことであった。 

②継続的な会議等の開催：前述の通り、委員長で元所長の S氏と、現所長の F氏を中心

に、毎月１回の会議は欠かさず開催してきた。この背景には、S氏による継続的にやるこ

とが大事であるから、2人だけでも開催しようという考えに加え、F氏としては「みんな

が楽しいと思ってできることじゃないと続かない」という考えにも基づいている。支部運

営委員会は、「やらなきゃいけない」という義務感によっては成功しえない。 

③承認・自信：ヒアリングにおいて F氏は、委員会の会議で S氏等メンバーと話をするこ

とで「Fさん、がんばってるね」と声をかけてもらえることが嬉しかったと言う。これ

は、職員としての働きを他者から承認されることで、自信をつけている過程であると言え

る。同時に、様々な地域活動に参加している S氏をはじめとする職員ではないメンバー

が、外部からの情報をもたらしている。そうした外部からの情報が、視察旅行につながる

等、新たな活動につながっている。 

④何らかのイベントの実施：そのようにしてメンバーで決定した視察旅行や食事会といっ

たアイディアを具体的に実施する過程がある。 

⑤成功体験・自信：事業所や地域の高齢者のためになる何らかの活動を為し得た、という

成功体験は、支部運営委員会としての自信にもつながる。F氏は、もとは高齢者生協のヘ

ルパー講座をたまたま受講し、そのつながりで、B事業所で働き始めた。そうした状況の

中、事業所長になり、さらに支部運営委員会として事業所の自主的な活動を求められる

等、ハードルの高い部分もあったであろう。 

⑥事業所レベルでの自主的な活動の展開：こうした経験と同時に F氏は本部への会議にも

出席している。会議や学習会を通じ、社会情勢や福岡県高齢者福祉生協全体の動向、労働

環境等々に関する情報を得ている。そうした情報や知識が前提となり、自らが所長を務め

る B事業所では何を為すべきか、ということを自発的に考えることにつながっていると考

えられる。そのようにして、支部運営委員会というかたちで、本部からのお仕着せではな

い、事業所レベルの自主的・独自的な活動の展開が可能となっている。 

 

こうしたサイクルを通じ、はじめは協同組合の理念にとまどっていた「普通の主婦」と

しての F氏は、現在では、「今度はこういう取り組みをしたい」と自らアイディアを出す

本部との関わり： 

・活動への支援 

・経営や社会情勢に関

する情報共有 

・事業所に必要な活動

とは何かを考える契機 
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ように変化している。自身がこのようにして成功体験をすることで、協同組合の望ましい

事業や活動とはどういうものだろうか、と理解を深めるようになる。このようにして、

「どうすれば自分たちで地域に役立つことを始めることができるのか」ということを現場

リーダー自身が体験を通じて学ぶことこそ、成功の要因になっている。 

 

5. 小括：現場リーダーが抱える課題と克服のため展望 

 以上、本章では地域高齢協が社会的企業として行なう事業や活動の実態を、活動の現場、

すなわち事業所レベルでみてきた。事業所のリーダーを対象としたアンケート調査からは、

全国の地域高齢協が 1990 年代後半から近年にかけて衰えることなく継続的にその事業所

数を全国に増やしてきたことがわかった。また、一定程度の事業所は、立ち上げに際して地

域住民のうちから新たなメンバーを迎え入れていることから、これまで社会的企業家活動

研究において指摘されてきた市民社会から生じる社会的企業の性格を確認することもでき

た。 

 他方で、現場リーダーたちは多種多様な困難を抱えている。それは、事業所で働く職員す

なわちメンバーたちとの業務分担がうまくいかずに仕事を抱え込んでしまうといったマネ

ジメントの課題から、リーダー自身が協同組合の理念に基づいた介護事業以外の活動の意

義を理解しきれないといった核心的な問題まで様々である。成長後の社会的企業において

は、地域との関係づくりを推進する役割を担う現場リーダー自身が、このように組織の理念

と日常のマネジメントの両面において多くの課題を抱えてしまっているということが明ら

かになったのである。 

 特に多くの現場リーダーから回答があった困難の一つには、メンバーが協同組合の理念

を理解してくれないというものがあった。現場リーダーたちは献身的にメンバーの成長に

尽くしたり、自らが手本になるよう行動するなど、変革型リーダーの行動特性に近いものを

とるよう既に工夫しているようであるが、メンバーとの理念共有という側面においては効

果をあげていないようである。それは、現場リーダー自身が自信をもって協同組合の理念を

語ることができない、というリーダーシップ開発以前の根本的な問題にもつながっている

ことが明らかになった。現場リーダーが協同組合の理念や価値を心から理解し、自ら行動を

起こそうとするように変化するためには、ヒアリング調査でみてきたような経験と学習の

プロセスを経なければならないということも、一部のケースからではあるが見て取ること

ができた。 
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終章 

 

1. 本研究のまとめ 

 本研究は、社会的企業の今日における実践的課題を明らかにすることを目的とするもの

であった。社会的企業に関する研究は、先進諸国において1990年代から盛んになってきた。

社会的企業を発展させてきたのは、社会的目的を掲げその組織の使命や理念を人々に伝え

ると同時に、ビジネスとしての機会を積極的に追求するような社会的企業家活動である。こ

の社会的企業家活動の理論は、諸学派によってその着目点は異なるとしても、初期の研究は

概して社会的企業の立ち上げ、すなわち起業時の現象にのみ目を向けてきた。しかしながら、

社会的企業研究が開始されてから既に 20年以上の時が経過しており、これら研究が対象と

してきた社会的企業なるものがもし成功裏に事業や活動を継続しているとすれば、それら

の企業を維持・発展させている企業家活動はいかなるものであるかを検討する必要が生じ

るであろう。本研究はこのような問題意識から出発している。 

 本研究において社会的企業は、欧州の理論研究に依拠して定義づけられる。すなわち、20

世紀末の先進諸国における福祉サービス供給システム改革の過程で生まれた新たな事業体

である。社会的に周縁化され、必要な福祉サービスを享受することができなかった人々に対

するサービス供給を実現するという組織の使命と、そのサービス供給は民主的な意思決定

や剰余の不分割によって実現するという組織の運営方法とによって、従来の企業組織との

区別がなされるものである。こうした定義に基づき本研究は、日本において 1980年代以降

に高齢者福祉の領域で活動を展開してきた社会的企業の実態と課題を検討してきた。 

 第１章では、社会的企業概念がいかなるものであるかを欧州の理論に基づいて説明した。

その上で、具体的な例としてイギリスの社会的企業をいくつか挙げ、欧州の理論に基づく社

会的企業は政治的な緊張関係の中で成長していくものであること、また、例えば労働者の相

互扶助文化のような文化的な背景を汲んでいるということを強調した。 

第２章では、社会的企業を発展させる要因の一つである社会的企業家活動の理論につい

て、批判的検討を展開した。社会的企業家活動理論は米国を中心に発展したものであり、そ

の多くは、個人の起業家を研究対象とするものであった。これに対し欧州の理論は、社会的

企業の立ち上げは「コレクティブ」なものであるとの独自の理論を展開した。欧州の研究は、

社会的企業家活動は市民によって立ち上げられるものであると規定することによって、議

論の対象を市民社会から誕生する運動体に焦点化する意味で示唆的ではあるが（Hulgard, 
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2010: 4, 5）、次のような限界をもっている。第一に、人々はなぜ社会的企業家活動に共感し

協力するのか、という個人を起点とする社会的企業家活動では説明が試みられてきたリー

ダーシップ理論に基づく視点が欠けている。「コレクティブ」に起業がなされていると言っ

たとたんに、関係者は社会的企業家活動の目的を共有しているかのように説明されてきた

のである。第二に、社会的企業家活動の説明は、欧州で 1980～1990年代にみられた社会的

企業の起業時の現象しか議論の対象としていない。現実の社会的企業において、社会的企業

家とは誰なのかも明らかにしないまま議論が展開されてきたのである。これらそれぞれの

限界に対し筆者は、社会的企業家活動にリーダーシップ理論を適用してみると変革型のリ

ーダーこそ人々を社会的企業の事業や活動に巻き込む力の源泉になること、そして、立ち上

げから長期間経過しとりわけ大規模になった社会的企業においては、理事など組織の立ち

上げに関わった中心メンバーではなく、より現場に近いところで事業の管理運営に携わる

マネジャーたちの果たす役割が大きくなることを指摘した。マネジャーたちは必ずしも社

会的企業の使命や理念を深く理解していないかもしれないが、それでも日常の業務を遂行

すると同時に、地域との関係づくりなどをしつつ社会的課題を継続的に発見・解決していく

ようなリーダーとしての役割も期待されている。このように成長期の社会的企業において

現場レベルのリーダーの役割は非常に大きなものであるとすれば、彼ら彼女らは現実にど

のような課題を抱えているのか。この点を、次章以降に検討していくこととなる。 

 第３章以降では、上述のような理論研究を日本の社会的企業に適用して議論を展開した。

第３章ではまず、本研究が対象とする高齢者福祉の領域において、社会的企業はいかなる市

民運動のなかから生じ、政策的意図との緊張関係の中で成長してきたのかを説明した。市民

による助け合い活動としての高齢者福祉活動は 1980 年代から各地で散見されたが、2000

年に施行された介護保険制度はその純粋な自発性を希薄化させる要因となってしまった。

本章ではこうした文脈を、消費生活協同組合による助け合い活動が事業化していく流れを

整理することで明らかにした。 

 第４～６章では、日本全国で高齢者介護事業やその他の高齢者の生活の質改善のための

活動などを展開しているグループ組織である高齢者生活協同組合（以下、高齢協）のケース

スタディを展開した。高齢協は、介護保険制度に基づく事業を中心としつつも、居場所のな

い高齢者を施設に受け入れる等、地域における社会的課題の解決にも取り組んでいる。法人

格としては消費生活協同組合という伝統的なサードセクター組織の形態をとっている。し

かし、従来の協同組合のように組織のメンバーの利益を守ることを目的とするものではな
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く、地域の人々を巻き込みながらコミュニティに貢献するような事業や活動を展開してい

ること等から、欧州の社会的企業概念に合致するものである。 

第４章ではまず背景にあった社会運動として日本の労働者協同組合運動の展開過程をサ

ーベイした。その上で、第５章では高齢協というアイディアがいかにして生まれ、全国に拡

散していったのか、そのプロセスを整理した。高齢協は、日本労働者協同組合連合会に加盟

する全国の労働者協同組合の組合員が高齢化していたことを背景として、組合員の老後の

生活を守ることを主目的として一部のメンバーが発案したものであった。1990 年代にかけ

て全国で高齢期の生活にまつわる映画の上映会を開催すると同時にヘルパー講座を開講す

るなどしてメンバーを集め、都道府県単位での高齢者生活協同組合の立ち上げがなされた。

都道府県ごとの高齢協は、立ち上げメンバーのバックグランドや事業内容等に違いはある

ものの、いずれも労働者協同組合として労働者が意思決定に参加する組織運営の原則を守

ってきた。第６章では、この高齢協の実態を、社会的企業らしい事業や活動が展開される現

場である事業所のレベルでみていくこととした。事業所リーダーを対象としたアンケート

調査からは、高齢協はその母体となった日本労働者協同組合連合会のメンバーなどが中心

になって設立されるものが多かったと想定されたが、回答のあった事業所のうち約３割は、

立ち上げメンバーの中に事業所立ち上げのために組合員になったという地域住民を含んで

いることがわかり、生来的に社会的企業として多様なステークホルダーとの関わりをもっ

ていること等が証明された。また、現在事業所のリーダーにあたる人々は、おおむねこの 10

年くらいの間に事業所長等の役職に就いた者が多く、事業所レベルでのリーダーの継承が

なされてから既に 10 年弱が経過しているであろうことが読み取れた。それにも拘わらず、

リーダーたちが現在抱えている課題を問ういくつかの設問に対しては、次のような回答が

確認できた。すなわち、事業所の職員というメンバーたちに協同組合あるいは高齢者生活協

同組合としての理念を理解してもらうことが難しいという、組織運営にかかわる課題を抱

え続けていることである。第２章において成長期の社会的企業においては現場レベルのマ

ネジャーが社会的企業のリーダー的役割を果たすよう求められると指摘したが、実際に高

齢協においてはこの現象が起こっており、しかも、彼ら彼女らは協同組合の理念へのメンバ

ーの不理解という根本的な問題に苛まれているのである。 

 

2. 結論と本研究の含意 

 序章において述べた本研究のリサーチ・クエスチョンは、次のようなものであった。第一
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に、成長期の社会的企業においては、現場レベルのマネジャーこそ社会的企業のリーダーと

しての役割を期待されているのではないか、という問いである。第二に、そうであるとすれ

ば、その現場レベルのリーダーたちはいかなる実践的課題を抱えているのか、という問いで

ある。 

 第一の問いについて、初期の社会的企業研究では、起業に携わった人々や企業の経営者に

あたる人々がリーダーとされてきたが、これは社会的企業家活動の理論がその議論の対象

をこれらの人々に恣意的に限定してきたことによるのであることを指摘した。しかし、とり

わけ協同組合の現代的展開としての社会的企業においては、社会的企業のアイディアやノ

ウハウが全国規模で急速に発展していくことも多く、この時には使命や理念を掲げたリー

ダーたちよりはむしろ、現場レベルのマネジャーが地域単位でリーダー的役割を果たす宿

命になっていることを明らかにした。 

 第二の問いについては、日本高齢者生活協同組合連合会に加盟している高齢協の全国の

事業所リーダーたちを対象としたアンケート調査、ならびにヒアリング調査をもって立証

を試みた。現場リーダーたちが抱えている課題は、主に次のようなものであった。まず、リ

ーダーもしくは職員の能力・スキルの不足や、人員不足といった一般的なマネジメントに関

わるものである。また、リーダーの多忙さというものも課題として挙げられた。事業所長な

どが一人で仕事を抱え込んでしまっている現状が明らかになった。そして最も深刻な課題

は、社会的企業の理念に関わるものである。社会的企業による高齢者福祉事業・活動は、単

に利潤追求のものとしてではなく、地域の中で必要なサービスを受けられていない、あるい

は居場所をなくして孤立に陥っているといった高齢者たちが抱える問題を解決することが

求められる。しかし事業所レベルで現状をみると、介護保険制度に基づく事業に手一杯にな

ってしまい、地域住民等との関わりがもてないという悩みが多く挙げられた。例えば福岡県

高齢者福祉生活協同組合では、こうした問題に対し事業所ごとに設置する「支部運営委員会」

という会議体の設置を通じて何かしらかの突破口を見出そうとした。これは、事業所リーダ

ー以外の職員や地域住民がメンバーとなって、地域活動を起こしていく拠点になるような

会議体として想定されている。しかし、本部主導で推奨されたこの活動は、事業所リーダー

の発案でもないため、実際に事業所レベルで活動を発展させていく方法は誰もわからない

という混乱が生じる。このような状況の中で、事業所リーダーたちは、本部の意図と現場の

現実の間のジレンマに陥ってしまうのである。 

 以上をもって本研究の結論とするが、本研究が含意するところには次のようなものがあ
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る。第一に、上述のような一連の研究のプロセスを通じ、社会運動を基盤とする社会的企業

に関しては実証的データが極めて少ないことがわかった。例えば、日本高齢者生活協同組合

連合会に加盟している高齢協については、先行研究の中で個別の団体としてケーススタデ

ィが展開されることはあったが、全国の事業所数といった基礎データすら存在していなか

った。これは研究者がそこに目を向けなかったというだけではなく、実践家自らがそうした

データの収集・蓄積をするほどの時間的余裕をもっていないという問題を暗示している。し

かし、全国規模でアイディアやノウハウを共有・蓄積している日本の協同組合組織から登場

してきた社会的企業というのは、世界的にも稀なのではないだろうかと考えられる。そうで

あるとすれば、その日本の運動の独自性を尊重する意味でも、実証的データを収集すること

は極めて重要である。 

 第二に、現場レベルのリーダーたちが抱える課題のうち、メンバーが社会的企業の理念を

理解できていないという問題は極めて深刻である。アンケート調査によれば多くの現場リ

ーダーたちは、メンバーに理念を理解してもらうために自らがお手本になる等、変革型リー

ダーとしての行動特性を発揮しようと既に努力していることが読み取れた。それでもメン

バーたちが理念を理解できないのは、リーダーからの伝え方が悪い、あるいはリーダー自身

が理念の理解度に自信を持っていないといったより根本的な問題があると想定できる。実

際、介護保険制度事業以外の活動には参加したくないとリーダー自身が考えているケース

も見受けられた。 

 

3. 今後の研究課題 

 これらのことを踏まえ、本研究では議論できなかった今後の研究課題は以下３つに整理

することができる。第一に、本研究においてほとんど目を向けることのできなかった理論的

課題が多く残っていることである。とりわけ欧州の社会的企業研究は、サードセクター組織

や社会的企業が他セクター組織の特徴に近似していく制度的同型化の問題を、新制度学派

といった組織論を踏まえて議論しているが、こうした理論的基礎をもつ研究が日本に少な

いことと同様に、筆者もまた理論研究としての側面は十分に追究することができなかった。

本研究が依拠した社会的企業家活動や協同組合の理論は、社会的企業の組織を説明するほ

んの一側面に過ぎない。本研究から得られた実践的課題を踏まえつつ、それらを解決してい

くための議論を理論的に展開していくことが必要である。 

 第二に、本研究はこれまで欧州の社会的企業理論においては軽視されてきたリーダーシ
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ップの問題に向き合うことを重視してきたが、反対に、マネジャーの役割に関する検討に時

間を割くことができなかった。一般的には、企業が成長すると、新たなアイディアを創出し

人々を惹きつけるようなカリスマ的人物よりもルーティンワークを管理できるマネジャ

ー・タイプの人物が必要になるとされる。しかし社会的企業においては、地域社会において

より多くの理解者を得るために、あるいは後から企業に就職してくる従業員と理念を共有

するために、現場レベルで事業・活動の指揮をとるマネジャーたちが様々なステークホルダ

ーの意識改革を試みなければならないのではないか、ということこそ筆者が強調したかっ

た点である。とは言え、欧州の社会的企業論においてもこのマネジャーとリーダーの関係に

おいてはほとんど議論がなされていないのであり、今後はリーダーとしての役割だけでは

なく、マネジャーの役割というものについてもより慎重に議論を進めるべきである。 

第三に、今回アンケート調査を行なうことによって高齢協という概念をより客観的かつ

明確なものとして表現できることになったが、それでも調査は不十分である。例えば今回の

調査では「事業所」の定義を各回答者の判断に委ねることとしたが、それゆえに全国の事業

所数を正確に把握できているか否かが必ずしも明確ではない。また、事業所の就労者数や年

齢構成を明らかにすることができたことは、今回の調査の重要な成果ではあるが、高齢協に

は就労者でも利用者でもない、いわば理念賛同型の組合員が多く存在していることがヒア

リング調査から明らかになっている。利用組合員やこうした理念賛同型の組合員の現状に

ついても目を向けなければ、高齢協の実情を理解したことにはならない。 

最後に、本研究の前半で触れたイギリスの社会的企業に関しては、事業内容等を整理した

に過ぎず、より具体的な面、例えばリーダーとメンバーとの関係性や、組織と地域との関係

性等の分析にまでは至らず、積み残しとなってしまった。また、第２章においてイギリス社

会的企業のリーダーたちの行動特性について考察を加えることはできたが、これが日本の

社会的企業のそれとどう異なるのか、あるいは類似するのか、といった点について言及する

ことができなかった。日英の比較研究も視野に入れつつ、継続的にイギリス社会的企業の動

向も追っていきたい。 
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資料：アンケート調査票 

 

 

＊は回答必須項目。 

 

貴事業所の名称 *＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

事業所の所在地（複数の施設がある場合、事業所の本部的役割を果たしている建物） * 

（記入例：〒△△△-△△△△ ○○県○○市○○×-×-×） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ご回答者様の氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ご回答者様の役職名 *＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ご回答者様の連絡先（電話もしくはメール）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

1. 貴事業所の概要 

1-1. 事業所の開所年月 * 

（記入例：○○年○○月。事業所の移転等を考慮せず、事業所として事業・活動を開始した年

月をご記入下さい。）＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

1-2. 立ち上げに関わったメンバー（複数回答可） * 

□ 貴事業所が所属している高齢協の理事 

□ 貴事業所が所属している高齢協の就労組合員（ヘルパー講座受講生含む） 

□ 貴事業所が所属している高齢協の利用組合員 

□ 他の都道府県の高齢協の理事・就労組合員 

□ 事業所立ち上げのために組合員になった地域住民 

□ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

1-3. 年間事業高 * 

（記入例：約○○○万円。千円以下は切り捨て。）＿＿＿＿＿＿＿ 
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1-4. 取り組んでいる事業・活動内容（複数回答可） * 

□ 訪問介護 

□ 訪問入浴介護 

□ 訪問看護 

□ 訪問リハビリテーション 

□ 居宅療養管理指導 

□ デイサービス（通所介護） 

□ 小規模多機能型居宅介護 

□ デイケア（通所リハビリテーション） 

□ 短期入所生活介護（ショートステイ） 

□ 福祉用具貸与 

□ 介護老人福祉施設 

□ 介護老人保健施設 

□ 介護療養型医療施設 

□ サービス付き高齢者住宅の運営 

□ 介護保険制度外の宿泊サービス 

□ 介護保険制度外の生活支援サービス 

□ 配食サービス 

□ 高齢者の仕事おこし 

□ サークル活動のオーガナイジング 

□ 食事会等、地域の高齢者が定期に集まれる場づくり 

□ 障がい者福祉関連事業 

□ 就労支援関連事業 

□ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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1-5. 事業所としての他組織との連携 * 

（あてはまるものにチェックを入れてください。） 

 組織間で

共同で具

体的な事

業・活動を

既に開始

している 

組織同士

で事業・

活動で連

携するた

めの話し

合いを進

めている

最中 

組織的に

定期的に

会合をも

つ程度 

組織として

何かのイベ

ントでたま

に一緒にな

る程度 

団体の名

前を知っ

ている程

度 

個人的な関

わりだけは

ある 

ほとんど

関わりが

ない 

同じ都道府県で

活動している

NPO 

□ □ □ □ □ □ □ 

同じ都道府県内

で活動している

社会福祉法人 

□ □ □ □ □ □ □ 

同じ都道府県の

社会福祉協議会 
□ □ □ □ □ □ □ 

同じ都道府県で

活動している協

同組合 

□ □ □ □ □ □ □ 

同じ都道府県内

で活動している

営利企業 

□ □ □ □ □ □ □ 

地元の町内会・

自治会あるいは

町内会長・自治

会長 

□ □ □ □ □ □ □ 

労働組合・労働

者福祉団体 
□ □ □ □ □ □ □ 

地方自治体の高

齢者福祉担当

課・部署 

□ □ □ □ □ □ □ 

地方自治体のそ

れ以外の課・部

署 

□ □ □ □ □ □ □ 



172 

 

 

1-6. 上記以外の団体も含め、地域の他組織との連携の内容について、具体的な内容を教え

てください（自由記述）。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

2. 貴事業所で働いている人について 

事業所で働いている人について、以下の質問にお答えください（数字を半角で記入して下

さい）。 

2-1. 全就労者数と男女の別 * 

（記入例：○○人（男性○人、女性○人））＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

2-2. 就労者の年齢構成 * 

 0

人 

1

人 

2

人 

3

人 

4

人 

5

人 

6

人 

7

人 

8

人 

9

人 

1

0

人 

1

1

人 

1

2

人 

1

3

人 

1

4

人 

1

5

人 

1

6

人 

1

7

人 

1

8

人 

1

9

人 

2

0

人 

2

1

～ 

19歳未満 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

20～24歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

25～29歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

30～34歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

35～39歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

40～44歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

45～49歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

50～54歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

55～59歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

60～64歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

65～69歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

70～74歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

75～79歳 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

80歳以上 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ 

 

2-2'. 上記年齢別の就労人数で 20 人を超える欄があった場合、以下に年齢層と人数を記入

してください（20人を超えない場合、この設問は回答しないでください）。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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2-3. 全就労者に占める非組合員の数 *＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

2-4. 非組合員かつ非就労者であるボランティアの数 * 

（高齢協内のサークルや食事会等の運営を手伝ってくれるような、非組合員の関与の有無

を調査するための設問です。）＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

3. あなた自身について 

ご回答者様ご自身の属性等について、次の質問にお答えください。 

3-1. 年齢 *（記入例：○○歳）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

3-2. 性別 * 

□ 男性 

□ 女性 

 

3-3. 高齢協に就労者として入協した年月 

（記入例：○○年○○月）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

3-4. 高齢協に入る前に就いていた職業 

□ 一般企業の介護職 

□ NPO・社会福祉法人等の介護職 

□ 日本労働者協同組合連合会（センター事業団含む）の理事あるいは職員 

□ 高齢者雇用・福祉事業団の理事あるいは職員 

□ 労協以外の生協等、協同組合の理事あるいは職員 

□ 一般企業の雇用労働者（介護職以外） 

□ 学生であった 

□ 専業主婦をしていた 

□ 年金生活をしていた 

□ その他、失業中・求職活動中であった 

□ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

3-5. 事業所長等、現在の職に就いた年月 

（記入例：○○年○○月）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 



174 

 

3-6. 年間を通じて、貴事業所においてあなたが主体的に行なう仕事・活動にあてはまるも

の（複数回答可） * 

（「主体的に」とは、他のメンバーと仕事・活動を分担・共有するとしても、あなたが先

導者的な役割を担っていると感じている、という意味です。あてはまると思うもの全てを

チェックして下さい。） 

□ 身体的介助等、ヘルパーとしての仕事 

□ シフトの作成等、事業所で働く人々のスケジュールの調整 

□ 事業所の経営計画・事業計画等、経営文書の作成 

□ 年度末の決算処理等、経理関連の仕事 

□ 所長会議等、事業所での会議への参加 

□ 事業所内の会議の議事作成 

□ 事業所内での学習会の調整・資料準備等 

□ 事業やスタッフ向け学習会以外のサークル活動の調整 

□ 組合員増やしや物件確保のための地域の世帯訪問 

□ 委託業務等を獲得するための自治体との交渉 

□ 地域包括支援センターや自治体との定期的な会合への参加 

□ 行政セクターが関係しない地域団体同士の定期的な会合 

□ 利用者家族との定期的な会合 

□ 地域のお祭り等、地域行事への参加 

□ 地域の公民館の鍵の管理等、自治会等の地域団体や自治体から依頼されたボランタリ

ーな仕事 

□ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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4. リーダーとしての仕事に関わる困難と工夫 

あなたが仕事を進める上で抱えている困難、ならびに困難を解決するための工夫について

教えてください。 

4-1. 仕事・活動を進める上で困難だと感じること（最もよくあてはまると思うもの３つ） * 

（以下の選択肢から３つだけ選択して下さい） 

□ 事業所で働くメンバー同士の意見の相違（事業所会議で意見が割れた際の調整等） 

□ 事業所で働くメンバーの理念への理解不足（労働者協同組合の原則への不理解等） 

□ 事業所で働くメンバーの積極性の不足（会議で活発に意見を出してくれない等） 

□ 高齢協としての方針と事業所方針との乖離（支部運営委員会の設置が奨励されている

が、自分の事業所では資源不足で実現できない等） 

□ 地域の他の非営利組織との連携（地元の NPOや病院等との接点をつくりにくい等） 

□ 高齢協の事業・活動への行政組織の不理解（福祉サービスの下請けのように見られて

いる等） 

□ 高齢協の事業・活動への自治会等、地域の伝統的集団の不理解（地域懇談会等の開催

を阻まれる等） 

□ 社会福祉法人等、新たな立ち上げにかかる課題（行政組織が立ち上げを認めてくれな

い等） 

□ 会議や学習会の準備にかかる業務負担（会議資料の作成を担ってくれるメンバーがい

ない等） 

□ 事業資金の不足（赤字経営が続いている、新規事業立ち上げが出来ない等） 

□ 利用者や利用者家族との介護に関する方針の違い（サービス内容へのクレーム等） 

□ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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4-2. 事業所で働いている他のメンバーとあなたとの関係性について、あなたの行動は次の

項目にどれくらいあてはまりますか。 * 

 
あてはまら

ない 

ややあては

まらない 

どちらとも

いえない 

ややあては

まる 

あてはまら

ない 

事業計画の策定には、出来るだけ多くのメンバー

が一から討議に参加できるよう努めている 
□ □ □ □ □ 

理念を理解できていないメンバーに対しては、自

身の過去の経験を話すことで理解を促そうとする 
□ □ □ □ □ 

地域懇談会や食事会、地域のイベント等、事業以

外の活動には、出来るだけ幅広い年齢層のメンバ

ーに関わってもらうようにしている 

□ □ □ □ □ 

他のメンバーが仕事上で問題を抱えることがない

よう、自分の時間や立場を犠牲にしてでも支援し

ようとする 

□ □ □ □ □ 

他のメンバーの個人的な成長を最優先に考え、自

分自身を超えて成長・成功することを喜ばしく思

う 

□ □ □ □ □ 

事業・活動の様々な面で、自身が他のメンバーの

お手本になるようにしている 
□ □ □ □ □ 

今後の社会の動向について、他のメンバーと一緒

に語り合うことがある 
□ □ □ □ □ 

他のメンバーがいつもと違う仕事の仕方をしよう

とする時にも、柔軟に対応するようにしている 
□ □ □ □ □ 

重要な意思決定の場面では、自分の事業所長とし

ての意思を優先させることも重要だと思う 
□ □ □ □ □ 

高齢協の「３つの協同」の重要性を自分自身の経

験からよく理解しており、他のメンバーにもその

重要性を伝えることができる 

□ □ □ □ □ 
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4-3. 地域の他組織とあなた個人との関係について、あなたの行動は次の項目にどのくらい

あてはまりますか。 * 

 

あては

まらな

い 

やや 

あてはまら

ない 

どちらとも

いえない 

やや 

あてはまる 

あてはまら

ない 

特に自治体に高齢協の事業・活動の意義を理解し

てもらうために、自治体職員との対話を重視して

いる 

□ □ □ □ □ 

高齢協の事業・活動の社会的意義を理解してもら

うために、「社会監査」「社会的責任投資」など、

数値化された情報を蓄積しようと試みている 

□ □ □ □ □ 

高齢協の理念に賛同し、出資してくれる組合員を

増やすため、常に地域住民との挨拶・会話をする

ようにしている 

□ □ □ □ □ 

地域の高齢者やその家族が抱える問題を見つける

ため、地域住民との会話の機会や地域の懇談の場

を積極的につくっている 

□ □ □ □ □ 

介護・福祉の領域で活動している会社、非営利組

織、自治体の担当課などのスタッフからの助言が、

自身を精神的にも助けてくれている 

□ □ □ □ □ 

自分の事業所は、地域で困っている高齢者やその

家族、そして自治体等からも大きな期待をかけら

れていると感じる 

□ □ □ □ □ 

町内会長や福祉領域の活動家等、地域でキーパー

ソンとなっている人を見つけ、協力してもらえる

ように努める 

□ □ □ □ □ 

 

 

4-4. その他、事業所リーダーとして抱えている困難やその解決策として思い当たることが

あれば、自由に記述してください。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

質問は以上です。 
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